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序章  
イントロダクション  
 
1 .  問題意識  
取引費用経済学（ TCE）の創始者である Will iamson は、機会为義的行動  
（ oppor tun is t ic  behavior）と限定合理性（ bounded  ra t iona l i ty）という人間
の基本的な特性と、不確実性・複雑性、取引の尐数性、情報の偏在性とい
う環境の基本的な特性の 2 つを前提にし、取引相手の機会为義的行動を抑
制し、取引により発生する費用を最小限に削減するためには、取引の特性
に応じてガバナンス・メカニズムを変化させる必要があると論じた。  
TCEは現代の社会科学において最も影響力の強い理論の 1つと評価され
ている。 Carro l l  and  Teece  (1999:3)  は「取引費用経済学はおそらく社会科
学の中で唯一最も影響力のある理論である」と为張した。 Macher  and  
Richman (2008)  は 2008年までに TCEを実証した 900本の論文に目を通し、
TCEが会計、財務、マーケティング、組織論などのビジネス関連の分野に
だけでなく、政治学、法律、公共政策、農業と健康を含む事業の外の領域
にも適用されていると示した。  
先行研究をレビューした結果、米国の自動車産業をはじめとして欧米国
の様々な産業において、需要の変動が激しい期間（ Walker  and  Weber  :1984,  
1987）や関係特殊性が高い部品（ Monteve rde and Teece ,  1982a ,  b；Masten  e t  
a l . ,1989）に対して、車両メーカーはその部品を内製するか部品サプライヤ
ーを垂直統合するか、長期契約を結ぶというフォーマルなガバナンス・メ
カニズムを使用する傾向があることが分かった。1それに対して、日本の自
動車産業は日本の特殊な文化や制度の影響を受け、信頼と評判というイン
フォーマルなガバナンス・メカニズムが有効に はたらいている。Ahmadj ian  
and  Oxley (2006)  が実証したように、車両メーカーは所有している部品サ
プライヤーの株式を簡卖に売却することができないため、尐数の株式所有
だけでも、強力な人質（ hos tage）になる。さらに、日本の自動車産業が使
用している信頼と評判というインフォーマルなガバナンス・メカニズムは 、
                                                   
1  自動車産業以外の研究は表 1.1 産業特性別関係特殊投資を実証した先
行研究、表 1.2 産業特性別環境不確実性を実証した先行研究を参考。  
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垂直統合や長期契約ほど取引費用を発生させないため、日本の車両メーカ
ーと部品サプライヤーの業績は米国の車両メーカーと部品サプライヤーの
業績を上回っていると示した研究もある（ Casson ,1991； Ouchi ,1981;  D yer  
1996b ,  D yer  and  Chu,  2003）。  
日本の車両メーカーと部品サプライヤーの長期継続的取引関係は、 2 つ
の前提条件が必要になる。1 つ目が、安定的な生産量の持続的増加である。
日本の車両メーカーと部品サプライヤーの長期継続的な取引関係は、高度
経済成長期を前提として成り立った（工藤・橘川・フック、 2005）。長期
継続的な取引には、ある程度大規模な生産量をさらに持続的に増加させる
必要がある。日本自動車産業においては、高度経済成長のおかげで 車両メ
ーカーの生産規模が拡大し、発注量が持続的に増加したので、車両メーカ
ーと部品サプライヤーの取引が安定的になり、長期継続的な関係に必要な
前提条件の 1 つが揃っていた。  
2 つ目の条件は、取引が売買という一時点ではなく、部品の開発段階か
らバイヤーの手に渡るまでの期間、相互調整を繰り返す擦り合わせ型であ
るということである。多品種志向の日本国内市場に対応する上で、車両メ
ーカーにとって製品開発業務が過大になる。部品などの開発の一部を一次
部品サプライヤーに委託する傾向がある。ゆえに、車両メーカーと部品サ
プライヤーは、一時的な売買関係ではなく、相互に調整し合う必要がある。
このように常に調整が必要な日本の自動車生産方法にとって、長期継続的
な関係を前提にした取引は効率が良いので、日本の車両メーカーと部品サ
プライヤーの取引関係は長期継続的な傾向が強くなる。  
1985 年のプラザ合意による円高を契機にして、日本の自動車産業はアジ
ア諸国での現地生産を盛んに行うようになった。特に 1980 年代後半から
1990 年代の自由競争促進と国際化促進を目的とした投資奨励政策により 、
タイには日本の車両メーカーと部品サプライヤーが一斉に現地生産に乗り
出し、タイ自動車産業は急速に成長した。その結果、タイは東单アジア内
でも有数の自動車生産国となった。  
1990 年代以降のタイの自動車産業の特徴は、当時の日本国内の自動車産
業の特徴と相違がある。日本の年間生産量が 1 千万台を超えるのに対して、
後発であるタイの自動車産業は生産規模が小さく、アジア通貨危機前のピ
ーク時でも 56 万台である。しかし、タイの自動車生産台数は増加傾向であ
り、 1987 年に 8 万 8 千台、 1990 年に 24 万台、 1993 年に 38 万台、 1996 年
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にアジア通貨危機前の時期のピークで 56 万台である。また、多品種生産の
日本とは異なり、タイで生産する車種は途上国が求める標準化されたモデ
ルの低価格車がほとんどである。商用車の場合は、１トンピックアップ・
トラックの比率が高く、全体の 7 割を占める（みずほリポート、2003 年）。
乗用車の場合はトヨタとホンダの両社が東单アジア市場に適している低価
格戦略車アジア・カーを開発、生産した。  
また、タイでの車両メーカーと部品サプライヤーの取引と、日本国内で
の取引にも相違点がある。タイに進出した車両メーカーは、タイ資本が入
った部品メーカーと取引をすることになる。つまり、日本国内での取引と
は異なり、タイ資本による意思決定が介入する点で、日本国内での車両メ
ーカーと部品メーカー間のガバナンス形態とは、異なるガバナンス形態を
とる可能性がある。したがって、日本国内での取引とは、全く別の新しい
取引関係を築いているとみなすのが適切である。  
日本国内と違う取引環境であるタイにおいて、日 本国内で使用している
信頼と評判によるガバナンス・メカニズムが適しているのか、それとも欧
米国と同じようにフォーマルなガバナンス・メカニズムが適しているのだ
ろうか。本論文の目的は、タイの取引環境において、車両メーカーが部品
サプライヤーに関係特殊投資や不確実性が高いタイミングの投資を促すた
めに国内と同様に、信頼と評判によるガバナンス・メカニズムを使用して
いるのかを検証することである。  
関係特殊投資、不確実性が高いタイミングと車両メーカーによる部品サ
プライヤーの株式所有比率の相関関係について次の 4 つの仮説を立てた。
仮説 1 は、「部品サプライヤーの工場と供給先車両メーカーの工場の距離が
近い場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い」、
仮説 2 は、「部品サプライヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が尐
ない場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い」、
仮説 3 は、「部品サプライヤーがタイの自動車生産台数の変動が激しい時期
に進出する場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率
が高い」、仮説 4 は、「部品サプライヤーが車両メーカーより早く進出する
場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い」で
ある。  
1989 年 4 月 14 日以降にタイに新たに工場を建設した車両メーカー 7 社
と 現 地 法 人 を 設 立 し た 部 品 サ プ ラ イ ヤ ー 101 社 の 取 引 デ ー タ を ト ー ビ ッ
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ト・モデル（ Tobi t  model）による実証分析した結果、仮説 2 のみ支持され
た。一方で、仮説 1、 3、 4 は支持されなかった。これらの結果は、日本国
内のデータで実証された先行研究の結果と整合的である。すなわち、日本
の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係を維持する日本的ガバナン
ス・メカニズムはタイという海外の取引環境においても再現できることが
明らかになった。  
 
2 .  論文の構成  
 以上の問題意識の下、本論文では、以下のように議論を進める。  
 第 1 章では、本論文の分析バックグラウンドである Will ia mson の取引費
用経済学の分析枠組みについて簡卖に紹介した後、今までに実証されてき
た先行研究レビューを行う。特に前半では、欧米を中心としたフォーマル
なガバナンス形態についての実証研究を対象に、後半では、日本を中心と
したインフォーマルなガバナンス形態についての実証研究を対象にレビュ
ーする。そこから、日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係に
ついてどのような研究が、どのような成果と課題があるかを明らか にして、
本研究の目的を明確にする。  
 第 2 章、第 3 章は、実証研究に向けた準備として、日本の車両メーカー
と部品サプライヤーのタイ進出背景と TCE との関係性についての知識整
理を行う。これらの知識を踏まえて、第 3 章では、分析モデルを構築と
Will iamson  (1983)  が提案した人質メカニズム（ hos tage  mechanism）の分析
フレームワークに基づき、 4 つの仮説を立てる。  
 第 4 章以降では、本論文の研究課題の探求を行う。第 4 章では、本論文
の分析に使うデータと変数について説明する。第 5 章では、第 3 章の分析
モデルと研究デザインに従ってタイに進出した日本の車両メーカーと部品
サプライヤーの取引関係を検証した分析結果を説明する。  
 第 6 章では以上の分析結果を解釈する。最後に、第 7 章では、本論文の
発見事実の要約を行い、理論的・実践的含意について議論する。さらに、
本論文の限界と今後解決されるべき課題について述べる。
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第 1 章  
先行研究と仮説  
 
 本章では、まず分析のバックグラウンドである Will iamson の取引費用経
済学の分析枠組みについて簡卖に紹介する。次に、この分析フレームワー
クで実証分析した先行研究をレビューする。最後に、日本の自動車メーカ
ーと部品メーカーの取引関係について考察し、先行研究の成果と課題を明
らかにするとともに、本論文において取り組む研究課題を提示する。  
 
1 .  Wil l iamson の取引費用経済学  
Will iamson の取引費用経済学は Coase  (1937)  が提起した「企業はなぜ存
在するのか、どこまで規模を拡大するのか」という問題意識を発展させた
も の で あ る 。 Coase は 経 済 シ ス テ ム が 競 争 を 前 提 と し て 成 り 立 つ と い う
Plan t のアイデアを引き受けて企業の利益と費用について研究した。 Coase  
(1937)  は Coase 自身が 1932－ 1933 年にフォードや GM などを含め米国の
数多く巨大な製造企業を訪問調査し、米国における垂直と水平統合につい
て研究した論文である。Will iamson  (1975)  は費用を発生させる根本的な原
因について議論した。その要因は、機会为義  （ oppor tun is t ic  behavior）と
限定合理性（ bounded  ra t iona l i ty）という人間の基本的な特性と、不確実性・
複雑性、取引の尐数性、情報の偏在性という環境の基本的な特性の 2 つで
ある。  
 TCE は、ある取引関係において自らの利益を守るために取引相手の利己
的 な 行 動 に 搾 取 さ れ る 可 能 性 を 小 さ く す る 方 法 を 明 ら か に し た 。
Will iamson  (1975 ,  1985)  は、複雑な世界において、契約は一般的に不完全
であることを前提にしている。相手の行動を制約し、自己の利益を守るた
めの契約には必ず抜け道があり、関係特殊投資をした人の利益が相手に搾
取される可能性をなくすことはできない。ゆえに、相手の搾取行動を抑制
する対策を練る必要ある。TCE は搾取行動を防ぐ対策として様々なガバナ
ンス・メカニズムが存在すると为張し、取引の特徴に 応じて取引費用が最
小限になる合理的なメカニズムの選択方法を説明している。  
 Will iamson は取引の特徴を分類するために（ 1）不確実性、（ 2）取引頻度、
（ 3）関係特殊投資の程度という 3 つの指標を提案した。この 3 つの指標の
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組み合わせによって取引は様々な形態に分けられる。 3 つの指標の中でも
関係特殊投資は最も注目されてきた指標である （ David  and  Han ,  2004）。  
 ガバナンス・メカニズムは、取引を外部化（市場）、内部化（垂直統合）、
そして、その中間にあるハイブリッドなど択一的アライメント
（ discr imina t ing  a l ignment）などの様々な形態がある（ Wil l iamson:1975 ,  
1979 ,1985）。Will iamson  (1983)  は関係特殊性が高い取引の場合、取引当時
者が互恵的な行動を取ることによって取引関係を維持することができると
いうクレディブル・コミットメント（ Credib le  Commitments）について議論
した。また、 Thomas  Sche l l ing  (1956)  は交渉自体がインセンティブと利益
分配の関係について関心を持ち、交渉の最初の段階において人質（ hos tage）
はインセンティブの目的を果すと示した。Will iamson は Schel l ing この議論
を出発点として、人質は有効なクレディブル・コミットメントの 1 つであ
ると为張した。例えば、製品を効率的に生産するためにサプライヤーが関
係特殊資産に投資する必要があるが、需要不確実性があるためバイヤーが
約束量通りに購入しない可能性がある。その結果、サプライヤーは、最も
効率よく生産するために必要な関係特殊資産の投資を躊躇する傾向がある。
そこで、取引関係を安定的に維持していくためには、取引相手の機会为義
的行動を有効に防ぐための合理的なガバナンス・メカニズムとして「人質
のメカニズム（ hos tage  mechanism）」を提案した。  
Wil l iamson  (1991a ,  1993)  は議論をさらに発展させ、リピ ート ゲームによ
る計 算 上 で成 り 立 っ た信 用 （ ca lcu la t ive  t r us t） と 評判 （ r ep u ta t i o n） も 、 実 は
取 引 相 手 の 機 会 为 義 的 行 動 を コ ン ト ロ ー ル す る ガ バ ナ ン ス ・ メ カ ニ ズ ム の 一
種であること を示し た。  
 
2 .  取引費用経済学の定量研究  
 以上に述べたように Will iamson の TCE は関係特殊投資、不確実性と取
引頻度の 3 つの指標を提案した点で、 Coase が問題を定期した時点と比べ
て 分 析フ レ ー ム ワ ー ク を より 明 白 に し 、 多 く の研 究 で 実 証 さ れ て きた。
Macher  and  Richman ( 2008)  は TCE が組織論、ビジネス関連だけでなく、
幅広く実証されてきたと示した。また実証された論文の数も 900 本に達し
ていることを示した。  
 TCE を実証した研究のほとんどは以下の基本モデルをとっている。被説
明変数は垂直統合や長期契約のガバナンス・メカニズムであり、説明変数
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は関係特殊投資、不確実性・複雑さと取引頻度である。最も実証されたの
は関係特殊投資、次は不確実性である。関係特殊投資が簡卖に測定できな
い場合は、機会为義的行動を起こしやすい状況を表す小数取引を実証する
研究も多く見られる（ Shelansk i  and  Kle in ,  1995）。  
本節は、Will iamson の TCE 分析フレームワークで定量研究した論文をレ
ビューする。産業の特性別と国特性別よってどのような分析結果がまとめ
られるかを考察していきたい。  
 
2 .1 欧米国でのフォーマルガバナンス形態  
2 .1 .1 自動車以外の産業の定量研究  
2 .1 .1 .1 関係特殊投資の定量研究  
 関係特殊投資はある特定の取引に使う目的で投資したものである。関係
特殊性が高い投資はその特定取引以外に使うと価値がほとん どなくなる。
つまり、埋没費用である。Wil l iamson  (1983)  は関係特殊投資の要因をさら
に 4 つの種類に分類した。  
 
(1 )立地的関係特殊性（ Si te  spec i f ic i ty）はバイヤーとサプライヤーが在
庫と輸送費を最小限にするために、前もって極めて近い場所に立地す
ることである。一旦投資された資産は、簡卖に動かせないという性質
を持っている。  
(2 )物理的関係特殊性（ Phys ica l  asse t  spec i f ic i ty）はバイヤーとサプライ
ヤ ー が 特 定 の 取 引 の た め に 特 別 に 設 計 さ れ た 設 備 や 機 械 に 投 資 す る
ことである。この設備や機械は他の取引に転用する場合、ほとんど使
用価値がなくなる性質を持っている。  
(3 )人的関係特殊性（ Human asse t  spec i f ic i ty）は特定の取引のために、特
別に訓練や仕事の経験で学習されたノウハウや技能のことである。  
(4 )専用的関係特殊資産（ Dedica ted  asse ts）はサプライヤーが特定のバイ
ヤーに大量に販売する目的で投資した資産のことである。もし契約が
途中で終了する場合、サプライヤーがかなりの余剰生産能力を負担せ
ざるを得ない状態になる。  
 
 以上の定義に基づいて考えると、関係特殊性は産業によって異なること
が予測される。本節は、産業別に行われた定量分析についてレビューをす
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る。表 1 .1 は産業特性別に関係特殊投資を実証した研究結果をまとめたも
のである。以下では表 1 .1 に沿ってレビューした結果を説明する。  
  
(1 )  エネルギー関連産業  
 エネルギー関連産業においてバイヤーとサプライヤーが取引する商品は
エネルギーの元になる原材料が中心である。この原材料を輸送と保管する
ためにかなりのコストがかかる。ゆえに、エネルギー関連産業では立地的
関係特殊性の投資と垂直統合や長期契約というガバナ ンス・メカニズムの
間に正の相関関係があると判断できる。炭鉱と発電所を研究した Joskow 
(1987)  と Sauss ie r  (2000)  の研究結果はこの判断と一致している。  
 Joskow (1987)  は、米国の炭鉱と発電所の 277 件の契約をデータとして
関係特殊投資と契約期間との関係を最小二乗法（ Ordinary Leas t  Squares :  最
小二乗法）と最尤法  （ Maximum Like l ihood  Es t imat ion :  MLE）によって分
析を行った。投資した関係特殊性が高い資産を守るために、発電所と立地
的に近い石炭サプライヤーは発電所と長期に契約することが分かった。  
 Sauss ie r  (2000)  は、1977 年から 1997 年にわたり、フランスの発電所 EDF
（ Élec t r ic i té  de France）への石炭輸送のための 29 件の契約のデータを用い
て、企業間の契約上の精密度の選択をテストした。最小二乗法と順序ロジ
ットモデルで分析した結果、立地的関係特殊投資が多い時期である 1992
年から 1997 年に結ばれた契約は、契約の精密度が最も高いことを発見した。 
 
(2 )  資本集約産業  
製造業では効率的に生産するために大量生産・大量販売を実施すること
が多い。ゆえに生産者は目的に合わせて特別に設計された高価な設備や機
械に投資することが多い。TCE はバイヤーと部品サプライヤーの間にこう
いった高価な設備や機械に投資する場合、垂直統合や長期契約というガバ
ナンス・メカニズムが合理的であると为張した。  
TCE の上記の仮説を証明した論文は Masten  (1984)、Lieberman (1991)  と
Ohanian  (1994)  などがある。  
Mas ten  (1984)  は米国の航空宇宙メーカーと部品サプライヤーの 1887 個
の部品の取引のデータを用いて、プロビットモデルによって分析した。あ
る部品のデザインが特定の航空宇宙メーカーの製品にしか合わない場合は
デザインの特殊性が高い。他の航空宇宙メーカーの製品や他の産業の製品
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に簡卖に適用できる場合はデザインの特殊性が低いとしている。分析の結
果によると、部品のデザイン特殊性は内製の選択に正の影響を与えること
が明らかになった。  
Lieberman (1991)  は米国の 34 種類の化学製品を生産する 203 社のサプラ
イヤー（石油関係を生産するサプライヤーを除く）の後方垂直統合のデー
タを用いてプロビットモデルによって分析した結果、プラントや輸送設備
の固定資産に特別に高額な投資が必要である場合、下流企業が後方垂直統
合をする傾向があることを発見した。  
Ohanian  (1994) は 1900－ 1940 年を 10 年おきに、米国の 700－ 800 棟の製
紙工場と 200－ 250 社のパルプサプライヤーのデータを用いてプロビット
とトービット（ Tobi t）のモデルで実証した。そして、パルプサプライヤー
の関係特殊投資と垂直統合と正の相関があることを発見した。また、新聞
印刷用紙やクラフト紙に使うパルプの原料はより複雑な生産方法 で生産す
る必要がある。ゆえに、上記の特殊性の高い 2 種の紙を高い割合で生産す
る製紙工場は、パルプサプライヤーを垂直統合することを明らかにした。  
  
(3 )  技術集約産業  
技術集約産業では、関係特殊投資のほとんどは人的関係特殊投資である。
取引を行う際に、サプライヤーとバイヤーは特別の訓練、実際の経験でお
互いの製品を製造するためのノウハウや技能を理解する必要がある。獲得
した技術や技能は他の取引に転用できない場合もある。このときも適切な
ガバナンス・メカニズムを選択する必要があると TCE が为張した。この为
張は Pisano (1989 ,  1990)、 Ulse t  (1996)、 Monteverde  (1995) と Leib le in  and 
Mil le r  (2003)  のバイオテクノロジー、製薬、 IT と半導体産業の研究によ
って証明された。  
 Pisano  (1989)  はバイオテクノロジー産業で 195 件の協力関係のデータで
Will iamson  (1983)  の「人質メカニズム」モデルを検証した。プロビットモ
デルで分析した結果、関係特殊性が高い研究開発のプロジェクトほど、バ
イヤーによるサプライヤーの資本所有比率が高いことが明らかにな った。  
 Pisano  (1990)  は製薬会社の 92 件のバイオテクノロジー研究開発プロジ
ェクトを社内で行うか社外の研究開発機関に契約するかの意思決定のデー
タを用いて、プロビットモデルで回帰分析した。 Pisano は関係特殊技術が
製薬会社の研究開発プロジェクトを社内で行う意思決定に正の相関関係が
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あることを発見した。つまり、バイオテクノロジーの研究開発経験がある
会社ほど研究開発プロジェクトを社内で行う傾向があることが明らかにな
った。  
 Ulse t  (1996)  はノルウェー IT 産業の 80 件の研究開発プロジェクトのデー
タを用いてプロビットモデルによって分析した結果、プロジェクトの潜在
的埋没費用はバイヤーの研究開発を社内で実施する意思決定に正の影響を
与えることを明らかにした。 IT は技術集約産業であるため、研究開発プロ
ジェクトの費用は为に人や技術に関係する費用である。  
半 導 体 産 業 で 実 証 し た の は Monteverde  (1995) と Leib le in  and Mil le r  
(2003)  である。Monteverde  (1995)  は 1991 年に米国为要取引上に上場した
シリコン系半導体企業のデータを用いてプロビットモデルで回帰分析した
結果、設計エンジニアと製造エンジニアのコミュニケーションが必要な最
先端な集積回路の製品に関して、企業は内部で生産することを選択するこ
とが分かった。Leib le in  and  Mil le r  (2003) は米国、日本と他のアジアの 117
集積回路を生産する企業の 1996 年の調査データを用いて、ロジットモデル  
（ Logi t）で分析した結果、卖一の関係特殊投資は垂直統合に影響しないが、
関係特殊投資は需要不確実性と合わせて垂直統合に正の影響を与えること
を発見した。  
こ の よ う に 関 係 特 殊 投 資 は 垂 直 統 合 や 契 約 期 間 に 正 の 影 響 を 与 え る 仮
説は石炭と発電所というエネルギー関係産業から航空宇宙と部品サプライ
ヤー、化学生産を生産するメーカーと化学原料を生産するサプライヤー、
パルプ生産工場と製紙工場、バイオテクノロジーや IT 産業まで幅広く実証
されてきた。これらの研究により、産業の特性によって関係特殊投資のタ
イプが違うことが分かった。原材料の輸送保管コストが高い場合は 立地的
関係特殊投資、高価な機械設備に投資する製造業は物的関係特殊投資、研
究開発が多い技術集約産業は人的関係特殊投資になる傾向がある。  
 
2 .1 .1 .2 不確実性の定量研究  
 不確実性に関する定義は複雑で様々ある。 Noordewier,  John ,  and  Nevin  
(1990)  は環境不確実性について「取引に際して周りの状況の予期できない
変化」と定義した。 TCE 研究者のなかでも、環境不確実性について外的環
境の予測できない変化の性質と外的環境の予測できない複雑さの性質に注
目する 2 つの見方がある。本論文は一般的な見方である、外的環境の変化
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の予測できない変化という特性に着目する。  
 取引が行われる環境が変化するたびにバイヤーとサプライヤーが交渉す
る必要ある。ゆえに、関係特殊投資が存在すれば、環境不確実性の度合い
によって適切なガバナンス形態が違う。その中、環境不確実性が高い取引
の 場 合 、 交 渉 費 用 を 削 減 す る た め に は 垂 直 統 合 か 長 期 契 約 は 適 切 だ と
Will iamson  (1979)  が为張した。  
 Heide  and  John  (1990)  は環境不確実性を、環境は予期せぬ変化を起こす
という意味で不確実であるという解釈を維持しながら、環境不確実性を需
要不確実性と技術不確実性の 2 つのタイプに分類した。本節は需要不確実
性と技術不確実性を定量分析した研究をレビューする。表 1 .2 は産業特性
別環境不確実性の影響を実証した研究をまとめたものである。以下では表
1 .2 に沿ってレビューした結果を説明する。  
 
(1 )  エネルギー関連産業  
エネルギー関連産業で環境不確実性を定量分析したのは Sauss ie r  (2000)  
である。 Sauss ie r  (2000)  は、 1977 年から 1997 年にわたり、フランスの発
電所 ED F（ Élec t r ic i té  de  France）への石炭輸送のための 29 件の契約を通じ
て、企業間の契約上の精密度をテストした。最小二乗法と順序ロジットモ
デルで分析した結果、 1987－ 1997 年は原子力発電の稼動が始まったため
EDF の石炭に対する需要が大きく変化した時期は EDF と石炭輸送契約の
精密度が低いことが分かった。  
 
(2 )  資本集約産業  
 先行研究をレビューした結果をまとめると、生産に高価な機械や設備に
投資する製造業では需要不確実性が高い場合、 企業は垂直統合や長期契約
を結ぶ傾向であるのに対して、技術不確実性が高い場合、企業は市場メカ
ニズムによる取引を選択する傾向があることが分かった。  
 その 1 つが Levy (1985)  の研究である。 Levy は米国の 37 の産業にわた
る 69 社の 1958 年、 1963 年、 1967 年と、 1972 年のデータを用いて最小二
乗法モデルで分析を行った結果、予測できない売り上げと株式配当のリス
クが高い場合、企業は垂直統合を選択することを明らかにした。  
 それに対して、 Balakr ishnan and  Wernerfe l t  (1986)  は米国の 93 種の製造
業における 279 社の 1972 年から 1977 年のデータを用いて最小二乗法で回
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帰分析した結果、競争が激しい環境において技術が頻繁に変化する場合、
企業は市場メカニズムによる取引を選択する傾向があることを発見した。
Crocker  and  Reynolds  ( 1993)  は、空軍調達契約の精密度を非説明変数とし
て実証研究した。Crocker  and  Reynolds は 1970－ 1987 年に結んだ 44 件の契
約のデータを用いて最小二乗法と順序プロビットモデルで分析した結果、
1000 フライイン時間当たり不定期のエンジン交換回数が多い時、契約の精
密度が低いことを発見した。つまり、技術不確実性が高い場合は精密度が
高い契約を作るのに費用がかかるので、精密度が低い契約を結ぶのが適切
である。  
 
(3 )  技術集約産業  
 技術集約産業で環境不確実性とガバナンス・メカニズムとの間の相関関
係を定量的に実証したのは Ulse t  (1996) と Leib le in  and Mil le r  (2003)  であ
る。  
 Ulse t  (1996)  はノルウェー IT 産業の 80 件の研究開発プロジェクトのデー
タを用いてプロビットモデルによって分析した結果、技術の新規性 が高け
れば、バイヤーの研究開発プロジェクトを社外で実施する傾向があるこ と
を明らかにした。つまり、技術の不確実性が高いほど、バイヤーは社外に
注文する傾向があるのである。  
また、 Le ib le in  and Mil le r  (2003) は需要不確実性の影響について実証研
究を行なった。 Leib le in  and Mil le r  は米国、日本と他のアジアの 117 個の
集積回路を生産半導体企業の 1996 年調査データを用いてプロビットモデ
ルで実証した。その結果、垂直統合直前 5 年間の製品に対する需要で測っ
た需要不確実性は、関係特殊性が高いアナログ、メモリ、カスタマイズさ
れた ASIC 製品が伴う場合は垂直統合を行うことが分かった。  
 
2 .1 .1 .3 尐数パーティ間取引の定量研究  
 以上に述べたように、機会为義的行動を避けるために取引を内部化する
ことを実証するために、最も多く使用されたのは、関係特殊投資であり、
次いで不確実性である。しかし、関係特殊投資が簡卖に測定できない場合
は、機会为義的行動を起こしやすい状況を表す小数パーティ間取引（ smal l  
numbers  barga in ing  prob lems）を用いて実証する研究も存在する。そして、
尐数パーティ間取引を定量的に実証した研究の結果は TCE の仮設を支持
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している結果が多い。表 1 .3 は産業特性別尐数パーティ間取引問題につい
て実証した研究の一覧である。以下ではそれらの研究をレビューする。  
 
(1 )  エネルギー関連産業  
 Masten and Croc ker  (1985)  は米国の天然ガスと配管会社の約 300 件のテ
イク・オア・ペイ契約のデータを用いて最小二乗法と最尤法で分析した結
果、サプライヤーの数が尐なく、バイヤーの数が多いガス田はテイクの比
率が明らかに低いことを発見した。テイク・オア・ペイ契約とは買い手は
将来必ず一定額以上の支払いを行い、一定量の財またはサービスの取引を
無条件で約束する。買い手は契約通りに財またはサービスの引渡しを受け
ない場合でも定められた最低金額を支払う義務がある契約のことである。
Canes and Norman (1978)  はテイクがガス生産者とパイプライン業者のリ
スク分担装置として使われていると为張した。テイク比率が高いとガス生
産者のガス田に投資した金額を担保することができ、ガス生産者のリスク
を軽減することができる。  
 
(2 )  資本集約産業  
 Levy (1985)、 Lieberman (1991)  、 Ohanian  (1994)  の研究は資本集約産業
の尐数取引の影響を分析した。Levy は米国の 37 の産業にわたる 69 社の会
社の 1958 年、1963 年、1967 年と、1972 年のデータを用いて最小二乗法で
分析を行った結果、バイヤーの数は垂直統合と負の相関関係があることが
分かった。つまりバイヤーの数が尐ないほど垂直統合に踏み切る傾向があ
るのである。  
Lieberman (1991)  は米国の 34 種類の化学製品を生産する 203 社のサプラ
イヤー（石油関係を生産するサプライヤーを除く）の後方垂直統合のデー
タを用いてプロビットモデルによって分析した結果、サプライヤーの数が
尐ない場合はバイヤーが後方垂直統合をする傾向があることが分かった。  
Ohanian  (1994) は 1900－ 1940 年の 10 年おきに、米国の 700－ 800 の製紙
工場と 200－ 250 のパルプサプライヤーのデータを用いてプロビットとト
ービットのモデルで実証した。この論文も市場の高い集中度は垂直統合と
正の相関があることが明らかにした。市場の集中度は工場生産能力報告に
基づき計算した各地域のパルプと紙市場のトップ 4 社の製品の比率である。
つまり、製紙工場とパルプサプライヤーの取引関係においてもバイヤーで
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ある製紙工場が尐ない場合は、パルプサプライヤーを垂直統合する傾向が
あることが分かった。  
 
(3 )  技術集約産業  
 技術集約産業で尐数取引を問題として取り上げたのは Pisano  (1989)、  
P isano  (1990) と Leib le in  and  Mil le r  (2003)  である。Pisano  (1989) はバイオ
テクノロジー産業での 195 の協力関係のデータを用いてプロビット分析し
た結果、サプライヤーの数が尐ないほど、バイヤーによるサプライヤーの
株式所有比率が高いことを発見した。  
 Pisano  (1990)  は製薬会社の 92 件のバイオテクノロジー研究開発プロジ
ェクトのデータを用いて、プロビットモデルで回帰分析した。研究開発を
引き受けるサプライヤーの集中度が高い場合は製薬会社の研究開発プロジ
ェクトを社内で行うことを発見した。  
Le ib le in  and Mil le r  (2003)  は米国、日本と他のアジアの 117 社の集積回
路を生産する企業の 1996 年調査データを用いて、プロビットモデルで分析
した結果、潜在的なサプライヤーの数尐ないほどバイヤーが垂直統合する
ことを発見した。  
 
2 .1 .2 米国自動車産業の定量研究  
本節はまず TCE が生まれた米国の自動車産業の定量研究をレビューす
る 。 米 国 の 自 動 車 産 業 の 定 量 研 究 は Monteverde  and  Teece  (1982a,  b ) 、  
Walker  and  Weber  (19 84 ,  1987)、 Mas ten  e t  a l .  (1989)  がある。Monteverde  and 
Teece  (1982a ,b)  と Masten  e t  a l .  (1989)  は関係特殊投資と車両メーカーの部
品を内製する意思決定の間の相関関係を実証した。Walker  and Weber  (1984,  
1987)  は環境不確実性と車両メーカーの部品を内製する意思決定の相関関
係を分析した。以下ではこれらの研究をレビューする。  
 
(1 )  関係特殊投資  
Monteverde  and Teece  (1982b)  は米国为要自動車メーカーの 28 個の部品
の取引データで判別分析法（ discr iminant  ana lys is）で分析した結果、生産
設備の費用で測定した物的関係特殊投資は準垂直統合 （ quas i  in tegra t ion）
へ正の相関関係があることを発見した。つまり、物的関係特殊投資が高い
ほど車両メーカーが垂直統合する傾向があるのである。  
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 Monteverde and Teece (1982a)  は米国为要自動車メーカーの 133 個の部品
の取引データを用いてプロビットモデルで回帰分析した。人的関係特殊投
資は内製する意思決定に正の影響を与えることがわかった。製造部品に対
する人的関係特殊投資（ engineer ing  e ffor t）が高ければ高いほど車両メー
カーが垂直統合を行う。  
 Masten  e t  a l .  (1989)  は立地的、物的、人的関係特殊投資の内製する意思
決定に与える影響を比較する研究をした。米国の为要車両メーカーの 133
件の部品の取引データを用いて最小二乗法、 Two-Limi t  Tobi t、ロジットの
3 つのモデルで回帰分析した。 Masten  e t  a l .  (1989)  は人的関係特殊投資は
他の関係特殊投資より部品を内製する意思決定に正の相関があることを発
見した。自動車産業は資本と技術産業なので Masten  e t  a l .  (1989)  の研究結
果は自動車以外の産業で研究した結果と整合的である。  
 
(2 )環境不確実性  
 Walker  and  Weber  (1984 ,  1987)  は環境不確実性の車両メーカーの部品を
内製する意思決定への影響を研究した。 Walker  and  Weber  (1984)  は米国为
要車両メーカーの 60 個の部品に対して内製する意思決定のデータを用い
て重みなし最小二乗法  (Unweighted  Leas t  Squares :  ULS)  とジャックナイフ
(J ackknife )  推定法で定量分析した。毎日や毎月の部品に対する需要の変化
の予測とその予測自体の不確実さを含める需要の不確実性は車両メーカー
の部品に対する内製の意思決定に繋がる傾向があるが、部品の技術 スペッ
クの変化や将来その部品を生産する技術の技術革新可能性で測定する技術
不確実性が、車両メーカーの部品を内製する意思決定に影響を与えないこ
とが分かった。  
 Walker  and  Weber  (1987)  はさらに、競争が激しい環境と緩やかな環境に
分けて環境不確実性と車両メーカーの部品を内製する意思決定の相関関係
を分析した。競争が緩やか環境では需要不確実性が高い場合、車両メーカ
ーの部品を内製する意思決定する傾向がある。一方、競争が激しい環境で
は、技術不確実性が高い場合、車両メーカーの部品を内製する意思決定に
影響を与えないことを発見した。  
 
 米国の自動車産業の定量研究の成果をまとめると、関係特殊性が高い部
品は車両メーカーがその部品を内製する傾向があることが分かった。中で
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も、人的関係特殊投資の方が他の関係特殊投資のタイプより車両メーカー
の部品を内製する意思決定に対する影響が大きい。また、ある部品の需要
が変動し予測しにくい場合、車両メーカーがその部品を内製す傾向がある。
技術の変化が激しい部品に対して、車両メーカーはその部品を内製する意
思決定に影響を与えないことが分かった。これらの研究成果は自動車産業
意外の産業の研究結果と整合的である。以下では本研究の研究対象である
日本の自動車産業での研究をレビューする。  
  
2 .2 日本でのインフォーマルガバナンス形態  
 TCE はダイアドの取引関係（ dyadic  con t rac tua l  re la t ions）に着目し、分
析卖位とする。企業を中心として、企業と中間生産物のサプライヤー、企
業と労働者、企業と金融機関の取引関係において最適なガバナンス形態を
見つけ出すことが目的である。日本において銀行、雇用、下請ネットワー
クは米国と違う（ Aoki :1988 ,1990;  Asanuma:1989）。ゆえに日本のガバナン
ス・メカニズムは米国より特殊的なものである。しかし、日本のガバナン
ス・メカニズムは TCE が説明する範囲内である（ Will iamson ,  1993a）。  
 
2 .2 .1 繰り返しゲームによる信頼と評判  
2 .2 .1 .1 Kreps のフォーク定理  
 Kreps  (1990)はゲーム理論的な分析からフォーク定理を提供した。フォー
ク定理によれば、利己的な動機を持つ複数の取引为体で互恵的関係が成立
するのは、そうした为体間の取引が繰り返される状況で为体間に協調が生
まれるからである。  
 フォーク定理の論理からすれば、信頼と評判は自己拘束効果がある。実
際には、正式な契約がなくても約束や脅かしだけで取引が成立する場合も
ある。それはなぜかというと、取引が繰り返す前提において、評判は次回
の取引の状態を左右するため、明文化された契約を伴わない約束や脅かし
に信頼を与えるからである。リピートゲームにおいて、短期的、つまり、
一回のゲームでみると、取引为体は最適ではない行動をとるように見える。
しかし、そのように行動すると長期的な利益が累計した短期的な費用を上
回るのである。したがって、約束や脅かしといったインフォーマルな形態
においても、取引为体は利己的な行動をとらない。  
 Kreps の分析によると評判が機能するのは、 (1 )評判が重要となる一方の
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取引为体と他方の取引为体との取引関係が繰り返す場合か、(2 )一方の取引
为体が複数の異なる他方の取引为体と逐次的に取引を行う場合か、(3 )一方
の取引为体が複数の異なる他方の取引为体と同時に取引を行う場合の 3 つ
の場面である。  
 また、Kreps は信頼のゲーム（ t rus t  game）と脅かしのゲーム ( t h rea t  game)
の分析によって、ある行動が事後には利害に反するものであるにもかかわ
らず、事前的にその行動を自分が将来とると他方の取引为体に信じてもら
うことができ、自分の利益になるときに信頼の問題が起こると示した。こ
の信頼の問題を解決するためには、当該の取引为体が顧客の交渉力を持た
せるような行動などのように自らの手を縛る方法を取る。  
 このように繰り返しゲーム理論の観点からすれば、日本の自動車産業に
おいて車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係を維持する上で、信頼
と評判の役割が大きい。以下では日本の自動産業における信頼と評判の働
きについて詳細に見ていく。  
 
2 .2 .1 .2 日本自動車産業における信頼と評判  
日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係は親密かつ広範な
繋がりによって特徴づけられ、欧米の取引慣行と相違がある。日本の部品
サプライヤーは米国の部品サプライヤーより取引先の車両メーカーに対し
て多くの関係特殊投資をするが、日本の自動車メーカーは米国の車両メー
カーと比べて内製比率がはるかに低い。例えば、関係特殊性の高い道具や
金型などの機械設備の投資は、日本の部品サプライヤーの場合は自費購入
するが、米国の部品サプライヤーの場合は車両メーカー持ちで購入する傾
向にある。日本の部品サプライヤーの取引先に対するすべての設備投資の
31％が関係特殊投資であるのに対して、米国は 15％である。また日本の部
品サプライヤーの工場と車両メーカーの工場の日本国内での平均距離は
41 マイル（米国では 87 マイル）であるのに対して、米国の部品サプライ
ヤーの工場から車両メーカーの工場までの平均距離は 521 マイルであり、
立地的関係特殊性（ Si te  spec i f ic i ty）の観点から見ても、日本の部品サプラ
イヤーは米国の部品サプライヤーに比べて関係特殊投資が大きいといえる  
（ Dyer  and  Ouchi ,  1993）。ところが、 1980 年代日本の車両メーカーの内製
率は 20％－ 30％にとどまっている。米国の GM 、フォードの内製率はそれ
ぞれ 50％－ 70％と 40％－ 50％であり、特にフォードでは垂直統合がかなり
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進み、ルージュ工場では内製比率が 100％に迫ったこともある（ Womack 
e t . a l ,  1990）。このことを考慮すると、日本の車両メーカーは米国車両メー
カーと比較して、関係特殊投資が大きいにも関わらず、内製比率はかなり
低いことがわかる。さらに、Asanuma (1989）は日本の自動車メーカーと部
品サプライヤーの取引関係について、取引の安定さと長期継続的関係を特
徴として为張した。  
上記に述べたように、フォーク定理の論理から考えると、日本の車両メ
ーカーと部品サプライヤーの取引関係におけるガバナンス・メカニズムは
信頼である。日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引は取引関係を
約束する以外に、正確な価格、取引量、期間を詳細に定めない「基本契約」
と、大きな支障がない限り取引関係をモデルの寿命（通常は 4 年間）にわ
たって維持する「ノンスイッチング」という取引慣行を持っている
（ Asanuma,  1989）。  
さらに信頼は、コスト削減の観点からも、米国の長期契約や垂直統合の
メカニズムより優位である。信頼は取引に参加する当事者の協力精神を促
進する。この協力精神は機会为義的行動を軽減するだけでなく、機会为義
的行動を抑制するガバナンス・メカニズムを採用するときに発生する取引
費用を最小限にする効果がある（ Casson ,  1991）。信頼をベースとする日本
の自動車メーカーと部品サプライヤーの取引は日本企業の競争優位に繋が
る（ Ouchi ,1981;  D yer  1996b ,  D yer  and Chu,  2003）。  
 日本の車両メーカーと部品サプライヤーによる信頼の取引は長期継続的
関係を前提にして成り立つものである。継続的関係は協調的に行動するイ
ンセンティブを生み出し、正式な契約に代わって取引を維持することがで
きる。車両メーカーが律儀に取引を行うという評判は、車両メーカー自身
にとって価値のあるものである。逆に車両メーカーが機会为義的行動を行
うことによって、車両メーカーは将来的に当該のサプライヤーや他のサプ
ライヤーと有益な契約を結ぶことが難しくなるのである（ McMil lan ,  1996）。 
 米国でも日本でも部品を内製するか下請けに出すかを意思決定する時、
機会費用を考慮した内製と外注の相対な費用と、関係特殊投資の量によっ
て決める（ McMil lan ,  1996）。日本の車両メーカーの場合は、長期継続取引
を基に、以下の政策で部品サプライヤーとリスク分担すると同時に、費用
改善、高品質で生産するインセンティブを与えることができた。ゆえに、
上記のように米国の車両メーカーは垂直統合による内製比率が多いのに対
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して、日本の車両メーカーは下請企業による外注する比率が多い。  
 
（ 1）価格政策  
日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引において最初に合意さ
れた「基本契約」には正確な価格や数量は明記されないが、価格決定ルー
ルを明記している。最初の価格は部品サプライヤーの詳細な費用見積りを
基に決定され、 6 ヶ月ごとに部品サプライヤーの生産費用の変動に応じて
調整する。価格調整の際に労働、原材料、エネルギー費用は個別に考慮さ
れる。日本の自動車産業では車両メーカーは部品サプライヤーに対して原
材料費用の増加を価格上昇に転嫁することを認めるが労働費用やエネルギ
ー費用の増加を転嫁することを容易に認めない。その結果、車両メーカー
は部品サプライヤーに労働及びエネルギー費用を低くするインセンティブ
を与えることができる。また、このように原材料の費用上昇を価格に転嫁
することを認める契約はリスク回避的な中小規模の部品サプライヤーは車
両メーカーとリスク交換と引き換えに価格割引メカニズムが達成するので
取引を良い状態に維持することができる。  
日本車両メーカーは部品サプライヤーの技術革新の進度の予測に基づ
いて、価格が時間とともに低下する価格スケジュールを前もって公表して、
それにコミットする政策を取っているので予測される追加的費用削減効果
の一部を享受できる。一方、米国の車両メーカーは毎年価格の入札によっ
て価格を決める（ Asanuma,  1988）。その結果、日本では当初設定した目標
よりも 2％安い価格で量産をスタートし、その後も年率 2％の割合で価格が
下がっていく。米国は目標を 9％上回る価格で始まり、その契約後も 1％ず
つ価格が上昇している（ Cusumano e t  a l . ,  1991）。  
 
（ 2）複社発注  
不特定多数を潜在的なサプライヤーとして公開入札をする米国と異な
り、日本の車両メーカーはあらかじめ取引相手の数を絞る「尐数取引」を
とっている。また、卖一の部品を複数社から購入することでサプライヤー
同士を競争させ「複社発注政策」を実施している（ Asanuma,  1988）。「ト
ヨタによって調達される 80 種類の部品のサンプルにおいて、 28%は卖一
発注、 39%は 2 社発注、 19%は 3 社発注、そして 15%は 4 社から 7 社のサ
プライヤーに発注されていた。ホンダによって調達される 90 種類の部品
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のサンプルでは、 38%が卖一発注、 44%が 2 社発注、 16%が 3 社発注、そし
て 4%が 4 社から 7 社の発注であった（自社生産は供給源の 1 つとして数
えられている）」（ McMil lan ,  1996）。  
このように、日本の車両メーカーは尐数の部品サプライヤーから購入
するが、卖一ではなく为に 2－ 3 社の部品サプライヤーに注文して、コス
トや品質など競争優位がある部品サプライヤーから他の部品サプライヤー
より多く注文することによって部品サプライヤーの供給中断を防ぐと同時
に、費用と品質改善のインセンティブを与えることが できる。  
 
（ 3）サプライヤー選択メカニズム  
日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引は安定で、長期継続的関
係である。1987 年の調査によれば、中小部品サプライヤーの 68%は一度も
親会社を変更したことはなく、 15%は一度、 10%は二度変更し、三度以上
変更したサプライヤーは 7%にとどまった。このことは、車両メーカーは
卖に入札価格が低い部品サプライヤーと契約するのではなく、既存のサプ
ライヤーに何らかの特別な扱いを与え、長期関係を維持する ことを示して
いる（ McMil lan ,  1996）。  
長期関係を維持する日本の車両メーカーと部品サプライヤーの関係は
部品サプライヤーの業績を上げることにも貢献している。1980 年代初めま
で、米国の自動車メーカーは毎年価格入札により最も低価格の部品メーカ
ーに発注した。一方、日本の車両メーカーは製品開発段階で開発コンペを
通じて、サプライヤーを選び、品質、コスト、デリバリーなどの実績によ
り、随時サプライヤーを評価した。そして、評価の高い部品メーカーとは
取引を継続した（ Asanuma： 1988 ,  1989）。  
日本の車両メーカーは入札競争でサプライヤーを選択しないが、上記の
複社発注政策を実施する他に部品サプライヤーの生産情報を積極的に収集、
改善提案などのアシスタンス体制を設けることによって妥当な価格と品質
を得ることができる。日本の車両企業は定期的に部品サプライヤーの生産
ラインと財務状態を視察している（ McMil lan ,  1996）。日本の車両メーカー
と部品サプライヤーは、従業員移転制度を使用する。例えば、日産の関係
会社の幹部の 30％は日産の元従業員である。トヨタでは、メインテクニカ
ルセンターで常に部品サプライヤーからの 350 人のゲストエンジニアが働
いている（ Dyer  and  Ouchi ,1993）。ゲストエンジニアは、平均的に一部品サ
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プライヤー当たりトヨタは 6 .8 人、日産は 1 .8 人を受け入れているのに対
して米国車両メーカーの平均は 1 人以下である（ Dyer,  1996b）。トヨタや
日産の大企業は関連会社部門を設け、系列の部品サプライヤーに技術と経
営などの支援をしている（ Nish iguchi ,  1994）。トヨタと日産はサプライヤ
ーの技術、品質、コスト、デリバリーを向上するために無料で専門家をサ
プライヤーの会社に派遣することも行う。トヨタと日産は 4 から 6 部品サ
プライヤー当たり最低 1 人のコンサルタントを設ける（ Dyer  and  Ouchi ,  
1993）。  
  
（ 1）  多重階層的下請関係  
 日本の自動車産業では多重階層のピラミッド型の取引構造が形成され、
車両メーカーが比較的尐数の一次サプライヤーと直接取引を行い、一次サ
プライヤーは二次サプライヤー、また二次サプライヤーは三次サプライヤ
ーと順に取引し、全体としてまとまりのグループを築く。図 1 .1 に示すよ
うに「中小企業白書」昭和 56 年度の大手自動車メーカーの生産体制の調査
によると、車両メーカー 1 社当たり一次サプライヤーは 156 社あり、その
中車両メーカーの資本参加は 38 社、残り 118 社は協力会社である。二次サ
プライヤーは 2000～ 3000 社あり、二次以下のサプライヤーは 7000～ 10000
社ある。また、1980 年にはトヨタのサプライヤー・システムは 168 社の一
次下請業者、 4700 社の二次下請業者、そして 3 万 1600 社の三次下請業者
から構成されていた。1986 年にＧＭは 600 万台の車を生産するのに財やサ
ービスの調達のために 6000 人を雇用していたが、トヨタは 360 万台の車を
生産するのに 340 人の購買員しか雇わなかった。ＧＭの工場は平均 1500
社のサプライヤーと取引するが、トヨタの工場は平均 180 社のサプライヤ
ーしか直接取引しない（ McMil lan ,  1996）。このように多重階層のサプライ
ヤー構造を持つトヨタはサプライヤーの情報収集や人員管理なの費用を節
約することが利点である。しかし、直接契約を規定する取引の数が尐ない
ので、追加的利益の一部を一次サプライヤーに引き渡さなければならない。 
  
 まとめると、 Kreps は繰り返しゲーム理論に基づいて、フォーク定理を
提案した。フォーク定理の論理からすると取引が繰り返されると取引为体
者の信頼と評判は自己拘束効果がある。さらに、取引が高い確率で繰り返
されると、信頼と評判は今まで TCE よって議論した市場メカニズムや垂直
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統合やハイブリッドなどのフォーマルな対応と比べると取引費用がかから
ない。しかし、1990 年までの経済理論は合理的な話ばかりに注目し、信頼
と評判について議論されてこなかった（ Kreps :1990,2004）。Kreps が提案し
た信頼と評判による自己拘束形ガバナンスは日本の自動車産業の取引関係
に当てはまり、フォーマルな形態を採用していた米国の自動車産業より業
績がよい。  
  
2 .2 .2 Will iamson の議論  
 一方で、 Wil l iamson は、 Kreps が提案した信頼と評判は、 TCE が提案す
るガバナンス形態の中の一種に違いない （ Will iamson ,  1991b:171）と述べ
ている。将来を予測できない環境において大企業、垂直統合型企業、株式
会社の取引に対する信頼と評判の効果を説明するために、 Kreps  (1990)が
「企業文化（ corpora te  cu l tu re）」の概念を導入した。企業文化を創造し構
築することは企業の属性を規定し、企業の属性は企業内と企業間の取引に
影響する。企業文化は (1 )  一貫性とシンプルさという性質を持っている；
(2 )文化は「発生するかもしれない偶発性」に値する； (3 )文化は「進化的適
応」を通じて進化するという性質がある。このように、Will iamson は Kreps
の企業文化についての議論を引用し、文化の択一アライメント性質を为張
することによって、信頼と評判は TCE が議論するガバナンス・メカニズム
の一つであると議論した（ Will iamson ,  1991a :171）。  
さらに、Wil l iamson  (1993)  は「信頼」という言葉自体は曖昧で、すべて
のニュアンスの「信頼」は自己拘束効果があるわけではない。彼はまず「信
頼」の意味を区別し、経済的計算上の信頼のみ自己拘束効果があると示し
た。  
 経済的計算は経済的アプローチであり、経済学を他の社会科学分野と結
び付け拡張するための手段である（ Will i amson ,  1993:  456）。 TCEは効率性
の観点を採用し、依存を（広義）予測可能なものだとする。先見の明ある
（ fa rs igh ted）取引当事者は意図的に相互依存状態を作り上げ、費用対効果
が良い限り追加の投資を行い、その相互依存関係は契約上の防御策となる。
価格、関係特殊投資と契約上の防御策を同時に決定することがで きるので、
経済的計算は問題となり得るものの解決策である（ Will iamson ,  1993:  461）。  
細分化されていない「信頼」を経済取引の契約上の防御策であると示す
ことは、混乱を招きやすい。「信頼」は (1 )家族、友達、恋人などの個人関
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係の真の意味での個人的信頼（ persona l  t rus t）； (2 )経済取引関係において、
信 頼 を 装 っ た 行 動 の 経 済 的 計 算 の う え で 成 り 立 っ た 計 算 的 信 頼
（ ca lcu la t ive  t rus t）； (3 )社会文化、法律、規則、専門家の世界、ネットワー
ク 、 企 業 文 化 な ど 取 引 が 行 う 制 度 環 境 の 上 で 成 り 立 つ 制 度 的 信 頼
（ ins t i tu t iona l  t rus t）の 3 つのタイプに分類される。計算的信頼と制度的信
頼は「信頼」だから協力するとはいえ、自己利益や打算の上ではじめて決
まるものである。このように計算的信頼と制度的信頼は経済的な計算の上
で成り立つものであり、取引当事者の機会为義的行動を抑制できるガバナ
ンス・メカニズムの一種である（ Will iamson ,  1993）。  
 
 まとめると、日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係を維持
するガバナンス・メカニズムは信頼の評判だといわれていた。ゲーム理論
的分析の観点からすると、この信頼の評判は日本の車両メーカーと部品サ
プライヤーの長期継続的取引関係の上で相対費用の計算からなるものであ
る。日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係を維持する信頼と
評判は TCE が提案した取引の特性によって取引当事者の機会为義的行動
を抑制でき、かつ取引費用が最小限になる択一ガバナンス形態の一種であ
る。しかし、 McMil lan  (1996)  が示したように、継続的関係から生まれる
協調は壊れやすい。協調関係が続くどころか、フォーマル的なガバナンス・
メカニズムなしには、協調が成立しないことも指摘した。日本の車両メー
カーと部品サプライヤーの取引関係を定量的に分析したのは Ahmadj ian  
and  Oxley (2006)  と J ing (2009)  である。以下ではこれらの研究をレビュー
する。  
 
2 .2 .3 日本の自動車産業の定量研究  
2 .2 .3 .1  Ahmadjian  and Oxley  (2006)の研究  
 Ahmadj ian  and  Oxley (2006)  は 1987 年の日本の 11 社の車両メーカーと
434 社の部品サプライヤーの 1443 件の車両メーカーと部品サプライヤーダ
イアドのデータを用いてロジットモデルで回帰分析した。部品サプライヤ
ーの一社の車両メーカーに供給する部品の割合  （サプライヤーがあるバイ
ヤーに供給する部品のサプライヤー自身が生産するその部品の総量に対す
る割合）と供給する部品のタイプの数、供給する部品の製造の難しさは車
両メーカーによる部品サプライヤーの資本所有比率と正の相関を持つこと
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が明らかになった。さらに株式所有比率が 5%以下のグループで実証した
結果は以上の結果と整合的であることが分かった。このように日本の 車両
メーカーは車両メーカーの機会为義的行動に最も損害を受けや すい部品サ
プライヤーの株式を所有することが明らかになった。欧米では 尐数株式所
有は金銭的な人質価値が低く、売却されやすいので効率的な人質のメカニ
ズムになりにくい。しかし欧米と違って日本では、資本提携に関連する債
務の強い規範があることに加え、株式売却することによって評判が下がり、
新たに取引先を見つけることも難しくなるため、尐数の株式所有だけでも
強い人質になることが明らかになった。  
さ ら に 、 資 本 関 係 が な い 場 合 、 購 入 量 調 整 （ volume -based  dependence 
ba lanc ing）も人質のメカニズムの一つとして使われていることも発見され
た。しかし、部品サプライヤーは車両メーカーの機会为義的行動によって
損害されるレベルが高くない場合にのみ適用する。この分析結果は TCE が
提案した取引の特性によって適切な択―ガバナンス・メカニズムが存在す
ることを明らかにした。  
このように、Ahmadj i an  and  Oxley  (2006)  の研究は、信頼と評判の上で取
引を行う日本の特殊な取引関係は TCE が提案した株式所有や長期契約や
垂直統合などのフォーマルなガバナンス・メカニズムを否定する のではな
く、むしろ株式所有のようなフォーマルなガバナンス・メカニズムを強化
する役割があることを明らかにした。言い換えると、ガバナンス・メカニ
ズム（人質アレンジメント）の頑健性はその人質の価値、耐久性と観測可
能性に依存し、これらの要素はまた法律、文化何度の取引環境に依存する
ことを実証した。  
 
2 .2 .3 .2  J ing  (2009)の研究  
J ing (2009)  は日本の車両メーカー 11 社と部品サプライヤー 600 社の 243
部品の取引のデータを用いて最小二乗法と分数プロビットモデルで実証し
た。 (1 )  部品サプライヤーの取引先の車両メーカーの数が多いほ ど、車両
メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率は低くなること； (2 )  車
両メーカーが部品メーカー当たり取引する部品の種類が多いほど 、車両メ
ーカーによる部品サプライヤーの資本所有比率が高くなること； (3 )部品サ
プライヤーの工場から車両メーカーの工場までの距離は車両メーカーによ
る部品サプライヤーの資本所有比率と相関関係がないことが明らかになっ
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た。  
 
3 .  まとめ  
TCE が生まれた米国を中心にアングロサクソン系の国々での実証した研
究は充実している。取引当事者の機会为義的行動を抑制し、費用が最小限
に取引が維持できるガバナンス・メカニズムは为に垂直統合や長期契約の
ようなフォーマルな形態である。TCE はエネルギー関連産業から資本と技
術集約産業まであらゆる産業で実証されてきた。また、産業特性によって
ガバナンス・メカニズムの選択に影響する関係特殊投資のタイプが違う。
エネルギー関連産業では立地的関係特殊投資、資本集約産業では物的関係
特殊投資、技術集約産業では人的関係特殊投資は他の関係特殊投資よりガ
バナンス・メカニズムの選択に与える影響が大きいことが分かった。さら
に、需要不確実性が高い場合、バイヤーが垂直統合や長期契約する 傾向が
ある一方、部品の技術の変化が激しい場合、バイヤーが垂直統合や長期契
約をしない傾向がある。尐数パーティ間の取引の場合はバイヤーが垂直統
合や長期契約することも実証された。  
非アングロサクソン系の国での実証研究は数が限られている。日本の自
動車産業の研究に留まる。日本の自動車産業では長期継続的取引関係の上
に成り立った信頼と評判は、日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取
引関係を維持するガバナンス・メカニズムの特徴である。しかし、McMil lan  
(1996)  によると、継続的関係から生まれる協調は壊れやすい。協調関係が
続くどころか、フォーマルなガバナンス・メカニズムなしには協調が成立
しないこともあると指摘した。Ahmadj ian  and  Oxley  (2006)  は車両メーカー
が部品サプライヤーの尐数の株式所有のみでも 、日本国内の市場環境にお
いては、強いガバナンス効果があると結論した。日本の自動車産業では信
頼と評判は関係特殊投資を促進するフォーマルなガバナンス・メカニズム
を築くことを否定するのではなく、むしろフォーマルなガバナンス・メカ
ニズムを強化する役割を持つことを明らかにした。  
 
4 .  本論文の目的  
上 記 の よ う に 長 期 継 続 的 取 引 を 前 提 に し て い る 日 本 の 車 両 メ ー カ ー と
部品サプライヤーの取引関係において、取引相手の関係特殊投資を促し、
その取引関係を維持する上で、信頼と評判の役割は大きいことが分かった。
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信頼と評判があるので車両メーカーが部品サプライヤーの尐数の株式を所
有するだけで強いガバナンスの意味を持つことが分かった。  
こ う し た 日 本 の 車 両 メ ー カ ー の 部 品 サ プ ラ イ ヤ ー の 取 引 を 維 持 す る ガ
バナンス・メカニズムが日本国内と違う取引環境においても再現できたの
だろうか。例えば、1990 年代に日本の車両メーカーと部品サプライヤーが
多くタイに進出した。タイと日本の市場環境は大きく異なり、自動車産業
もそれぞれに特色を持った成り立ちをしている。  
日 本 の 車 両 メ ー カ ー と 部 品 サ プ ラ イ ヤ ー の 長 期 継 続 的 な 取 引 関 係 は 歴
史的に形成されてきたシステムである。日本的サプライヤー ・システムの
形成・発展は戦前期まで遡ることが出来る。戦前期日本の工業水準は欧米
先進国に比べて後れをとっていた。その理由は (1 )中小企業が多く存在して
いること、(2 )中小企業の多くは技術水準と生産能力が低いこと、(3 )中小企
業の多くが下請の位置で分業を担っていることと関係している（小宮山 、
1941；  藤田、 1965）。日中戦争本格化後の 1940 年以降、戦時協力工業政
策によって、発注工場と下請工場の協力関係が構築された。しかし、戦後
軍需生産が崩壊したため、この下請・協力関係は継続しなかった 。そのせ
いで、車両メーカー側も部品サプライヤー側も機会为義的行動をとり、互
いの利益を搾取しあい、両者の関係は安定的ではなく、トラブルも不満も
多かった。高度経済成長初期でも自動車産業自身がまだ完全に成長 軌道に
乗らず、車両メーカーと部品サプライヤーが相互依存関係を築くことがで
きなかった（工藤・橘川・フック、 2005）。  
産 業 と 企 業 自 身 の 安 定 期 的 な 成 長 に つ い て 展 望 を 持 つ こ と が で き る よ
うになるまで、車両メーカーとサプライヤーの関係は長期的な視点に立つ
ことができなかった。しかし、日本の車両メーカーと 部品サプライヤーの
長期継続的な取引関係は経済高度成長期を前提として成り立った （工藤・
橘川・フック、 2005）。高度経済成長のおかげで車両メーカーの生産規模
が拡大、発注量が増えるが、日本の車両メーカーは発注先の部品サプライ
ヤーの数を増やさなかった。限界された発注先に対して発注量を増大させ
た。その結果、多くの中小企業が下請企業化するとともに、下請分業関係
が二次、三次とより広がり、分業構造が多重階層化になった。さらに、高
度経済成長期が長期にわたることによって、生産量も持続的に拡大、車両
メーカーと部品サプライヤーの取引が安定で長期継続的な関係になる。ま
たこうした安定・長期継続的な取引関係を前提にして、部品サプライヤー
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は車両メーカーの要求に対して技術革新に対応、設備の更新、生産の拡大
などを行い、車両メーカーは部品サプライヤーを支援・アシスタント体制
も強化された。  
高 度 成 長 期 に 形 成 さ れ た 日 本 の 車 両 メ ー カ ー と 部 品 サ プ ラ イ ヤ ー の 長
期継続的取引関係は日本国内市場の需要の複雑さにより強化された。役員
には高級車、市場への製品運搬には大型トラック、小規模農家には小型ト
ラック、更には日本の都市の混雑度と燃費代の高さを考慮した小型車が必
要だった。この多品種志向の市場に対応しようと思う車両メーカーにとっ
て製品開発業務が過大になるので部品などの開発の一部を一次部品サプラ
イヤーに委託するようになった。このように日本の自動車生産には車両メ
ーカーと部品サプライヤーは相互に調整が必要になった。このような構造
を藤本（ 2001 ,  2002）が擦り合わせ型アーキテクチャと定義した。擦り合
わせを効率的に行うためには、長期継続的な関係を前提に取引を進めた方
が良いので日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係はさらに長
期継続的な志向が強くなった。  
このように、日本の車両メーカーは部品サプライヤーの関係特殊投資を
促すためのガバナンス形態は信頼と評判を前提にしているものである。さ
らにこの信頼と評判は長期継続的取引関係を前提に成り立つものである。
長期継続的取引関係は高度経済成長期の長期安定的な生産量の増加と車両
メーカーと部品サプライヤーの相互調整が必要ある擦り合わせ型商品生産
開発という日本自動車の生産の特徴によって形成された。  
そのような中、1985 年のプラザ合意による円高を契機にして、日本の自
動車産業は海外生産拡大を余儀なくされた。さらに 2007 年には始めて日本
車の海外生産が 1185 万台（日本自動車工業会統計）に達し国内生産を上回
るまでになった。国境を越え車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係
は以前より複雑になる。外国の産業成長段階や法律、社会規範などのマク
ロ環境が国内と違う。また、海外生産を展開した車両メーカーは、現地資
本が入っている部品サプライヤーの現地法人と取引を行う。あるい は従来
国内では取引関係がなかったか、関係が薄かった海外進出した部品サプラ
イヤーと新たに取引関係を結ぶこともある。このように、日本の車両メー
カーと部品サプライヤーの取引関係について国内だけでなく海外における
関係も考察する必要がある。文化、制度、産業の成長段階と特徴など国内
と違った環境おいて日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係を
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維持するガバナンス形態も変化するであろう。  
1985 年のプラザ合意による円高の影響を受け、輸出採算を悪化させた日
本の車両メーカーと部品サプライヤーはタイを中心としたアジアの国々へ
の生産展開を活発に行った。 1980 年代後半から 1990 年代のタイ政府によ
る自由化競争と国際化促進の投資奨励政策によるインセンティブがあって、
日本の車両メーカーと部品サプライヤーはタイに一斉に現地生産に乗り出
し、タイ自動車産業の成長とともに成功した。日本車両メーカーの自動車
生産台数のタイ市場のシェアは 90％も占める（川邉、 2006）。  
新 興 国 で あ る タ イ の 自 動 車 産 業 の 特 徴 は 日 本 国 内 の 自 動 車 産 業 の 特 徴
と相違がある。日本国内での車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係
は高度経済成長期から形成され発展してきた長い歴史がある関係である。
一方、タイに進出した日本の車両メーカーはタイ現地資本が入っている部
品サプライヤーと新たに取引するという意味で、タイに進出した車両メー
カーと部品サプライヤーの取引関係の歴史は浅いといえる。  
日 本 の 自 動 車 産 業 と 比 べ て 後 発 で あ る タ イ の 自 動 車 産 業 の 生 産 規 模 は
小さい。図 2 .1 はタイ自動車生産台数を表す図である。 1980 年代後半から
生産台数は右片上がりである。タイの自動車生産台数は 1987 年に 8 万 8
千台、 1990 年に 24 万台、 1993 年に 38 万台、 1996 年にアジア通貨危機前
の時期のピークで 56 年万台である。 1997 年のアジア通貨危機の影響を受
け 1998 年に一旦 14 万台に下落したあと再び伸びた。2012 年に 200 万台の
規模に達したが、それでも年間 1000 万台（日本自動車工業会）を超える日
本自動車産業の国内生産台数と比べずいぶん小さい規模である。  
日 本 の 車 両 メ ー カ ー は 日 本 国 内 で バ ラ エ テ ィ が 豊 富 な 車 種 を 生 産 す る
のに対してタイで生産する車種は途上国が求める標準化されたモデルの低
価格車に集中する。商用車の場合は１トンピックアップ・トラックの比率
が高いのが特徴である。車種別では１トンピックアップ・トラックが全体
の 7 割を占める（みずほリポート、2003 年）。特にいすゞ自動車の「 D-MAX」
とトヨタ自動車の「ハイラックス」が人気である。さらに 2004 年からタイ
トヨタは「ハイラックス」級の次世代世界戦略車「 IMV」の生産・輸出を
スタートさせるとともに、日本での１トンピックアップ・トラックの生産
を廃止、タイに集約すると発表した。トヨタ自動車だけではく、いすゞ、
三菱、マツダなどの各社もピックアップトラックの生産をすべてタイに集
約する方針を出した（みずほリポート、 2003 年）。乗用車の場合はトヨタ
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とホンダの両社が東单アジア市場に適している低価格戦略車アジア・カー
を開発、生産した。トヨタの「ソルナー」の最廉価車種をエアコンなしで
32 万 7000 バーツ（ 147 万円）、ホンダの「シティ」は 36 万 2000 バーツで
販売する（川邉、 2006）。さらに、 2010 年 1 月からアセアンでの完成車輸
入完全自由化されるに伴い、タイ政府による環境対応エコカー生産促進に
応え日本車両メーカー各社は低燃費、低価格であるエコカーの生産に乗り
出した。  
日本の自動車産業と比べるとタイの自動車産業は後発で、生産規模も小
さく、生産する車種は限られ、設計が簡卖な低価格車に集中する。タイ自
動車産業の特徴は、日本の車両メーカーと部品サプライヤーの長期継続的
取引の条件である長い歴史がある取引、持続的に伸びる大量生産規模、そ
して部品サプライヤーと車両メーカーの相互調整が必要多品種、高品質の
車の生産と相違している。しかし、これらの要素は長期継続的取引の前 提
条件であり、日本の車両メーカーは部品サプライヤーの関係特殊投資や不
確実性が高いタイミングでの投資を促すガバナンス・メカニズムである信
頼と評判の決定要素である。このように、日本の車両メーカーの部品サプ
ライヤーの取引を維持するガバナンス・メカニズムが日本国内と違う取引
環境であるタイにおいても再現できたのであろうか。本論文はこの問いに
答えるためにタイに進出した車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係
のデータを用いて実証する。  
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図 1 .1 自動車の分業構造  
 
出典：「中小企業白書」昭和 56 年度  
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表 1 .1 産業特性別関係特殊投資を実証した先行研究  
産業 国 研究者（年） データ 検証方法 被説明変数
（ガバナンス･メカニズム）
場的 物的 人的 専用的
米国 Joskow(1987) 277
OLS,
Maximum
Likelihood
Estimates
契約期間 ○ ○ ー ○
フラ
ンス
Saussier(2000） 29
OLS,
Ordered
Probit
契約精密度 ○ △ ー ー
航空宇宙会社
と部品サプライ
ヤー
米国 Masten(1984) 1887
Probit
内製か外注か △ ○ ー ー
化学産業 米国
Lieberman
(1991)
203 Logit 内製か外注か ー ○ ー ○
Logit
内製か外注か
ー ○ ー ー
Tobit バルブ/紙比率 ー ○ ー ー
バイオテクノロ
ジー産業
国際 Pisano (1989) 195 Probit 資本関係有無 ー ー ○ ○
製薬産業とバ
イオテクノロ
ジーR&Dプロ
ジェクト
国際 Pisano (1990) 92 Probit 内製か外注か ー ー ○ ー
IT企業とR&D
プロジェクト
ノル
ウェ
ー
Ulset(1996) 80 Logit 内製か外注か ー ー ○ ー
米国
Monteverde
(1995)
23
Probit
内製か外注か ー ー ○ ー
国際
Leiblein &
Miller (2003)
469
Logit
内製か外注か ー ー 　○（*） ー
米国
Monteverde&T
eece(1982b)
28
Discriminat
analysis
準垂直統合 ー ○ ー ー
米国
Monteverde&T
eece(1982a)
133
Probit
内製か外注か ー ー ○ ー
米国
Masten et al.
(1989)
118
OLS,
Two-Limit
Tobit,
Logistic
内製率 △ △ ○ ー
日本
Ahmadjian &
Oxley (2006)
1443 Logit 資本関係有無 ー △ ー ○
15036 OLS 資本所有比率 △ ー ー ○
14399
Fractional
probit
資本関係有無 △ ー ー ○
700～800
Jing (2009)日本
Ohanian(1994)
パルプと製紙
企業
炭鉱と発電所
米国
半導体産業
自動車メー
カーと部品サ
プライヤー
 
注）○は正の相関関係を持つ  
  △は相関関係なし  
  －は検証しない  
  (＊ )は ASSET*UNCERTAINTY は正の相関関係を持つ  
出典：先行研究レビューした結果より筆者作成
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 表 1.2 産業特性別環境不確実性を実証した先行研究  
調査対象産業 国 研究者（年） データ 検証方法 被説明変数 需要不確実性 技術不確実性
炭鉱発電所
フラン
ス Saussier (2000） 29
OLS, Ordered
Probit
契約の精密度 ○ ー
製造業
米国
Levy (1985) 69 OLS 垂直統合 ○ ー
製造業
米国 Balakrishnan &
Wernerfelt
(1986)
279 OLS 垂直統合 ー ×
空軍エンジン調
達契約
米国 Crocker &
Reynolds (1993)
44
OLS、Ordered
Probit
契約の精密度 ー ○
IT企業とR&Dプ
ロジェクト
ノル
ウェー
Ulset(1996) 80 Logit 内製か外注か ー ×
半導体産業
国際 Leiblein & Miller
(2003)
469 Logit 内製か外注か ○(*) ー
米国
Walker & Weber
(1984)
60
unweighted
least squares,
Jackknife
estimates
内製か外注か ○ △
内製か外注か
（競争が低い）
○ △
内製か外注か
（競争が高い）
△ ×
Walker & Weber
(1987)
60
主要自動車メー
カーと部品サプラ
イヤー
unweighted
least squares,
Jackknife
estimates
米国
 
注）○は正の相関関係を持つ  
  ×は負の相関関係を持つ  
  △は相関関係なし  
  －は検証しない  
  (＊ )は ASSET*UNCERTAINTY は正の相関関係を持つ  
出典：先行研究レビューした結果より筆者作成
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 表 1.3 産業特性別尐数パーティ間取引を実証した研究  
調査対象産業 国 研究者（年） データ 検証方法 被説明変数 尐数取引
自然ガス生産と
配管会社
米国
Masten &
Crocker
(1985)
300 OLS, MLE テイク・オア・ペイ 比率
○
製造業 米国 Levy (1985) 69 OLS 垂直統合 ○
化学産業 米国
Lieberman
(1991)
203 Logit 内製か外注か ○
Logit
内製か外注
○
Tobit バルブ/紙比率 ○
バイオテクノロ
ジー産業
国際
Pisano
(1989)
195 Probit 資本関係 ○
製薬産業とバイ
オテクノロジー
R&D プロジェクト
国際
Pisano
(1990)
92 Probit 内製か外注か ○
半導体産業 国際
Leiblein &
Miller
(2003)
469 Logit 内製か外注か ○
15036 OLS 資本所有比率 ○
14399
Fractional
probit
資本所有比率 ○
700～800
日本 Jing (2009)
自動車メーカーと
部品サプライ
ヤー
パルプと紙産業 米国
Ohanian
(1994)
 
注）○は正の相関関係を持つ  
出典：先行研究レビューした結果より筆者作成
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第 2 章  
日本の車両メーカーと部品サプライヤーのタイ進出状況  
 
本論文の目的は文化、制度、産業の成長段階と特徴などが日本国内と違
った海外環境において、日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関
係を維持するガバナンス形態が日本国内と同様かを考察することである。
そのために、タイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライヤーのデ
ータを用いて、両者の関係特殊投資、不確実性が高いタイミングと車両メ
ーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率の間の相関関係を実証分析
する。本章では、タイの自動車産業の特徴、日本の車両メーカーと部品サ
プライヤーがタイに進出した背景、進出動向について考察する。  
 
1 .  タイ自動車産業の特徴  
タイの自動車産業は 1960 年代から現在までの 50 年の間、素晴らしい成
長を見せてきた。1960 年代に産業育成のため、日本の自動車会社をはじめ
外国の自動車会社をタイに誘致し、KD（ノックダウン）生産を呼びかけた。
現在に至っては「アジアのデトロイト」といわれるほど、世界为要自動車
生産国の仲間入りを果たした。生産台数を見ると 1965 年は 1 万 95 台であ
った（『自動車年鑑』）、が、 2012 年は 200 万台を超え、 245 万 3717 台に達
した。2013 年は 260 万台に迫る勢いで、タイは世界第 9 位の自動車大国に
ランクアップした（ BUSINESS SUPPORT FU KUOKA,  2013 .8）。  
タイの自動車産業の成長プロセスは 2 つの時期に分けることができる。
第 1 時期は 1980 年から 1997 年のアジア通貨危機までの国内市場を開拓す
る時期である。第 2 時期は 1997 年通貨危機のバッツの切り下げによるバッ
ツ安を利用して自動車産業を輸出型産業に育てた時期である。図 2 .1 は
1965 年から 2013 年までのタイ自動車産業の生産台数の推移を表している
図である。図を見れば、タイの自動車生産台数は 2 つの大きな波が見える。
第 1 波は 1980 年から 1996 年の通貨危機直前まで、第 2 波は 1998 年から現
在までである。 1980 年と 1996 年のタイの自動車生産台数を比較してみる
と、 1980 の自動車生産台数は 7 万 3 千台だったが、 1996 年には 56 万台に
増加した。また 1998 年に生産台数が一旦 15 万 8130 台に急激に落ちてから
2012 年に 245 万 3717 台まで達した。  
1985 年のプラザ合意による円高とタイ政府の適切な自動車産業政策の
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おかげで、日本の車両メーカーと部品サプライヤーは一斉にタイに進出し
た。図 2 .4  はタイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライヤーによ
って設立された現地法人数である。1985 年のプラザ合意以降に新規設立現
地法人数が急激に増加した動きを見せた。  
タイの自動車産業の発展にとって、日本の車両メーカーや部品サプライ
ヤーの役割は大きかった。タイには 13 社の車両メーカーが存在している。
そのうち日本の車両メーカーは 8 社もある（丸山、1997）。また日本の車両
メーカーの自動車販売台数はタイ市場の約 90％を占める。1994 年のタイで
の乗用車販売台数のシェアはトヨタ 25 .4％、本田 20 .4％、三菱 16.3％、日
産 3 .6%、マツダ 2 .7%、日本の車が 70％を占める。また商用車ではいすゞ
31 .8%、トヨタ 29 .8％、日産 19 .3%、三菱 14 .3％、日本の車が 99％のシェ
アを獲得している（東茂、 1995）。  
設計が簡卖で低価格の車を製造・販売するのはタイ自動車産業の特徴の
1 つである。商用車の場合は 1 トンピックアップ・トラックの比率が高い。
その背景として、タイは 1990 年代に IMF8 条国の仲間入りを宣言し、為替・
金融に対する規制緩和にも踏み出したことと円高の追い風を受け、農海産
物関連の輸出が伸びたことがある。おかげで、農村地域を中心として、 1
トンピックアップ・トラックの需要が急激に伸びたのである。1996 年の年
間販売台数の 58 .9 万台のうち１トンピックアップ・トラックが 60％を占
めた（川邉、 2006）。いすゞ自動車の「 D-MAX」とトヨタ自動車の「ハイ
ラックス」が人気である。また 2004 年からタイトヨタは「ハイラックス」
級の次世代世界戦略車「 IMV」の生産・輸出をスタートさせるとともに、
日本での 1 トンピックアップ・トラックの生産を廃止、タイに集約すると
発表した。トヨタ自動車だけでなく、いすゞ、三菱、マツダなどの各社も
ピックアップトラックの生産をすべてタイに集約する方針を出した（みず
ほリポート、 2003 年）。  
乗用車の場合は、トヨタとホンダの両社が東单アジア市場に適している
低価格戦略車アジア・カーを開発、生産した。トヨタの「ソルナー」の最
廉価車種をエアコンなしで 32 万 7000 バーツ（ 147 万円）、ホンダの「シ
ティ」は 36 万 2000 バーツで販売している（川邉、 2006）。さらに、 2010
年 1 月からアセアンでの完成車輸入完全自由化とタイ政府による環境対応
エコカー生産促進に応え、日本車両メーカー各社は低燃費、低価格である
エコカーの生産に乗り出した。  
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1980 年から 1990 年代前半までには、タイの自動車産業の産業集積が形
成され、東单アジアの中で最も集積度が高い国 となった。車両メーカーは
日本のトヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業、三菱自動車工業、いすゞ
自動車、マツダ、スズキ、日野自動車のほかに米国の GM、フォード、ド
イツの BMW も進出している。部品産業も、東单アジア最多の 5000 社近く
の部品メーカーが集まり、ほとんどの部品が現地で調達可能である（みず
ほリポート、 2003 年）。  
1998 年以降のタイの自動車産業は輸出産業に発展した。 1997 年にバー
ツの切り下げが発表され、アジア通貨・経済危機が始まった。景気が落ち
込み、自動車販売台数が急激に落ち込み、自動車各社の工場 では生産ライ
ン停止せざるを得ない状態に至った。しかし、日本の車両メーカー各社は
バーツ安を逆手に取り、ターゲットをタイ国内市場からオセアニア、中東、
アジア市場へ輸出拠点とすることで設備稼働率を上げようとした。この戦
略転換のおかげでタイ自動車産業は短期間で回復したのみならず、急激に
輸出型産業へと成長を遂げた。1997 年の 1 トンピックアップの販売台数は
18 .9 万台、生産台数は 21 .8 万台であったが、 2003 年に、販売台数は 30 .9
万台、生産台数は 46 .9 万台であった。また、輸出は 16 万台であった（川
邉、 2006）。  
 
2 .  日本車両メーカーと部品サプライヤーがタイに進出した背景  
2 .1 1985 年のプラザ合意による円高  
1985 年のプラザ合意によって急激な円高により、輸出採算を悪化させた
日本車両メーカーと部品サプライヤーは一斉に現地生産に乗り出した。以
下の図 2 .2 は円ドル為替レートと日本の対外直接投資件数の相関関係を表
した図である。円はドルと比べて 1985 年を契機にして急激に価格が上昇し
ている。 1 ドルに対して 1985 年は 238 円で、 1986 年は 168 円、 1987 年は
144 円、 1988 年は 128 円と急激に高くなった。この動きに伴って、日本企
業の対外直接投資件数も急増した。 1985 年は 2613 件、 1986 年は 3196 件、
1987 は 4584 件であり、 1988 年に 6077 件と毎年 1 .5 倍程度ずつ増加した。 
1985 年のプラザ合意による円高は日本企業のタイへの投資ラッシュに
もつながった。以下の図 2 .3 は日本企業の ASEAN4 カ国であるインドネシ
ア、マレーシア、フィリピンとタイへの投資件数の推移を表している図で
ある。1985 年を出発点として日本企業の ASEAN4 に投資件数は急激に増加
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した。そのうちタイへの投資件数は他の国々よりはるかに多く、その増加
速度も激しい。1980 年代後半の日本企業のタイへの投資件数を詳細に見る
と 1985 年は 51 件、 1986 年は 58 件、 1987 年は 192 件、 1998 年は 382 件、
1989 年は 403 件であり、 1987 年から急激に増加した。  
 1985 年から 1990 年代にわたって日本の車両メーカーと部品サプライヤ
ーのタイへの進出が急増した。図 2 .4 は日本の車両メーカーと部品サプラ
イヤーのタイで設立した現地法人数の推移を表す図である。図を見れば分
かるように、 1985 年から 2000 年の間に設立された現地法人数は急激に増
加した。特に 1985 年から 1990 年の間の増加の仕方は激しい。累積設立法
人数を見ても 1985 年にたった 36 社であったが、 1990 年は 90 社、 1995 年
は 151 社、 2000 年は 226 社、 2005 年は 273 社、 2001 年は 291 社で、右肩
上がりの増加を示している。  
このように、 1985 年のプラザ合意による円高の影響を受け、日本企業、
特に日本の自動車関連企業は一斉に現地生産に乗り出した。タイは投資先
国として進出件数において他国を大きく上回っている。次節からはなぜ、
タイが投資先として選ばれたのかを説明する。  
 
2 .2 タイ政府の 1980 年から 1995 年の自由化・国際化政策  
日本企業及び日本自動車企業各社はタイを進出先として選択した。それ
はタイ政府の卓越した産業政策の役割が大きい。特にタイ政府の 1985 年か
ら 1995 年の自由化・国際化政策は日本企業の海外進出傾向と時期が合致す
る。  
前節ではタイの自動車産業を２つの時期に分割したが、さらに詳しく区
分すると、 4 つの時期に分けることができる。第 1 期は自動車産業振興期
で 1950 年代から 60 年代までである。第 2 期は国産化推進期で 1970 代であ
る。第 3 期は自由化・国際化期で、1980 年から 1990 年代前半である。第 4
時期は通貨危機対応、回復期で、 1997 年以降である。  
 自動車産業の発展に応じて、タイ政府は段階的に適切な政策を実施した。
まずは完成車の輸入規制によって現地における KD（ノックダウン）生産
を推進する保護政策を行った。次は部品調達のローカル・コンテンツ規制
によって、部品技術の移入及び国内生産を推進し、部品産業育成のために
国内投資と提携にインセンティブを与えながら、外国企業に出資制限を加
えた。また、工業化資金の効率的な投資のために、あるいは国内需要の形
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成のために現地生産モデル数を制限し、投資の集中化をはかった。そして、
ASEAN 諸国と共に輸入代替工業化政策から輸出振興政策へ切り替えるた
めに、ASEAN 域内ネットワークを形成して、部品や完成車の相互供給政策
を実施した。  
 表 2 .1 は各時期にわたってタイ政府が自動車産業を育成するために実施
した政策をまとめたものである。以下はタイ政府が各時期に実施した政策
について詳細に見てみよう。特に注目したいのは日本車両メーカーと部品
サプライヤーが集中的に投資を行った 1980 年から 1990 年代前半までの政
策である。  
第 1 期の 1950 年代から 60 年代は自動車産業振興期であった。タイ政府
は 1954 年に産業奨励法を制定し、「投資委員会（ BOI）」を軸に工業化促進
を図った。タイの自動車産業の発展にとって輸入代替工業化政策に 基づく
「投資奨励法（ 1961 年）」は重点政策と位置づけられた。 CKD（コンプリ
ート・コックダウン）輸入税の低減などのインセンティブを求めて外国企
業が SKD（セミノックダウン）方式による組立生産工場を設立した。  
 第 2 期の 1970 年代は国産化推進期であった。 1972 年に新投資奨励法を
公布した。各種の優遇制度の導入とともに、組立車種の制限と 25％の国産
化を義務付けた。 1977 年には 1972 年の新投資奨励法を改正した。改正さ
れた内容は 1978 年から 2300cc 未満の乗用車、大型バスの輸入禁止、新規
組立工場の設立禁止であり、国産化比率は 1979 年を初年度として乗用車
30％、商用車 25％から毎年 5％ずつ上昇した。1980 年から商用車に対して
タイヤなど 3 品目に加え、ラジェーターなど 4 品目が国産化義務部品とし
て追加された。1981 年から国産化義務部品 7 品目を含む、全体部品の 45％
（価格ベース）が国産化義務の対象と定め、1985 年から国産化比率を「％｣
で表示する方式から、個別の部品ごとに国産化を義務付ける方式に転換な
どであった。  
 第 3 期の 1980 年代から 1990 前半までは自由化の時期であった。前の時
期の政策によって国内の産業集積が出来上がりつつあるということもあっ
て、この時期においてタイ政府は技術向上促進とともに、積極的な自由化
促進政策を実施した。技術向上を促進する目的でタイ投資庁は、エンジン
の国産化政策を打ち出し、1994 年までに段階的に国産化率を 80％（その後
70％に変更）まで引き上げるとともに国産化ガイドランを提示した。また、
1991 年に「海外投資委員会」が創立されるほか、産業政策全体が保護から
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自由競争へ転換した。完成車及び部品に対する輸入関税を大幅に引き下げ
ると共に、乗用車の輸入解禁、新工場設立禁止解除、組立車種規制廃止な
ど規制緩和を活発に行った。  
 第 3 期は国際化促進政策が盛んに行われた時期でもあった。1988 年には、
マレーシア、タイ、フィリピンの ASEAN4 がまとまって、 ASEAN 諸国間
での「自動車部品相互補完協定（ BBC スキーム： Brand  Complementa t ion  
Scheme）」が締結された。 BBC スキームとは、現地資本が 30％以上出資し
た自動車生産メーカーに限り、域内の同一ブランド車種の補完部品であれ
ば、最低 50％の関税割引が与えられ、かつローカル・コンテンツと見なす
制度である。これによって、各国の輸入代替工業化政策を越えた形で規模
の経済性を確保しながら相互補完する域内水平分業が可能になり、ASEAN
各国で国家や市場を超えて域内ネットワーク形成の契機となった。  
さらに、1995 年に BBC スキームの発展形態として「 AICO（ ASEAN 産業
協力協定： ASEAN Indus t r ia l  Coopera t ion  Scheme）」が提案され、さらに輸
入関税を低く抑え、国境を越えた部品の相互供給を拡大させた。 AICO ス
キームの为な内容は、自国資本が 30％以上で ASEAN2 カ国以上に生産拠点
を持つ企業、 ASEAN 加盟国での付加が 40％以上を満たす場合、グループ
企 業 間 の 貿 易 に 対 し て 、「 CEPT（ 共 通 有 効 特 恵 関 税 ： Common Effec t ive  
Prefe ren t ia l  Tar i ff）」レベルの関税を適用するものである。  
 第 4 期は 1997 年の通貨危機後の回復期であった。タイ政府は輸入代 替産
業の支援、外国資本出資比率制限の緩和による外国資金導入、輸出生産企
業への原材料の輸入税免除措置などの対応策を行った。新投資奨励策導入
による部品の国産化義務を撤廃や自動車、 CKD、部品輸入関税率を改定し
た。 2003 年に CEPT スケジュールに基づき、 ASEAN コンテント 40％以上
の完成車、 CKD セットに対し、最大 5％の関税率を適用した。  
 このように、1985 年からの円高により、日本企業は海外生産へ乗り出さ
なければならなかった。一方で、タイ政府は積極的な外資の誘致政策を取
っていた。したがって、 1980 年代後半から 1990 年代は、日本企業が不確
実性の高い海外での現地生産展開を行った時期であり、その出先としてタ
イは重要な拠点であった。こうした背景を考慮して、本研究の対象として
タイを選んでいる。  
 
3 .  日本の車両メーカーと部品サプライヤーのタイへの進出動向  
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3 .1 車両メーカー  
日本の車両メーカーはタイの自動車産業政策に応えてタイに進出した。
「投資奨励法（ 1961 年）」による免税などのインセンティブを求めて、 62
年にトヨタ、日産、64 年に日野、66 年にいすゞと相次いで現地資本と合弁
会社を設立し、 SKD 方式による組立生産を行った。  
1985 年のプラザ合意によって急激な円高の影響を受け、輸出 の採算が悪
化した日本車両メーカーは、一斉に現地生産に乗り出した。また 1980 年代
後半から 1990 年代のタイの自由競争促進と国際化促進の投資奨励政策に
よるインセンティブに対応して、日本の車両メーカーは急成長するタイの
自動車市場への対応と第三国への輸出拠点化を目指したのである。  
1990 年代に入って日本の車両メーカーは既存工場を拡大し、工場を建設
し規模拡大を相次いで行っていった。表 2 .2 は 1990 年代からの日本の車両
メーカーのタイへの進出状況を表している。表に記載されているように、
いすゞは 1989 年に商用車生産ラインの増設を行い、 1990 年にフル生産能
力 20 万台のサムロン工場（サムットプラカーン県）を建設した。三菱も
1989 年にトラック生産工場の増設を行い、 1991 年にフル生産能力 20 万台
の第 2 工場（ラムチャバン県）建設するとともに一部の生産ラインに対し
て 2 直生産を導入した。さらに 1994 年に一部の生産ラインに対して 3 直生
産を導入した。トヨタは 1989 年に 2 直生産体制を導入、 1992 年に塗装ラ
インなどの生産設備を増強した。1993 年にフル生産能力 22 万台の工場（ゲ
ートウェイ工場）の建設に乗り出すと共に既存のサムロン工場の拡張工事
を行った。日産も 1990 年に乗用車専門工場棟を建設したり、 1993 年に生
産能力 6 万台工場（サムットプラカーン県）の新設を発表したりした。マ
ツダも 1991 年に 2 直生産体制を導入、1996 年に生産能力 13 万 5 千台工場
（ラヨーン県）を新設する。現地法人設立が一番遅い本田も 1993 年に 2
直生産を導入、 1994 年にフル生産能力 12 万台の工場（アユタヤ工場）を
建設した。  
 
3 .2 部品サプライヤー  
1980 年代後半 1990 年代にわたり車両メーカーの動きに対応して多くの
部品サプライヤーがタイに進出した。以下の図 2 .5 はタイに設立された現
地法人を表した図である。図から分かるように、日本の車両メーカーや部
品サプライヤーによって設立された 291 社の現地法人のうち、1963 年から
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1985 年までの最初の 20 年間余りに設立された現地法人数は 36 社 (15％ )で
ある。1986 年から 2000 年の 15 年間に 190 社の現地法人も設立され、全体
の 65％も占める。 2001 年から現在まで現地法人が 65  社 (22％ )が設立され
た。  
 部品サプライヤーの工場は車両メーカーの新築工場に対応して建設され
ている。従来の工業地帯であるサムットプラカーンの外延部に新しい工業
地帯を形成している。1990 年代に日本の車両メーカーはサムットプラカー
ンに 3 棟の工場、チョンブリに 1 棟の工場、ラヨーンに 1 棟の工場、アユ
タヤに 1 工場を新築した。これに対応して 1989 年以降に設立した現地法人
146 社のうちチョンブリに進出する企業は 46 社（ 33 .5%）、ラヨーンは 35
社（ 24％）とアユタヤ周辺は 24 社 (16 .4%)である。  
タイに進出した日本の部品サプライヤーは、日本の車両メーカーの発展
とともに、成功した。『海外進出企業総覧』1973 年版－ 2012 年版の「撤退・
被合併の現地法人一覧（国別）」をもとに撤退、合併した企業名を調査した
結果、タイに進出した部品サプライヤーの現地法人の中には 、業績不振な
どの失敗により撤退したケースがないことが分かった。  
『海外進出企業総覧』 1973 年版－ 2012 年版の「撤退・被合併の現地法
人一覧（国別）」によると、タイに進出した日本の部品サプライヤーによっ
て設立した現地法人は TBK Krungthep  Co. ,  Ltd .（ 1990 年 3 月～ 2004 年 3 月）、
Dowa Hightech  Tha i land  Co. ,  Ltd .  （ 1996 年 2 月～ 2003 年 10 月）、ITA Globa l  
Co . ,  Ltd .（  2000 年 3 月～ 2002 年 6 月）、Calsonic  P roduc ts (Tha i land)Co. ,Ltd .  
（ 2002 年 8 月～ 2006 年 5 月）、の 4 社がある。 TB K Krungthep  Co. ,  Ltd .は
東京部品工業、Dowa Hightech  Tha i land Co. ,  Ltd .は同和鉱業 (株）、ITA Globa l  
Co . ,  Ltd はアーク（株）、 Calsonic  P roduc ts (Tha i land)Co. ,Ltd .  カルソニック
プロダクツ (株 )によって設立された現地法人である。4 社のうち直接車両メ
ー カ ー に 部 品 を 供 給 す る の は TBK Krungthep  Co. ,  Ltd と Calsonic  
Produc ts (Tha i land)Co. ,Ltd .の 2 社である。  
直接車両メーカーに部品を供給する TBK Krungthep  Co. ,  Ltd と Calsonic  
Produc ts (Tha i land)Co. ,Ltd .2 社とも撤退ではなく、業務を効率化するために
姉妹会社に統合された理由で名前が消滅した。TBK KRUNGTHEP CO. ,  LTD
は平成 16 年 3 月 31 日に、営業権の全てを TBK BRAKE CO. ,  LTD に譲渡し
たため、会社の清算を決議した（『タイ国在子会社統合による清算のお知
らせ』、平成 16 年 04 月 09 日 )  。Calsonic  P roduc ts  (Tha i land )  Co. ,Ltd .）は、
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2005 年 11 月 18 日にカルソニックカンセイによってタイの子会社を統合し、
事業体制を再編すると正式発表した。グループで全額出資するカルソニッ
ク・セールス・タイランド（チョンブリ県）とカルソニック・プロダクツ・
タイランド（同）の製造・販売機能を、同じくカルソニックカンセイ・タ
イランド（同）に集約する。集約対象となった二社は、来年五月をめどに
清算する。この再編に合わせ、空調コントロール部品などの製造拠点も一
カ所に集約する予定である（日経産業新聞、 2005 年 1 月 05 日）。  
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 図 2 .1 タイ自動車生産台数  
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出典：  日本自動車会議所、日刊自動車新聞社編『自動車年鑑』 1951 年－
1984 年  
日刊自動車新聞社編『自動車年鑑ハンドブック』 1985 年－ 2001 年  
日刊自動車新聞社『自動車年鑑』 2004 年－ 2013 年より筆者作成  
 図 2 .2 米ドル円為替レートと日本対外直接投資件数  
 
出典：「対外及び対内直接投資状況」 (財務省 )、「財政金融統計月報」（財務
総合政策研究所）、 Pr incipal  Global  Indicators（世界経済のネタ帳）
より筆者作成  
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図 2 .3 日本の ASEAN4 国別対外直接投資件数  
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出典：「対外及び対内直接投資状況」 (財務省 )、  
「財政金融統計月報」（財務総合政策研究所）より筆者作成  
 
 図 2 .4 新規設立現地法人数  
 
出典：東洋経済新報社『海外進出企業総覧』[国別編 ]1973 年版－ 2012 年版
より筆者作成
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図 2 .5 時期別新設現地法人  
1985年以前：36社
1986年から2000年
まで：190社
2000年以降：65社
 
 
出典：東洋経済新報社『海外進出企業総覧』[国別編 ]1973 年版－ 2012 年版
より筆者作成  
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表 2 .1 タイ自動車産業政策  
自動車関連政策 実施内容
1954年 産業奨励法制定 ・「投資委員会（BOI)」を軸に工業化促進
1961年 輸入代替工業化政策に基づく「産業投資奨励
法」
・投資優遇政策
・CKD輸入税の低減
1972年 新投資奨励法 ・各種の優遇制度が導入
・組立車種の制限
・25％の国産化義務付け
1977年 1972年の新投資奨励法改正 ・1978年から2300cc未満の乗用車、大型バスの輸入禁止
・新規組立工場設立禁止
・国産化比率は1979年を初年度として乗用車30％、商用車25％から
毎年5％ずつ引き上げる目標
・1980年から商用車に対して従来のタイヤなど3品目に加え、ラジェー
ターなど4品目が国産化義務部品として追加
・1981年から国産化義務部品7品目を含む、全体部品の45％（価格
ベース）が国産化義務の対象と定める
・1985年から国産化比率を「％｣で表示する方式から、個別の部品ご
とに国産化を義務付ける方式に転換
1988年 「自動車部品相互補完協定（BBCスキーム：
Brand Complementation Scheme）」締結
・現地資本が30％以上出資した自動車生産メーカーに限り、域内の
同一ブランド車種の補完部品であれば、最低50％の関税割引が与え
られ、かつローカル・コンテンツと見なす
1989年 ・エンジン国産化政策導入
・排気ガス規制導入
・94年までに段階的に国産化率を80％（その後70％)まで引き上げ
1991年
「海外投資委員会」創設
産業政策全体が保護から自由競争へ
・1,000cc以上のピックアップトラックメーカーに対して、新品リストAとB
のすべての品目とエンジンの国産化を義務化
・乗用車の輸入解禁
・新工場設立禁止解除
・組立車種規制廃止
・工場諸規制緩和
・輸入関税率を改定。2,300cc以下は180％から60％へ、2,300cc超は
300％から100％へ引き下げ
1994年 ・乗用車組立事業の新規参入規制を撤廃。
・Brand-to-Brand Complementation Scheme
開始。
1995年 ・BBCスキームが「AICO（ASEAN産業協力協
定：ASEAN　Industrial Coorperation Scheme)」
に発展
・さらに輸入関税を低く抑える
・現地資本が30％以上でASEAN2カ国以上に生産拠点をもつ企業を
「ASEAN協同企業」と認定し、グループ企業間の貿易に対して、
「CEPT（共通有効特恵関税：Common Effective Preferential Tariff)」
レベルの関税を適用する
1997年 輸入代替産業の支援 ・乗用車の輸入関税率42～68.5％を一律80％へ引き上げ。
2000年 新投資奨励策導入 ・部品の国産化義務を撤廃
・自動車／CKD／部品輸入関税率を改定。
2001年 ・自動車メーカーに対して、輸出しているモデルの国内販売分の原材
料輸入関税率を90％の率内で減免することを告示。但し、減免分は
輸出分の輸入原材料税を超えない範囲。
2002年 ・新投資政策発表 ・自動車産業など5産業を「ターゲット産業」に定め、投資ゾーン規制の
緩和を開始
・2003年1月の完成車／CKDへのCEPT適用を前に、年内に輸入関税
などの税制を見直し。
2003年 ・CEPTスケジュールに基づき、ASEANコンテント40％以上の完成車／
CKDセットに対し、最大5％の関税率を適用。
時期
第1期
第2期
第3期
第4期
 
出典：日刊自動車新聞社編『自動車年鑑ハンドブック』 1985 年－ 2001 年  
川邉信雄著、 2011、『タイトヨタの経営史  :  海外子会社の自立と途
上国産業の自立』有斐閣より筆者作成
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表 2 .2 日系車両メーカーのタイ進出状況  
車両
メーカー
いすゞ 三菱自動車 トヨタ 日産自動車 マツダ 本田技研工業 スズキ
1989年 商用車生産ライン
の増設
トラック工場増設 2直生産導入
1990年 フル生産能力20
万台第2工場（
サムロン工場）建
設
乗用車専門工場
棟建設
1991年 ・フル生産能力
20万台の第2工
場（ラムチャバン
工場）建設
・1部の生産ライ
ンに2直生産導
入
2直生産導入
1992年 塗装ライン増強
1993年 ・フル生産能力22
万台第2工場
（ゲートウェー工
場）建設
・既存工場拡張
生産能力6万台
新工場建設
2直生産導入
1994年 1部の生産ライン
に3直生産導入
フル生産能力12
万台第1工場（ア
ユタヤ工場）建設
1996年 生産能力13万5
千台工場（ラ
ヨーン工場）建
設
1999年 組立ライン増強 2直生産導入
2002年 2直生産導入 全面2直生産導
入
サムロン工場2直
生産導入
2直生産導入
2003年 ゲートウェー工場2
直生産導入
工場生産能力
20万台に増強
生産ライン拡張
2004年 第2工場に塗装ラ
インを増設
能力増強に伴
い、プレス、塗
装、トリム、シャ
シーなど各工程
の生産設備はす
べて更新
2005年 フル生産能力20
万台第3工場
（ゲートウェイ工
場）建設
生産設備増強 フル生産能力22
万台第3工場
バンボー工場建設
と
既存工場の生産
能力増強
ピックアップを中
心に生産能力
増強
2007年 小型車工場を新
設
生産能力20万
台第2工場を建
設
フル生産能力12
万台の第2工場
建設
2009年 2直生産導入 生産能力20万台
イースタン・シー
ボード工場を建設
2010年 フル生産能力20
万台の第3工場
建設
バンポー工場生産
能力増強。塗装や
プレスの設備を導
入。
2011年 ゲートウェイ工場
に生産能力10万
台の新ラインを建
設
第2工場に塗装
などの設備増強
2012年 第2と第3工場に
プレス加工ライン
増設
7万台生産能力
ゲートウェイト第2
工場を建設
フル生産能力20
万台第2工場を
建設
アユタヤ工場に
溶接や塗装高低
の設備能力増強
2013年 フル生産能力12
万台の第3工場
（プラチンブリ工
場）建設  
出典：日経テレコン 21 2より筆者作成  
                                                   
2  付録 2.1 を参考  
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第 3 章  
分析モデルと仮説  
 
 本章の目的は TCE をタイに進出した日本の車両メーカーと部品サプラ
イヤーの取引関係で実証することである。そのため TCE に基づいて分析モ
デルと仮説を立てた後、本研究で使用する分析方法について説明する。  
 
1 .  分析モデル  
取引関係で機会为義的行動が不可避に発生するのであれば、取引関係を
安定的に維持するためには機会为義的行動を有効に防ぐための何らかの工
夫が必要である。 Wil l iamson は取引の特徴によって適切なガバナンス・メ
カニズムを選択することで機会为義的行動の脅威を防ぐことができると为
張した（ Will iamson:1975 ,  1979,  1985）。このガバナンス・メカニズムは択
一アライメント（ discr imina t ing  a l ignment）である。そのアライメントの一
極は市場メカニズムであり、もう一方の一極は垂直統合である。市場メカ
ニズムと垂直統合の間にあるのは様々な形態のハイブリッドである。各ガ
バナンス・メカニズムはそれぞれの契約法とコントロールシ ステムに適し
ている（ Will iamson ,1991b）。臨時的及び反復的で一般標準化された中間財
の取引は法的フレームワークの中で生じ、便益を得ることができるので市
場メカニズムによるガバナンスが適している。一方、反復的で関係特殊性
が極めて高い中間財の取引は、取引内容の変化によって調整費用が高くな
るので垂直統合のガバナンス形態が適している。関係特殊性が中程度か、
関係特殊性が高度であるが臨時的な取引は、自律であるが相互依存関係を
促すハイブリッドのガバナンス形態が適している（ Will iamson :1979 ,1991b）。 
Wil l iamson  (1983)  はバイヤーがサプライヤーの関係特殊投資を促進す
るために適切な人質メカニズム（ hos tage  mechanism）を提案した。注文品
を生産するのにサプライヤーが一般の機械、技術か特別の機械、技術を使
うという 2 つの場合がある。特別の機械や技術（関係特殊投資）を使うと
大量生産する時、一般の機械や技術を使う場合より効率的で品質が良い。
しかし、バイヤーが突然注文を取り消すときもある。この時、関係特殊性
が高い機械や技術は他の生産に転用すると価値が低いのでサプライヤーに
とって損失が大きい。  
また取引を 2 つの時期に分けて考える。バイヤーの注文は第 1 時期、生
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産は第 2 時期である。部品サプライヤーはバイヤーの注文によってどの機
械や技術を投資するかを決める。ところが、バイヤーは需要の変動によっ
て注文した商品や分量を取り消す場合もある。このように、部品サプライ
ヤーが効率よく生産するために必要な関係特殊性が高い機械や技術の投資
を躊躇する傾向がある。バイヤーにとってサプライヤーが特別の機械や設
備を使う方が最も効率良く生産できるのでサプライヤーが適切なレベルの
関係特殊性の投資をするように促進する方法として、 Will iamson はバイヤ
ーが適切な人質メカニズムを使用することを提案した。  
本論文は Will iamson  (1983)  の人質モデルを分析のフレームワークにす
る。日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引慣行の一つは系列によ
る取引である。つまり、車両メーカーは資本関係がある部品サプライヤー
と为に取引することである。ゆえに、車両メーカーによる部品サプライヤ
ーの株式所有関係は日本の車両メーカーが部品サプライヤーの関係特殊投
資や不確実性が高い状況での投資を促すガバナンス方法の一つであると推
測 で き る 。 先 行 研 究 で は Pisano  (1989) ,  Ahmadj ian  and  Oxley (2006)  が
Will iamson  (1983)  のモデルを実証した。Pisano  (1989 )  は欧米と日本のバイ
オ テ ク ノ ロ ジ ー 企 業 の 195 の 協 力 関 係 の デ ー タ を 用 い て 分 析 し た 。
Ahmadj ian  and Oxley (2006 )  は日本の車両メーカーと部品サプライヤーの
取引関係で実証した。 Ahmadj ian  and  Oxley  (2006  )  の研究結果によると、
信頼や評判を大事にしている日本の特殊取引環境の下、車両メーカーによ
る部品サプライヤーの株式の尐数を所有するだけでも強い人質になること
が明らかになった。本研究は Ahmadj ian  and  Oxley  (2006) の研究成果を継
承し、タイに進出した車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係につい
て実証する。  
P isano  (1989 ) はバイオテクノロジー産業と Ahmadj ian  and  Oxley (2006)  
は日本の自動車産業のデータを用いて、バイヤーに対するサプライヤーの
関係特殊投資とバイヤーによるサプライヤーの株式所有比率の相関関係を
プロビット推定法で検証した。その他にも、J ing  (2009)  は日本の部品サプ
ライヤーの取引先車両メーカーの数、車両メーカー当たり供給部品の数、
部品サプライヤーの工場から車両メーカーの工場までの距離と車 両メーカ
ーによる部品サプライヤーの株式所有比率の相関関係を 2SLS とパネルデ
ータ分数プロビット推定法（ Panel  da ta  f rac t iona l  p rob i t）で分析した。車両
メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率は 0 から 100％の間で制
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限され、連続変数ではないため、J ing  (2009)  はパネルデータ分数プロビッ
ト推定法で推定した。  
本研究で使用いるデータはパネルデータではないので分数プロビット
推定法を使用することができない。表 3 .1 でまとめたように本論文の観察
対象である 351 組の取引ダイアドのタイに進出した日本の車両メーカーに
よる部品サプライヤーの株式所有比率分布である。車両メーカーによる部
品サプライヤーの株式所有比率が 0－ 3％は圧倒的に多く、 241 ダイアド、
次いで 3％－ 20％は 49 ダイアド、 20％－ 33 .4%は 35 ダイアド、 33 .4%以上
は尐なく 26 ダイアドだけである。このように、本研究で用いるデータは０
で切断されたデータの性質を持っているので、トービット・モデル（ Jame  
Tobin,  1958）で回帰分析することにする。  
本研究で使用するトービット・モデルの推定式は以下のように表す。    
 
OWN =     
  
 
               
トービット・モデルは資本関係がなければ 0、所有関係がある時は実数
値をとる変数を被説明変数として分析する際に用いられる。こうした変数
は、0 以下にならないという意味で質的な側面を持つ変数で、0 以上のとき
実数値をとるという意味では量的な側面を持つ変数である。  
上記の方式では、OWN は車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所
有比率、TCE は関係特殊投資や不確実性が高いタイミングといった株式所
有比率と相関関係がありうる変数、CONTROL はコントロール変数、 は推
定パラメーター、  は誤差項、 ἱ は観測データである。  
 
2 .  仮説  
TCE によると、取引特性によって市場メカニズム、垂直統合、ハイブリ
ッドなどの択一アライメントのガバナンス・メカニズムから適切なガバナ
ンス形態を工夫することは取引相手の機会为義的行動を抑制し、取引費用
を最小限にする効果がある。この取引特性は取引する中間財の関係特殊性、
取引における不確実性と取引頻度によって決まる。  
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本節では、 TCE 分析フレームワークに基づいて 4 つの仮説を立てた。 1
番目の仮説は関係特殊投資（ asse ts  spec i f ic i ty）、2 番目の仮説は尐数パーテ
ィ間の交渉問題（ s mal l -numbers  barga in ing  prob lem）、 3 番目の仮説は環境
不確実性（ environmenta l  uncer ta in ty）と 4 番目の仮説は取引相手の行動に
関する不確実性（ behaviora l  uncer ta in ty）と車両メーカーによる部品サプラ
イヤーの株式所有比率の相関関係について検証する。  
 
仮説 1：  
部 品 サ プ ラ イ ヤ ー の 工 場 と 供 給 先 車 両 メ ー カ ー の 工 場 の 距 離 が 近 い 場
合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。  
仮説 2：  
 部品サプライヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が尐ない場合
は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。  
仮説 3：  
 部品サプライヤーがタイの自動車生産台数の変動が激しい時期に進出す
る場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。  
仮説 4：  
 部品サプライヤーが車両メーカーより早く進出する場合は、車両メーカ
ーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。  
 
2 .1 関係特殊性投資  
関 係 特 殊 投 資 は あ る 特 定 の 取 引 に 使 う 目 的 で 投 資 し た も の で あ る
（ Will iamson ,  1985）。 Will iamson  (1983)  は立地的関係特殊投資、物理的関
係特殊投資、人的関係特殊投資と専用的関係特殊投資の関係特殊投資の 4
つの为な種類を挙げた。  
立地的関係特殊投資とガバナンス・メカニズムの相関関係について実証
した研究は、輸送や在庫コストが高いエネルギー関連産業や輸送のスケジ
ュ ー ル の 管 理 が 厳 し い 産 業 で の 実 証 が 多 く 見 ら れ る 。 Joskow (1987)  と
Sauss ie r  (2000)  の研究は、炭鉱と発電所の距離が近いほど両者の契約期間
が長いことを発見した。 Masten  e t  a l .  (1989)  は米国の为要自動車メーカー
の 133 個の部品の取引を研究した結果、運送コストがかかるエンジンブロ
ックのような部品の際には、車両メーカーと部品サプライヤーの工場の距
離は部品を内製する傾向があることを発見した。  
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 日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引では 、両者の工場の距離
は大切な要素である。同期混合生産を大事にし てきた日本車両メーカーは
自社の生産サイクルに同期化した小ロット混載調達輸送システムを構築す
ることがポイントである。タイのトヨタをはじめとして日産、本田技研工
業等、日本の車両メーカー各社はミルクランによる部品の調達を行ってい
る。ミルクランは車両メーカーの手配した 1 台のトラックが決められた時
間帯に、決められた順路で、複数の部品サプライヤーを巡回して、部品や
製品等を集荷混載して、車両メーカーの指定した工場に納入する方式であ
る（根本・橋本、2010）。このように、部品サプライヤーは同業他社より供
給先車両メーカーの工場の近くに工場を建てることで、競争優位を築きう
る。しかし、部品サプライヤーは一旦ある供給先の工場の近く（他の車両
メーカーの工場から遠い）に工場を建てしまうと、その供給先の車両メー
カーの機会为義的行動による損害が大きい。  
1990 年代初頭からタイでは旧来の自動車工業地帯のほか新興の自動車
工業地帯が形成された。図 3 .1 はタイの車両メーカーと部品サプライヤー
の分布を表すものである。日本の車両メーカー 7 社は旧来自動車関連企業
が集中するサムットプラカーンのほか、チャチュンサオ、アユタヤと新設
の輸出港レームチャバン港にアクセスしやすいラヨーン、チョンブリに 1
工場ずつ新設した。これに対応して、部品サプライヤー、特に「 Tier  1」3の
工場は部品サプライヤーが車両メーカーの工場へ直接部品を供給するため、
車両メーカーの工場を中心として立地することが多い。「 Tier  1」の集積度
が高いのは、サムットプラカーンの 32％、バンコクの 24％、チョンブリの
15％、サムットサーコンの 7％、ラヨーンの 6％、パトナニの 5％となって
いる。  
チャチュンサオ、アユタヤ、ラヨーンとチョンブリのような新自動車工
                                                   
3通常、「 Tier 1」企業とは、車両メーカーに直接に部品を納める部品サ
プライヤーを指す。こうした「 Tier 1」は、「 Tier 2」以下の企業から
素材や構成部品を購入し加工組立をした部材・部品製造を車両メーカ
ーに納品する。従来、関連の部品企業群・協力企業群は、「 1 次」、「 2
次」、「 3 次」等車両メーカーと「下請関係」を尺度に、階層的な構造
で理解されてきた。これに対して、モジュール化部品の納品において
は、車両メーカーに納品するのは、モジュール部品サプライヤーの
「 Tier 1」に限られる。モジュールを構成する部材を製造する「 Tier 2」
の取引先は、車両メーカーではなく、モジュール部品サプライヤーの
「 Tier 1」となる。  
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業地帯に進出する部品サプライヤーはその工業 地帯に工場がある車両メー
カーと関係特殊投が高い投資をする。車両メーカーの工場が多く集まるサ
ムットプラカーンや交通が便利なバンコクに進出したら多くの車両メーカ
ーと取引するチャンスがあるのに対して、新自動車工業地帯に進出する場
合はその工業地帯に工場がある車両メーカーの工場に部品を供給するのは
便利であるが他の工業地帯に供給するのが不便であり、コストがかかる。  
これをふまえて、TCE の理論フレームワークから以下の仮説を導くこと
ができる。  
 
仮説 1：  
部品サプライヤーの工場と供給先車両メーカーの工場の距離が近い場
合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。  
 
2 .2 少数パーティ間の交渉問題  
 TCE によると、取引費用を最小限にするために取引特性によって適切な
ガバナンス形態の選択する工夫必要がある。関係特殊性が高い投資の他に、
尐数パーティ間による取引も取引費用を高める要因の一つである
（ Will iamson:1975,1985）。尐数パーティ間の交渉問題も機会为義的行動を
起こしやすい状況である。  
 尐数パーティ間の交渉問題について実証した研究は関係特殊投資と不確
実性に次いで多く見られる。 Masten  and  Crocker  (1985)、 Levy (1985)、
Lieberman (1991)、  Ohanian  (1994)、 Lieberman (1991)、  P isano  (1989)、  
P isano  (1990) と Leib le in  and  Mil le r  (2003)など多くの産業で実証した研究
がある。日本の自動車産業における研究は Ahmaj ian  and  Oxley (2006)  と
J ing (2009)  がある。Ahmaj ian  and Oxley (2006)  は部品当たりサプライヤー
の数を用いて実証した。サプライヤーの数は供給の代替源を表す変数であ
る。サプライヤーの数が多いほど、車両メーカーがサプライヤーを変更す
るチャンスが増えるので、関係特殊性が高い投資が必要な部品なら部品サ
プライヤーは車両メーカーの機会为義的行動に損害を受けやすくなる。一
方、 J ing  (2009)は部品サプライヤーの取引先車両メーカーの数を用いて実
証した。取引先の車両メーカーの数が多い場合、取引が途中で取り消され
ると部品サプライヤーは代替の取引先を探しやすい。逆に取引先車両メー
カーの数が尐ない場合、取引が途中で取り消しされる と部品サプライヤー
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は代替の取引先を探しにくいので、車両メーカーの機会为義的行動による
損害が大きいのである。  
タイに進出する部品サプライヤーの場合について考えると、 J ing (2009)
が示した理由と同様、部品サプライヤーはタイに現地法人を設立するとき
潜在的取引先車両メーカーの数が多ければ、取引先の車両メーカーが取引
の約束を守らない場合、部品サプライヤーは代替の取 引先車両メーカーを
探しやすいので取引相手の車両メーカーの機会为義的行動による損害が小
さい。逆に、部品サプライヤーは潜在的取引先車両メーカーの数が尐な け
れば、取引先の車両メーカーの機会为義的行動による損害が大きい。よっ
て、潜在取引先車両メーカーの数が多い部品サプライヤーと比べる と、潜
在取引先車両メーカーの数が尐ない部品サプライヤーはタイに現地法人を
設立するときに躊躇するであろう。  
 その他に、部品サプライヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が
多いことは、その部品サプライヤーが供給する部品が多くの会社に適用す
るので標準化された商品である可能性が高い。逆に、取引先車両メーカー
の数が尐ないことは、その部品サプライヤーが供給する部品は数尐ない供
給先車両メーカーの車にカスタマイズされた部品である可能性が高い。そ
の部品が取引先車両メーカーと関係特殊性が高い部品である。  
以上の議論から以下の仮説に導くことができる。  
 
仮説 2：  
 部品サプライヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が尐ない場合
は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。  
 
2 .3 需要の不確実性  
 Noordewier,  John ,  and  Nevin  (1990)  は環境不確実性について「取引環境
の予期できない変化」と定義した。予期できないため取引がおかれる環境
が変化するたびにバイヤーとサプライヤーが交渉する必要ある。交渉費用
を最小限にするために、関係特殊投資と、不確実性のレベルによって適切
な ガ バ ナ ン ス 形 態 の 選 択 が 良 い と Will iamson が 提 案 し た  
（ Will iamson :1979,1985 ,1991b）。  
 Heide  and  John  (1990)  は環境不確実性を環境の変化の予測できないとい
う見方を維持して、環境不確実性を需要不確実性と技術不確 実性の 2 つの
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タイプに分類した。多くの実証研究によって技術不確実性は垂直統合や長
期契約と負の相関を持つが、需要不確実性は垂直統合や長期契 約と正の相
関を持つことが確認できた。 Walker  and  Weber (1984 ,  1987)、 Levy (1985)、 
Sauss ie r  (2000)、  Le ib le in  and  Mil le r  (2003) の研究は需要不確実性が垂直
統 合 や 長 期 契 約 と 正 の 相 関 を 持 つ こ と を 実 証 し た 。 そ れ に 対 し て
Balakr ishnan  and  Wernerfe l t  (1986)、Walker  and  Weber  (1987)、Ulse t  (1996)  の
研究は技術不確実性が垂直統合や長期契約と負の相関を持つことを明らか
にした。  
米国の为要車両メーカーの 60 個の部品の取引関係を Walker  and  Weber  
(1984 ,  1987) は需要不確実性高い時、車両メーカーが部品を内製するのに
対して技術不確実性が高い場合は車両メーカーが部品を内製しないことを
発見した。  
1997－ 1998 年と、 2008－ 2009 年はタイ国の自動車産業にとって需要が
大きく変動する時期であった。第 2 章で用いた図 2 .1 はタイ国の自動車生
産台数の 1965 年から 2012 年までの推移を表している図である。1997－ 1998
年の東单アジアの通貨・経済危機はタイの自動車産業を直撃した。タイ国
自動車生産台数は 1996 年の 56 万台から 1997 年の 36 万台、そして 1998
年に 16 万台まで急減した。  
2008 年のリーマンショック・世界金融危機の影響で、タイの自動車産業
は再び大きな打撃を受けた。タイの自動車生産台数は 2008 年に 139 万台、
2009 年に 99 万台、 2010 年に 164 万台、 2011 年に 145 万台であった。  
こ の よ う に タ イ 自 動 車 産 業 は 1997－ 1998 年 の 東 单 ア ジ ア 通 貨 危 機 と
2008－ 2009 年の世界金融危機の影響を受けて自動車生産販売台数が大き
く変化した。よって、TCE のフレームワークに照らし合わせて次の仮説を
導くことができる。  
 
仮説 3：  
 部品サプライヤーがタイの自動車生産台数の変動が激しい時期に進出す
る場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。  
 
2 .4 行動的不確実性  
 TCE は取引相手の業績の観測（ moni tor ing）の難しさが行動的不確実性
（ behaviora l  uncer ta in ty）だと定義した（ Wil l iamson ,  1985）。関係特殊投資
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と環境不確実性と比較すると行動的不確実性はあまり実証されてこなかっ
た。行動的不確実性を実証した研究は Anderson(1985)、 Anderson(1988)、  
Anderson  and  Schmit t l e in (1984)、Heide and  John  (1990)、John  and  Wei tz  (1989)、
Stump and  Heide  (1996)などがある。これらの研究は Anderson  (1985)の研究
成果を受け、売上げ力（ sa le  fo rce）の評価の難しさを行動的不確実性の変
数として実証した。  
 行動的不確実性は取引相手の行動の予測の難しさだと考えることも出来
る。Will iamson  (1983)  は取引を 2 つの時期にわけた。第 1 時期はバイヤー
が注文する時期、第 2 次期は部品サプライヤーが生産する時期である。バ
イヤーは需要の変動によって注文を取り消しすることもある。ゆえに車両
メーカーの注文を確認するか取り消しかの行動によって部品サプライヤー
が第 1 時期に投資する機械や技術は埋没費用になる可能性ある。  
 タイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの進出相対タイ
ミングは行動的不確実性の代理変数として説明できる。第 2 章で明らにな
ったように 90 年代前半からの部品サプライヤーがタイに進出した为な理
由は車両メーカーの進出である。部品サプライヤーの進出について 2 つの
タイプに分けることができる。タイプ１は車両メーカーに供給する部品を
生産するために車両メーカーに先立って、工場を進出する部品サプライヤ
ーである。タイプ 2 は車両メーカーの進出の後に工場を進出する部品サプ
ライヤーである。部品サプライヤーは車両メーカーが進出することを予測
して車両メーカーに先立ってタイにヒト、モノ、カネという経営資源を投
資する方が、リスクが高い。投資した経営資源は埋没費用になりかねない。
車両メーカーが本当に進出するか予測不可能だからである。  
以上の議論により、タイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライ
ヤーの関係について以下の仮説を導くことができる。  
 
仮説 4：  
 部品サプライヤーが車両メーカーより早く進出する場合は、車両メーカ
ーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。  
 
 データや変数については 4 章で詳しく述べる。
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表 3 .1 車両メーカーによる部品サプライヤーの資本所有比率分布  
            
 
出典：日本経済新聞社『会社年鑑．上場会社版』 1988 年版－ 2012 年版  
日本経済新聞社『会社総鑑．未上場会社版』 1989 年版－ 2005 年版   
東洋経済新報『社会社四季報  未上場会社版』1988 年版－ 2012 年版
より筆者作成  
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図 3 .1 車両メーカーと部品サプライヤーの分布  
 
出典：小林英夫、  竹野忠弘編著、  2005、『東アジア自動車部品産業のグ
ローバル連携』、文眞堂  
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第 4 章  
リサーチデザイン  
 
第 4 章以降では、タイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライヤ
ーの関係のデータを使って TCE を定量分析した結果を報告する。それに先
立って第 4 章では、本論文のリサーチデザインとデータについて説明する。 
 
1 .  分析サンプル  
本論文はいすゞが新工場を建設すると報道された 1989 年 4 月 14 日から
を研究対象期間とする。研究対象の車両メーカーは部品の関連性が高い乗
用車や 1 トンピックアップ・トラックを生産するいすゞ自動車、トヨタ自
動車、三菱自動車工業、日産自動車、本田技研工業、マツダとスズキの 7
社である。研究対象の部品サプライヤーはタイいすゞ自動車がフル生産能
力 20 万台の工場をサムットプラカーンに設立すると報道した 1989 年 4 月
14 日以降にタイ現地資本が入る新に現地法人 (146 社 )を設立した 101 社で
ある。  
本論文の分析サンプル数は 351 件の取引ダイアドである。TCE の分析対
象は会社と会社の関係ではなく、取引である。ゆえに本論文は部品サプラ
イヤーがタイに新たに現地法人を設立することを取引している車両メーカ
ーとの取引の一つとして扱う。  
分析サンプルの作成手順は表 4 .1 データアルゴリズムにまとめた。東洋
経済新報社『海外進出企業総覧』2012 年版及び工業調査研究所（ 2007）『タ
イ国・日系自動車部品メーカ実態調査 ―日本側親会社のアジア進出状況 ―』
から 1989 年 4 月 14 日以降に操業・設立された現地法人の 203 社（日本側
親会社 155 社）を抽出することができた。現地法人を設立する時点は部品
サプライヤーが取引している車両メーカーに対する投資の意思決定をする
時点だと定義するので、設立日が分からない２社を除く。分析に使う情報
を収集できなかった 29 社も除く。 4現地法人設立前年に上記の車両メーカ
ー７社と取引関係がない 23 社を除く。 5分析対象は 101 社の日本部品サプ
ライヤーとそのバイヤーである 7 社の日本車両メーカー間の取引である。
この時、部品メーカーがタイに現地法人を１社設立した場合、日本ですで
                                                   
4付録表 4.1 を参考  
5付録表 4.2 を参考  
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に取引関係を持っている車両メーカーの数を取引ダイアドの数とした。例
えば、 1989 年のプレス工業（株）はタイに T ha i  Su mmi t  P KK B ang na  Co . ,Ltd
という現地法人を一社持っているが、この時すでに日本で、いすゞ、日産、
三菱、マツダと取引があるので、現地法人設立はこの４社への投資と見な
し、４つの別々の取引ダイアドとした。このようにして 351 組の取引ダイ
アドを集計できた。分析サンプルは付録表 4 .3 にまとめた。  
 
2 .  データソース  
 本論文は以下のようにデータを収集した。上記に説明したように、本論
文の分析サンプルは東洋経済新報社『海外進出企業総覧』[国別編 ]1973 年
版－ 2012 年版と工業調査研究所（ 2007）『タイ国・日系自動車部品メーカ
実態調査 ―日本側親会社のアジア進出状況 ―』から抽出した。部品サプラ
イヤーの現地法人名、設立日付、工場の住所、供給部品のデータを 2 つの
データソースから取得した。以上の情報が不足 していた場合は、各会社の
ホームページ、有価証券報告書、社史と日経テレコン 21 で確認した。  
 車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率、部品サプライヤ
ーの売上高、上場情報、取引先車両メーカーに関する情報は 2001 年以前な
ら日本経済新聞社『会社年鑑．上場会社版』1988 年版－ 2012 年版、日本経
済新聞社『会 社総鑑 ．未上場会社 版』 1 9 8 9 年版－ 20 05 年版、東洋経済新報
『社会 社 四 季 報  未 上 場 会 社 版 』 1 98 8 年 版 － 2 0 12 年 版 、 2001 年以降なら
『 Nikkei  NEEDS-Finac ia l  QUEST』から集計した。  
 タイ自動車生産台数に関する情報は日本自動車会議所、日刊自動車新聞
社編『自動車年鑑』1951 年－ 1984 年、日刊自動車新聞社編『自動車年鑑ハ
ンドブック』 1985 年－ 2001 年日刊自動車新聞社『自動車年鑑』 2004 年－
2013 年から収集した。  
 本研究は車両メーカーがフル生産能力 10 万台以上の工場を建設するこ
とは車両メーカーの進出時点だと定義する。車両メーカーのタイに進出す
る情報は日経テレコン 21 から情報を集計した。  
 タイの工業団地のゾーン分けと優遇措置に関する情報は『バンコク日本
人商工会議所、 1994『タイの工業団地の現状』（改定版）から集計した。  
 
3 .  変数  
(1 )非説明変数：TCE が提案したガバナンス・メカニズムを表す変数である。 
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●株式所有比率：現地法人の資本構成を調べた結果、車両メーカーが部品メ
ーカーのタイ現地法人に資本を入れるという意味において、垂直統合を果
たした事例が数えるほどしか見当たらない。本研究はタイに進出した日本
の車両メーカー 7 社との間で、固定資本への投資を回収し切るまで取引が
持続するという保証がない条件の下で、部品メーカーが投資にコミットを
促すガバナンス・メカニズムとして日本国内の車両メーカーによる部品サ
プライヤーの株式所有比率に着目した。この比率は 0％から 100％まで変化
する。  
 
(2 )説明変数：車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率に影響
を与える変数である。  
●距離：仮説 1 の説明変数である。部品サプライヤーが設立した現地法人の
工場から車両メーカーが建設する工場までの距離である。この変数は立地
的関係特殊投資を表す変数である。  
以下の 2 種類を採用した。  
■物理的な距離：Google  map で車が最短で走れる距離を測ったものである
(km)。  
■輸送時間：  Google  map で車が最短距離で走れる輸送時間を測ったもの
である (分 )。  
 
●取引先車両メーカー数：仮説 2 の説明変数である。部品サプライヤーがタ
イに現地法人を設立する前年の日本国内で取引している車両メーカーの数
である。この変数は尐数パーティ間の交渉問題を表す変数である。  
 
●マクロ経済ショックダミー：仮説 3 の説明変数である。 1989 年から現在
までタイは 2 つの大きいマクロ経済ショックを受けた。1997－ 1999 年の東
单アジアの通貨・経済危機と 2009－ 2011 年のリーマンショック・世界金融
危機の影響を受け 1997 年、 1998 年、 1999 年と 2009 年、 2010 年、 2011 年
にタイの自動車生産台数が大きく変動した。よって、1997 年、1998 年、1999
年、 2009 年、 2010 年、 2011 年に部品サプライヤーは現地法人を設立した
場合は 1 を、それ以外の年に設立する場合は 0 をとる変数である。この変
数は環境不確実性を表す変数である。  
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●相対進出タイミング：仮説 4 の説明変数である。車両メーカーの進出タイ
ミングと部品サプライヤーの現地法人を設立する時点で比較するものであ
る。この変数は行動的不確実性を表す変数である。尚、日産自動車の場合、
工場を建設、完成の情報を正確につかめなかったため日産自動車が 工場を
建設することを報道する時点の記事の内容が正しいと仮定して分析を行う。
表 4 .2 は車両メーカーが新工場を建設に関する情報をまとめたものである。
この情報に従って進出相対タイミングを算出した。  
以下の 3 種類を採用した。  
■相対進出タイミング（四段階測定）：車両メーカーが工場建設を報道す
る前に部品サプライヤーが現地法人を設立する場合は 4、報道してから工
場建設する前までは 3、工場建設してから完成までは 2、工場を完成した後
に 1 を取る変数である。  
■相対進出タイミング（報道前ダミー）：車両メーカーが工場建設と報道
する前に部品サプライヤーが現地法人を設立する場合は 1、それ以外は 0
を取る変数である。   
■相対進出タイミング（工場建設前ダミー）：車両メーカーが工場建設す
る前に部品サプライヤーが現地法人を設立する場合は 1、それ以外は 0 を
取る変数である。  
 
(3 )コントロール変数  
●供給部品ダミー：部品のデザインや製造難しさはその部品の垂直統合のレ
ベルに影響を与える（ Armour  and  Teece ,  1980）。部品の種類によって垂直
統合のレベルが違うと判断して Monteverde  and  Teece (1982)  は部品をエン
ジン、トランスミッション、ステアリングとシャシー、  燃料タンク、キャ
ップとボディの 6 のカテゴリーに分けて供給部品のダミーを推定した。本
研究は部品サプライヤーが生産・供給する部品：エンジン関係部品、パワ
ートトレイン関係部品、ステアリング部品、サスペンション部品、ブレー
キ部品、ホイール・タイヤ部品、車体部品（内外装部品を含む）、電装部品
とその他という 9 つのカテゴリーに分ける。それぞれのカテゴリーは 1 を
取るダミー変数である。  
 
●サプライヤーの規模：企業規模は組織行動と組織の範囲に関する意思決定
に影響する（ Schere ,  1980;  Miles ,  1980）。Anderson and Schmit t le in  (1984)  は
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エレクトロニクス産業において企業の企業規模が大きいほど販売活動を社
内で担当する傾向があることを明らかにした。 Pisano (1990)  は売上高、
Ahmadj ian  and  Oxley (2006)  は総資産を企業規模の変数として実証した。
Ahmadi jan  and  Oxley (2006)  は部品サプライヤーの規模は資本関係と負の
相関を持つことを発見した。これは日本的取引システムにおいて 、弱小の
部品サプライヤーは車両メーカーによる機会为義的行動に損害を受けやす
いということである。本研究は部品サプライヤーが現地法人を設立する前
年の売上高を 2005 年度の基準とする G DP デフレータで割り、実質化した
売上高をコントロール変数として実証する。  
 
●進出ゾーンダミー：取引を行う地域や場所も組織の範囲に影響する可能性
がある。 Pisano  (1989 ,  1990)  は取引先相手の国や地域をコントロール変数
として実証した。タイに進出する場合、進出先の工業団地が入っているゾ
ーンによって立地の便利さと投資奨励に関わる優遇政策が違う。表 4 .3 は
タイの工業団地の現状をまとめたものである。タイの工業団地は 3 つのゾ
ーンに分かれている。第 1 ゾーンはバンコク、サムットプラカーン、サム
トサコン、パトゥムタニ、ノンタブリ、ナコンパトム；第 2 ゾーンはサム
トソンクラン、ラチャブリ、カンチャナーブリ、サパンブリ、アントン、
アユタヤ、サラブリ、ナコンナヨク、チャチェンサオ、チョンブリ；第 3
ソーンは残りの 57 県及びレムチャバン工業団地である。よって、本研究は
部品サプライヤーが進出するゾーンが車両メーカーによる部品サプライヤ
ーの株式資本所有比率に影響を与えるかもしれないと考え、第 1 ゾーン、
第 2 ゾーンと第 3 ゾーン、それぞれ 1 を取るダミー変数を実証する。  
 
●進出年代ダミー：時期によって産業の成長と発展段階が違うので、部品サ
プライヤーの進出年代も車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有
比率に影響を与えると考え、本研究は 80 年代、90 年代、2000 年代と 2010
年代に進出する場合、それぞれ 1 を取るダミー変数をコントロール変数と
して実証する。  
 
●上場企業ダミー： Ahmadj ian  and  Oxley (2006)  は部品サプライヤーの上場
企業ダミーをコントロール変数として実証した結果、日本の自動車産業の
場合非上場企業は家族企業が多く、車両メーカーによる資本所有関係が尐
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ない。よって、部品サプライヤーは上場企業の 場合が非上場企業の場合よ
り企業規模の車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有関係に及ぼ
す影響が大きいことを明らかにした。よって、本研究は部品サプライヤー
がタイに現地法人を設立する前年に日本経済新聞社『会社年鑑．上場会社
版』に記載する場合は 1、それ以外は 0 を取るダミーをコントロール変数
として実証する。  
実証分析に用いた変数の記述統計量は表 4 .4 にまとめる。
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表 4.1 データ作成アルゴリズム 
 
『海外進出企業総覧』[国別編]2012 年版 
『タイ国・日系自動車部品メーカ実態調査―日本側親会社のアジア進出状況―』 
1989 年 4 月 14 日以降に操業・設立された現地法人 203 社（日本側親会社 155 社） 
設立日が分かるか？    
No                      
 Yes          2 社(2 社)   
            201 社（153 社） 
            日本側親会社の情報を収集できるか？        
No                      
        Yes         29 社(29 社)   
172 社（124 社） 
            現地法人を設立する前に日本国内に 
車両メーカー7 社と取引関係があるか？ 
        No                      
        Yes         26 社 (23 社)  
            
 146 社（101 社） 
部品サプライヤーの現地法人を設立することは 
取引関係がある車両メーカー各社ずつ 
に対しての関係特殊投資だと定義する。 
 
             
サンプル数 N=351  
注）（）の中は日本側親会社の数 
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 表 4.2 車両メーカーが新工場建設に関する情報 
車両メーカー 建設報道報道 建設開始 工場稼動 生産能力10万台/年以上
1989年4月14日 1990年6月6日 1992年6月28日
『日経産業新聞』1989年4月14
日号
『日本経済新聞　朝刊』1990年
6月6日号
『日本経済新聞　朝刊』1992
年6月28日号
1990年1月24日 1993年11月15日 1996年2月1日
『日本経済新聞　朝刊』1990
年1月24日号
『日経産業新聞』1993年11月
16日号
川邉信雄(2011)『タイトヨタの
経営史：海外子会社の自立と
途上国産業の自立』有斐閣
1990年10月12日 1991年12月9日 1992年12月17日
『日経産業新聞』1990年10月
12日号
『日本経済新聞　朝刊』1991年
12月9日号
『日本経済新聞　朝刊』1992
年12月17日号
1993年4月28日 1993年10月 1995年半ば
『日本経済新聞　朝刊』1993
年4月28日号
1994年8月25日 1996年2月6日 1998年7月3日
『日本経済新聞　朝刊』1994
年8月25日号
『日経産業新聞』1996年2月7
日号
『日経産業新聞』1998年7月3
日号
1994年10月17日 1994年10月25日 1996年4月24日
『日本経済新聞　朝刊』1994
年10月17日号
『日本経済新聞　朝刊』1994年
10月26日号
『日経産業新聞』1996年4月
25日号
2007年12月7日 2009年11月30日 2012年3月21日
『プレスリリースメーカー』2007
年12月7日
『日経速報ニュースアーカイブ』
2009年11月24日
『プレスリリースメーカー』2012
年3月21日
イースタン・シーボード工場
Eastern Seaboard Industrial Estate (Rayong), 49, Moo 4,
Pluakdaeng, Rayong, Thailand 21140
スズキ
『日本経済新聞　朝刊』1993年4月28日号の記載内容
サムトプラカーン県にあるサイアムニッサンの既存工場に隣接
74/1 Moo 2, Bagna-Trad Road, KM22 T ambol Srisajorakeyai,
King Amphvr Bangsaetong, Samuthprak arn 10540 Thailand
日産自動車
ラヨーン工場
Eastern Seaboard Industrial Estate (Rayong), 49, Moo 4,
Pluakdaeng, Rayong, Thailand 21140
マツダ
アユタヤ工場
49 Moo 9 Rojana Industrial Park　T. Tanu, A. U-Thai, Pranakorn
Sri Ayutthaya 13210, Thailand
本田技研工業
ラムチャバン工場
199 Moo 3, Laemchabang Industrial Estates, Tungsukhla,
Sriracha, Chonburi 20230, Thailand
三菱自動車
いすゞ自動車
サムロン工場
38 Kor. Moo9 Poochaosamingprai Road, Samrong-Tai,
Phrapradaeng, Samutprakan 10130, Thailand
ゲートウェイ工場
74 Moo 9　Hua Samrong, Plangyao,Chachoengsao 24190
トヨタ自動車
 
出典：日経テレコン 21 より筆者作成 
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 表 4.3 タイの工業団地の現状 
ゾーン別 第1ゾーン 第2ゾーン 第3ゾーン
対象県 バンコク、サムトプラカーン、サムト
サコン、パトゥムタニ、ノンタブリ、ナ
コンパトム
サムトソンクラン、ラチャブリ、カンチャ
ナーブリ、スパンブリ、アントン、アユタ
ヤ、サラブリ、ナコンナヨク、チャチェン
サオ、チョンブリ
残り57件及びレムチャバン工業団地
恩典内容
１．生産用機械に係わる輸入税
免除なし、但し次の場合には50％の
免税
（１）80％以上の輸出事業
（2）政府認可の工業団地に工場立
地 50％免税 免税
２．法人税
免税なし。但し次の場合には3カ年
間の免税
80％以上の輸出事業で政府認可の
工業団地に工場立地
3ヵ年の免税。
更に政府認可の工業団地に工業立
地の場合最長7ヵ年迄延長可
8ヵ年間の免税
更にその後の5カ年間50％の免税
３．生産用原材料に係わる輸入税
30％以上の輸出事業は1カ年間の
免税。
但し輸出向けは通関に際し銀行保
証付けで免税措置 同左
30％以上の輸出事業は5カ年間の免税。
更に国内販売向け原材料（タイ内調達不可
のもの）につき75％の減税5カ年間、但し年
次年新が条件
４．特別優遇措置 なし なし
（1）水、電気及び輸送コストにつき課税対
象二重控除10カ年間
（2）インフラ投資コストの25％を課税対処
控除
５．国内販売枠
（1）100％外資系 20％を上限。但しBOI事前認可 同左
（2）51％以上外資系 50％を上限。但しBOI事前認可 同左
（3）49％以内外資系 全量販売可。但しBOI事前認可 同左
（4）第3ゾーン進出企業 全量販売可。但しBOI事前認可  
注）投資奨励に係わる優遇措置と付与基準（1993 年 4 月 9 日付改定版） 
出典：バンコク日本人商工会議所、 1994『タイの工業団地の現状』(改定版)  
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表 4 .4 記述統計量  
変数 観測数 平均 標準偏差 最小 最大
株式所有比率 351 7.275274 14.38407 0 82.08235
距離
　　物理的距離（km) 351 95.55114 71.34838 0.95 590
　　輸送時間（分） 351 78.80627 47.87701 2 393
取引先車両メーカー数 351 3.307692 1.642967 1 7
マクロ経済ショック 351 0.14245 0.35001 0 1
相対進出タイミング
　　四段階測定 351 1.811966 1.194738 1 4
　　報道前ダミー 351 0.196581 0.39798 0 1
　　建設前ダミー 351 0.242165 0.429005 0 1
　　完成前ダミー 351 0.373219 0.48435 0 1
供給部品ダミー
　　エンジン関係部品 351 0.11396 0.318216 0 1
　　パワートレイン関係部品 351 0.136752 0.344076 0 1
　　ステアリング部品 351 0.037037 0.189122 0 1
　　サスペンション部品 351 0.051282 0.220887 0 1
　　ブレーキ部品 351 0.054131 0.226599 0 1
　　ホイール・タイヤ部品 351 0.039886 0.195971 0 1
　　車体部品（内外装品含み） 351 0.301994 0.459778 0 1
　　電装部品 351 0.059829 0.237508 0 1
　　その他 351 0.205128 0.404372 0 1
実質売上高（百万円） 351 152683.1 308615.1 3014.876 4054879
進出ゾーンダミー
　　第１ゾーン 351 0.111111 0.314718 0 1
　　第２ゾーン 351 0.586895 0.493094 0 1
　　第３ゾーン 351 0.301994 0.459778 0 1
進出年ダミー
　　８０年代 351 0.034188 0.181971 0 1
　　９０年代 351 0.569801 0.495811 0 1
　　２０００年代 351 0.378917 0.48581 0 1
　　２０１０年代 351 0.017094 0.129807 0 1
上場企業ダミー 351 0.723647 0.447832 0 1  
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第 5 章  
分析結果  
  
 本章では、第 4 章の分析モデルと研究デザインに従ってタイに進出した
部品サプライヤーが車両メーカーに対する立地的関係特殊投資、尐数パー
ティ間の交渉問題、環境不確実性、行動的不確実性と車両メーカーによる
部品サプライヤーの株式所有比率との相関関係を検証した結果を報告する
ものである。  
 
1 .  仮説１  
仮説 1：「部品サプライヤーの工場と供給先車両メーカーの工場の距離が
近い場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い」
を検定した推定結果は表 5 .1 にある。モデル 1 は部品サプライヤーの工場
から車両メーカーの工場までの物理的距離、モデル 2 は両社の工場の間の
部品輸送時間で測った距離の車両メーカーによる部品サプライヤーの株式
所有比率との相関関係を推定した。  
物理的距離の影響は負である一方、郵送時間の影響は正である。しかし、
2 つのモデルはすべて有意な影響を確認できなかった。つまり部品サプラ
イヤーの工場から車両メーカーの工場までの距離は車両メーカ ーによる部
品サプライヤーの株式所有比率に影響を与えない。この結果は J ing (2009)  
の結果と整合的である。  
供 給 部 品 ダ ミ ー の コ ン ト ロ ー ル 変 数 は エ ン ジ ン 関 係 部 品 を 基 準 と し て
いる。モデル 1 ではホイール・タイヤ部品、車体部品（内外装品含み）は
5％水準、その他は 1％水準で有意に負である。モデル 2 ではホイール・タ
イヤ部品は 5％水準、車体部品（内外装品含み）は 10％水準、供給部品そ
の他は 5％水準で有意に負である。ホイール・タイヤや車体部品、供給部
品その他の部品は製造、設計がエンジン部品より簡卖なので標準化される
傾向がある。これらの部品を供給するサプライヤーは取引先の車両メーカ
ーによる株式所有比率が低いことが明らかになった。こうした結果は製造
が難しい部品ほど部品サプライヤーは関係特殊資産をよりたくさん投資す
る必要がある。このような部品に対して車両メーカーが内製する傾向があ
るという Monteverd i  and  Teece (1982)と車両メーカーによる株式所有比率
が高くなるという  Ahmadj ian  and Oxley (200 6)  の分析結果とも概ね整合的
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である。  
供給部品ダミー以外のコントロール変数では、モデル１とモデル 2 とも
上場企業ダミーが 1％水準で有意に負である。部品サプライヤーが上場企
業である場合、車両メーカーによる株式所有比率が低いことが分かった。  
 
2 .  仮説 2  
仮説 2：「部品サプライヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が尐
ない場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が 高い」
を検定した推定結果は表 5 .2 にある。  
取引先車両メーカー数は 1％水準で有意に負である。つまり部品サプラ
イヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が尐ない場合、車両メーカ
ー に よ る 部 品 サ プ ラ イ ヤ ー の 株 式 所 有 比 率 が 高 い 。 こ の 結 果 は Pisano  
(1989)  や J ing  (2009)  の分析結果と整合的である。  
供 給 部 品 ダ ミ ー の コ ン ト ロ ー ル 変 数 は エ ン ジ ン 関 係 部 品 を 基 準 と し て
いる。供給部品その他は 1％水準で有意に負である。つまり、供給部品そ
の他は製造、設計がエンジン部品より簡卖なので標準化される傾向がある。
供給部品その他を供給するサプライヤーは取引先の車両メーカーによる株
式所有比率が低いことが明らかになった。この結果は製造が難しい部品ほ
ど車両メーカーが内製する傾向があるという Monteverd i  and Teece  (1982)
と 車 両 メ ー カ ー に よ る 株 式 所 有 比 率 が 高 く な る と い う  Ahmadj ian  and  
Oxley (2006)  の分析結果とも概ね整合的である。  
 進出年代ダミーのコントロール変数は 90 年代を基準としている。 2000
年代が 10％水準で有意に負である。つまり、90 年代に進出する部品サプラ
イヤーと比べて、2000 年代に進出する部品サプライヤーは車両メーカーに
よる株式所有比率が低いことが分かった。  
 
3 .  仮説 3  
 仮説 3：「部品サプライヤーがタイの自動車生産台数の変動が激しい時期
に進出する場合は、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率
が高い」を検定した推定結果は表 5 .3 にある。  
 マクロ経済ショックダミーの影響は負であるが、有意な影響を確認出来
なかった。つまり、タイの自動車生産台数の変動が激しい時とタイに進出
する車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率と相関を持たな
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い。  
供 給 部 品 ダ ミ ー の コ ン ト ロ ー ル 変 数 は エ ン ジ ン 関 係 部 品 を 基 準 と し て
いる。ホイール・タイヤ部品、車体部品（内外装品含み）と供給部品その
他は 1％水準、車体部品（内外装品含み）は 5％水準で有意に負である。ホ
イール・タイヤ、車体部品、供給部品その他は製造、設計がエンジン部品
より簡卖なので標準化される傾向がある。これらの部品を供給するサプラ
イヤーは取引先の車両メーカーによる株式所有比率が低いことが明らかに
なった。こうした結果は製造が難しい部品ほど車両メーカーが内製する傾
向があるという Monteverd i  and Teece  (1982)と車両メーカーによる株式所
有比率が高くなるという  Ahmadj ian  and  Oxley (200 6)の分析結果とも整合
的である。  
進出年代ダミーのコントロール変数は 90 年代を基準としている。 2000
年代が 10％水準で有意に負である。つまり、90 年代に進出する部品サプラ
イヤーと比べて、2000 年代に進出する部品サプライヤーは車両メーカーに
よる株式所有比率が低い。  
コントロール変数上場企業ダミーが 1％水準で有意に負である。部品サ
プライヤーが上場企業の場合は車両メーカーによる株式所有比率が低い。  
 
4 .  仮説 4  
仮説 4：「部品サプライヤーが車両メーカーより早く進出する場合は、車
両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い」を検証し た結
果は表 5 .4 にある。  
 モデル 1 は 4 段階で測定した相対進出タイミング、モデル 2 は報道時点
で測定した相対進出タイミング、モデル 3 で車両メーカーが工場を建設す
る時点で測定した相対進出タイミングの影響を推定する。 4 段階で測定し
た相対進出タイミングの数字が高いほど、車両メーカーが工場を建設する
と報道する時点や建設する時点の前に現地法人を設立するほど、部品サプ
ライヤーが車両メーカーの行動に対する不確実性が高い。  
4 段階で測定した相対進出タイミングは 10％水準、報道前ダミーと建設
前ダミーは 5％水準で有意に負である。車両メーカーより早くタイに進出
する部品サプライヤーほど取引先車両メーカーによる株式所有比率が低い。 
コントロール変数を見てみると、すべてのモデルで次の結果がまとめら
れる。供給部品ダミーのコントロール変数はエンジン関係部品を基準とし
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ている。ホイール・タイヤ部品、供給部品その他は 1％水準で有意に負で
ある。車体部品（内外装品含み）は 5％水準で有意に負である。ホイール・
タイヤや車体部品、供給部品その他は製造、設計がエンジン部品より簡卖
なので標準化される傾向がある。これらの部品を供給するサプライヤーは
取引先の車両メーカーによる株式所有比率が低い。こうした結果は製造が
難しい部品ほど車両メーカーが内製する傾向があるという Monteverd i  and  
Teece  (1982) と 車 両 メ ー カ ー に よ る 株 式 所 有 比 率 が 高 く な る と い う  
Ahmadj ian  and  Oxley (200 6)  の分析結果とも概ね整合的である。  
進出年代ダミーのコントロール変数は 90 年代を基準としている。 2000
年代が 10％水準で有意に負である。つまり、90 年代に進出する部品サプラ
イヤーと比べて、2000 年代に進出する部品サプライヤーは車両メーカーに
よる株式所有比率が低い。  
コントロール変数上場企業ダミーが 1％水準で有意に負である。部品サ
プライヤーが上場企業の場合、車両メーカーによる株式所有比率が低い。  
 
5 .  追加分析  
仮説 4 の推定結果によると、車両メーカーより早くタイに進出する部品
サプライヤーほど取引先車両メーカーによる株式所有比率が低い。またコ
ントロール変数上場企業ダミーが 1％水準で有意に負である結果から部品
サプライヤーが上場企業の場合、車両メーカーによる株式所有比率が低い
ことが分かった。ゆえに、上場企業と非上場企業はタイへの進出戦略が違
う可能性があると考え、追加分析を行った。表 5 .5 は企業タイプごとに相
対進出タイミングの株式所有比率への影響の追加分析結果を表す。説明変
数に相対進出タイミングと上場企業ダミー、非上場企業ダミーの交差項を
追加している。表 5 .4 では相対進出タイミングの係数はタイに進出したす
べての部品サプライヤーの車両メーカーの行動による不確実性の影響を示
しており、表 5 .5 では 2 つ交差項の係数は上場企業、非上場企業でそれら
の影響が進出した部品サプライヤー全体と比較してどれだけ差があるかを
示している。  
モデル 1 は 4 段階で測定した相対進出タイミング、モデル 2 は報道時点
で測定した相対進出タイミング、モデル 3 は車両メーカーが工場を建設す
る時点で測定した相対進出タイミングである。すべてのモデルは上場企業
の交差項の影響は 1％水準で有意に負である。非上場企業は有意な影響を
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確認できなかった。つまり企業タイプ別に見た場合、部品サプライヤー全
体において車両メーカーより早く進出する企業ほど車両メーカーによる株
式所有比率が低い、この影響は上場企業と非上場企業と比較してみれば、
上場企業の影響の方が大きい。  
コントロール変数の推定結果は仮説 4 での推定結果と同様である。供給
部品ダミーのコントロール変数はエンジン関係部品を基準としている。ホ
イール・タイヤ部品、供給部品その他は 1％水準で有意に負である。車体
部品（内外装品含み）は 5％水準で有意に負である。ホイール・タイヤや
車体部品、供給部品その他は製造、設計がエンジン部品より簡卖なので標
準化される傾向がある。これらの部品を供給するサプライヤーは取引先の
車両メーカーによる株式所有比率が低い。こうした結果は製造が難しい部
品ほど部品サプ車両メーカーが内製する傾向があるという Monteverd i  and  
Teece  (1982) と 車 両 メ ー カ ー に よ る 株 式 所 有 比 率 が 高 く な る と い う  
Ahmadj ian  and  Oxley (200 6)  の分析結果とも概ね整合的である。  
進出年代ダミーのコントロール変数は 90 年代を基準としている。 2000
年代が 10％水準で有意に負である。つまり、90 年代に進出する部品サプラ
イヤーと比べて、2000 年代に進出する部品サプライヤーは車両メーカーに
よる株式所有比率が低い。  
 
6 .  まとめ  
 タイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引データを
用いてトービット・モデルで回帰分析した結果を以下のようにまとめる。  
(1 )  部品サプライヤーの工場から車両メーカーの工場までの距離は車両
メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率と相関関係を持た
ない。  
(2 )  部品サプライヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が尐ない
場合、車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。 
(3 )  タイの自動車生産台数の変動が激しい時は車両メーカーによる部品
サプライヤーの株式所有比率と相関関係を持たない。  
(4 )  車両メーカーより早くタイに進出する部品サプライヤーの場合、取
引先車両メーカーによる株式所有比率が低い。この相関関係に対す
る影響は上場企業と非上場企業と比較し てみれば、上場企業の影響
の方が大きい。  
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また、コントロール変数を実証した結果から次のことが分かった 。  
(5 )  エンジン部品より製造、設計が簡卖なホイール・タイヤ部品、車体
部品（内外装品含み）、供給部品その他を供給するサプライヤーは取
引先の車両メーカーによる株式所有比率が低い。  
(6 )  90 年代に進出する部品サプライヤーと比べて、2000 年代に進出する
部品サプライヤーは車両メーカーによる株式所有比率が低い。  
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表 5 .1 立地的関係特殊投資  
株式所有比率 係数 標準誤差 係数 標準誤差
物理的距離（km) -0.003704 0.024455
輸送時間 （分） 0.014176 0.036889
パワートレイン関係部品 -4.191211 6.560994 -3.569046 6.552449
ステアリング部品 10.440860 9.190193 11.051760 9.185493
サスペンション部品 3.745758 8.564941 4.067337 8.564776
ブレーキ部品 -7.069263 8.639305 -6.663666 8.631879
ホイール・タイヤ部品 -32.661630 12.673530 ** -31.771270 12.635850 **
車体部品（内外装品含み） -11.727000 5.823004 ** -11.227780 5.814266 *
電装部品 -7.450978 8.344152 -7.259823 8.336967
その他 -21.062890 6.535489 *** -20.393210 6.544853 ***
実質売上高（百万円） 0.000004 0.000005 0.000004 0.000005
第2ゾーン -1.200349 6.249678 -0.929184 6.258959
第3ゾーン -1.497606 6.572994 -1.874046 6.562771
80年代 4.120518 9.116439 3.909174 9.093035
2000年代 -6.083164 3.764143 -6.116783 3.761166
2010年代 0.176882 12.985150 0.170637 12.976020
上場企業ダミー -15.424840 4.116863 *** -15.198710 4.118406 ***
定数項 15.353080 9.194162 * 13.208100 9.501473
/sigma 26.5016 1.813798 26.48199 1.812657
Number of obs 351 351
LR chi2(16) 40.78 40.9
Prob > chi2 0.0006 0.0006
Pseudo R2 0.0265 0.0266
Obs. summary: 216 left-censored observations at Own<=0
135 uncensored observations
0 right-censored observations
(1) (2)
 
注） ***は 1％水準で、 **は 5％水準で、 *は 10％水準で係数が有意である
ことを示している。
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表 5 .2  尐数パーティ間の交渉問題  
株式所有比率 係数 標準誤差
取引先車両メーカー数 -8.890076 1.233732 *** 
パワートレイン関係部品 2.796127 5.837549
ステアリング部品 9.799642 8.024952
サスペンション部品 1.039550 7.612020
ブレーキ部品 -2.152006 7.657502
ホイール・タイヤ部品 -16.134830 11.296160
車体部品（内外装品含み） -7.636795 5.188987
電装部品 -8.625162 7.574261
その他 -18.761680 5.727124 ***
実質売上高（百万円） 0.000001 0.000005
第2ゾーン 1.704605 5.643471
第3ゾーン -1.632610 5.844543
80年代 3.398706 7.984468
2000年代 -5.815540 3.389776 *
2010年代 -6.337599 11.657020
上場企業ダミー -6.335808 3.928684
定数項 33.056710 7.885913 ***
/sigma 23.329120 1.567306
Number of obs 351
LR chi2(16) 100.78
Prob > chi2 0
Pseudo R2 0.0655
Obs. summary: 216 left-censored observations at Own<=0
135 uncensored observations
0 right-censored observations
 
注） ***は 1％水準で、 **は 5％水準で、 *は 10％水準で係数が有意である
ことを示している。  
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表 5 .3 環境不確実性  
株式所有比率 係数 標準誤差
マクロ経済ショックダミー -4.659349 5.860843
パワートレイン関係部品 -2.948943 6.573751
ステアリング部品 9.879689 9.148791
サスペンション部品 2.690568 8.651950
ブレーキ部品 -7.545214 8.621960
ホイール・タイヤ部品 -33.618610 12.673080 ***
車体部品（内外装品含み） -11.507720 5.733360 **
電装部品 -7.440871 8.322561
その他 -20.949760 6.424315 ***
実質売上高（百万円） 0.000003 0.000005
第2ゾーン -1.733080 6.278733
第3ゾーン -1.469951 6.527695
80年代 2.517654 9.269193
2000年代 -7.171346 4.004548 *
2010年代 2.947396 13.445240
上場企業ダミー -15.083080 4.105671 ***
定数項 16.084340 8.643101 *
/sigma 26.459150 1.810571
Number of obs 351
LR chi2(16) 41.39
Prob > chi2 0.0005
Pseudo R2 0.0269
Obs. summary: 216 left-censored observations at Own<=0
135 uncensored observations
0 right-censored observations  
注） ***は 1％水準で、 **は 5％水準で、 *は 10％水準で係数が有意である
ことを示している。  
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表 5 .4 行動的不確実性  
株式所有比率 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
相対進出タイミング（四段階測定） -3.122504 1.702221 *
報道前 -11.212470 4.870750 **
建設前 -10.643410 4.546910 **
パワートレイン関係部品 -4.763157 6.426514 -5.239057 6.424928 -4.960310 6.395026
ステアリング部品 9.273194 9.091223 9.487644 9.054937 8.569644 9.064520
サスペンション部品 4.288995 8.505153 4.038725 8.480125 3.474125 8.475119
ブレーキ部品 -6.590366 8.565355 -6.661319 8.546308 -6.741378 8.533663
ホイール・タイヤ部品 -32.195500 12.314610 *** -31.908580 12.207230 *** -32.688230 12.209010 ***
車体部品（内外装品含み） -12.008910 5.721712 ** -12.030880 5.709417 ** -12.594000 5.715532 **
電装部品 -7.110761 8.298589 -7.850789 8.296957 -7.695450 8.270351
その他 -21.129690 6.384917 *** -21.197670 6.373108 *** -21.556660 6.363749 ***
実質売上高（百万円） 0.000003 0.000005 0.000004 0.000005 0.000003 0.000005
第2ゾーン -0.810523 6.209620 -0.529306 6.202252 -0.902732 6.184511
第3ゾーン -2.906883 6.538739 -2.569840 6.492467 -3.132077 6.505376
80年代 9.836344 9.592971 11.795850 9.659599 11.337210 9.539916
2000年代 -8.651095 4.015143 ** -7.691770 3.810512 ** -8.459533 3.878756 **
2010年代 -1.836857 12.933330 -1.485614 12.882960 -2.444397 12.915780
上場企業ダミー -16.138150 4.094717 *** -16.274940 4.081778 *** -16.334080 4.075008 ***
定数項 22.406460 9.387844 ** 18.424670 8.575838 ** 19.936320 8.686189 **
/sigma 26.290960 1.797153 26.206970 1.790210 26.159740 1.786988
Number of obs   351 351 351
LR chi2(16) 44.18 46.23 46.36
Prob > chi2 0.0002 0.0001 0.0001
Pseudo R2 0.0287 0.0301 0.0301
Obs. summary: 216 left-censored observations at Own<=0
135 uncensored observations
0 right-censored observations
(1) (2) (3)
 
注） ***は 1％水準で、 **は 5％水準で、 *は 10％水準で係数が有意である
ことを示している。
表 5.5 追加分析 
株式所有比率 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
四段階測定＊上場企業 -5.617026 1.903591 ***
四段階測定＊非上場企業 1.841212 1.950031
報道前＊上場企業 -19.797870 6.189855 ***
報道前＊非上場企業 7.067871 7.125638
建設前＊上場企業 -17.999870 5.597051 ***
建設前＊非上場企業 6.562462 6.577458
パワートレイン関係部品 -4.970958 6.442551 -6.635062 6.645057 -6.345860 6.605803
ステアリング部品 8.363794 9.097854 7.465507 9.345169 6.739817 9.346426
サスペンション部品 4.516063 8.536979 1.973421 8.743392 1.738369 8.743059
ブレーキ部品 -7.699843 8.638048 -7.123798 8.902396 -7.884972 8.865283
ホイール・タイヤ部品 -33.011160 12.201400 *** -35.190640 12.504500 *** -35.986830 12.511960 ***
車体部品（内外装品含み） -12.443240 5.744020 ** -13.189940 5.916298 ** -13.283540 5.913613 **
電装部品 -6.210756 8.351337 -9.755812 8.574400 -8.713999 8.551035
その他 -21.140960 6.422399 *** -19.994690 6.598540 *** -20.470800 6.589742 ***
実質売上高（百万円） 0.000003 0.000005 0.000002 0.000005 0.000002 0.000005
第2ゾーン 0.422408 6.235918 0.777314 6.447867 0.361989 6.414341
第3ゾーン -1.111058 6.521668 0.111552 6.703941 -0.166970 6.701839
80年代 9.428770 9.662033 11.127620 10.068110 11.538630 9.906733
2000年代 -8.193280 4.036797 ** -7.700353 3.961379 * -8.219505 4.027221 **
2010年代 -3.574608 12.905590 -5.404372 13.267270 -6.174697 13.264700
上場企業ダミー
定数項 9.930935 8.840004 5.283261 8.373024 6.326264 8.454340
/sigma 26.353580 1.795031 27.154150 1.848302 27.072400 1.842575
Number of obs   351 351 351
LR chi2(16) 46.72 40.97 41.46
Prob > chi2 0.0001 0.0006 0.0005
Pseudo R2 0.0304 0.0266 0.0269
Obs. summary: 216 left-censored observations at Own<=0
135 uncensored observations
0 right-censored observations
(1) (2) (3)
 
注）***は 1％水準で、**は 5％水準で、*は 10％水準で係数が有意であることを示している。 
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第 6 章 
分析結果解釈 
 
 機会为義と限定合理性という人間の特性と、環境不確実性の２つを前提にしているTCE
は、取引関係において、自らの利益を守るために取引相手の利己的な行動に搾取される可
能性を低める方法を明らかにした。複雑な世界では、契約は一般的に不完全であることを
前提にしているため、特定の取引に関係特殊性が高い投資をした人は相手に搾取される可
能性が高い。TCEは相手の搾取行動を防ぐ対策として、取引の特徴によって取引費用が最小
限になる合理的なガバナンス・メカニズムの選択が必要だと为張した。ガバナンス・メカ
ニズムは取引を外部化（市場）、内部化（垂直統合）、そしてその中間であるハイブリッド
など択一的アライメントがある。 
TCE は欧米国を中心に自動車産業をはじめとする様々な産業で実証された。先行研究を
レビューした結果、関係特殊投資と不確実性の度合い、取引に参加するパーティ間の数に
よって企業は垂直統合や長期契約や資本所有関係など適切なフォーマルのガバナンス形態
を選択する傾向があることが明らかになった。 
日本やアジアの国々において TCE を実証した研究の数は限られているが、日本の自動車
産業についての研究は豊富である。日本の自動車産業の場合は日本の特殊の制度、取引環
境において、リピートゲームの観点によると長期継続的取引を前提に、計算上で成り立っ
た信頼と評判というインフォーマルなガバナンス形態の有効性が高い。このことは
Ahmadjian and Oxley (2006) の日本の車両メーカーと部品サプライヤーのデータで回帰分析
した研究結果によって実証された。つまり、日本の特殊な取引環境において信頼と評判と
いうインフォーマルなガバナンス形態の役割が大きいので部品サプライヤーの関係特殊投
資を促すために車両メーカーが部品サプライヤーの尐数の株式所有だけで強いガバナンス
の役割が果すことが明らかになった。 
 本研究の目的は、1985 年のプラザ合意による円高の影響を受け、一斉に海外生産展開し
た日本の車両メーカーと部品サプライヤーは日本国内と違う海外の取引環境でも信頼と評
判というインフォーマルなガバナンス形態が国内の取引と同じように再現できているのか
を検証することである。これを検証するために 1989 年以降にタイに進出した車両メーカー
と部品サプライヤーの取引のデータを用いて、次の 4 つの仮説を検証した。 
 仮説 1： 
部品サプライヤーの工場と供給先車両メーカーの工場の距離が近い場合は、車両メーカ
ーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。 
仮説 2： 
 部品サプライヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が尐ない場合は、車両メーカ
ーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。 
仮説 3： 
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 部品サプライヤーがタイの自動車生産台数の変動が激しい時期に進出する場合は、車両
メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。 
仮説 4： 
 部品サプライヤーが車両メーカーより早く進出する場合は、車両メーカーによる部品サ
プライヤーの株式所有比率が高い。 
検証分析の結果、まず第 1 の仮説は支持されなかった。部品サプライヤーの工場から車
両メーカーの工場までの距離と車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率の間
には相関関係が確認されなかった。この結果は Jing (2009) の日本国内の車両メーカーと部
品サプライヤーのデータで実証した結果と整合的である。Jing の研究結果は日本の車両メー
カーは部品サプライヤーの立地的関係特殊投資を促すために資本関係というフォーマルな
ガバナンス形態ではなく信頼と評判によるガバナンスを使用しているではないかという解
釈が可能である。本研究で実証した結果によると信頼と評判のガバナンス形態がタイに生
産展開した車両メーカーと部品サプライヤーによって日本国内と違ったタイの取引環境で
再現されているといえるであろう。 
また、第 2 の仮説は支持された。部品サプライヤーの日本国内での取引車両メーカーの
数と車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率の間に負の相関関係が確認され
た。部品サプライヤーの日本国内での取引先車両メーカーの数が尐ない場合、車両メーカ
ーによる部品サプライヤーの株式所有比率が高い。顧客の数が尐ないほど、取引が取り消
しされた場合、部品サプライヤーは代替の顧客を探すチャンスが低い。また、取引先車両
メーカーの数が尐ないことは、部品サプライヤーが供給する部品はその取引先車両メーカ
ーと関係特殊性が高い部品である可能性がある。よって、取引先車両メーカーの数が尐な
い部品サプライヤーほど取引先の車両メーカーの機会为義的行動に損害を受けやすいので、
タイに進出するとき車両メーカーによる株式所有比率というフォーマルなガバナンス形態
で保証される必要がある。この結果は Pisano (1989) の米国のバイオテクノロジー産業と 
Jing (2009) の日本国内の自動車産業で実証した結果と整合的である。 
第 3 の仮説は支持されなかった。マクロ経済ショックと車両メーカーによる部品サプラ
イヤーの株式所有比率の間に相関関係が確認されなかった。つまり、車両メーカーによる
部品サプライヤーの資本所有関係は車両メーカーが部品サプライヤーをタイの自動車生産
台数の変動が激しい時期（需要不確実性が高い時期）にタイに生産展開を促進するための
ガバナンス形態ではない。したがって、需要不確実性に対応するガバナンス形態は、資本
所有というフォーマルなガバナンス形態ではなく、インフォーマルな信頼と評判である可
能性がある。契約のようなフォーマルなガバナンス形態は、取引の事前にすべてを予測し、
詳細に記載しなければならないが、インフォーマルなガバナンス形態は予測不可能な要素
を逐次的に考慮し、計画を変更しうる点で柔軟性に富んでいる。したがって、Kreps (1990) が
不確実性に対応する手段の一つとして評判を論じたように、本研究でも信頼と評判がフォ
ーマルなガバナンス形態に代替したと解釈できる。 
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第 4 の仮説も支持されなかった。車両メーカーと部品サプライヤーのタイへの相対進出
タイミングと車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率の間に負の相関関係が
確認された。つまり、車両メーカーより早くタイに進出する部品サプライヤーほど取引先
車両メーカーによる株式所有比率が低い。これは Kreps が提案したリピートゲームの観点か
ら考えると、車両メーカーと資本関係が薄い部品サプライヤーほど、取引先の車両メーカ
ーを先立って進出することは車両メーカーに対する忠誠心をアピールして車両メーカーの
自分に対する信頼と評判を高めようとしていると考えられる。これによって次回の部品開
発コンペやタイでの取引を受注されやすくなるという解釈が可能である。 
また追加分析結果によると、部品サプライヤー全体において車両メーカーより早く進出
する企業ほど車両メーカーによる株式所有比率が低い、この影響は上場企業と非上場企業
と比較してみれば、上場企業の影響の方が大きいことが分かった。つまり、上場企業の方
が車両メーカーより早くタイに進出する戦略をとる傾向がある。 
このように、信頼と評判を大事にしている日本的取引では相手の行動的不確実性に対す
るガバナンスは資本関係などのフォーマルな形態ではなく、むしろ信頼と評判によるイン
フォーマルな形態の方が有効的である。この傾向は日本国内ではなく、タイに進出した車
両メーカーと部品サプライヤーの取引データで実証された。つまり、信頼と評判による日
本のインフォーマルガバナンス形態はタイの取引環境においても適用していることである。 
その他、本研究の仮説ではないが、コントロール変数の回帰分析によって次の結果も確
認できた。供給部品ダミーのコントロール変数はエンジン関係部品を基準としている。ホ
イール・タイヤ部品、車体部品（内外装品含み）、供給部品その他は車両メーカーによる部
品サプライヤーの株式所有比率と負の相関関係が確認できた。ホイール・タイヤや車体部
品、その他の部品は製造、設計がエンジン部品より簡卖なので標準化される傾向がある。
これらの部品を供給するサプライヤーは取引先の車両メーカーによる株式所有比率が低い。
こうした結果は製造が難しい部品ほど車両メーカーが内製する傾向があるという米国の自
動車産業で実証したMonteverdi and Teece (1982) と車両メーカーによる株式所有比率が高く
なるという日本の自動車産業で実証した Ahmadjian and Oxley (2006) の分析結果とも概ね
整合的である。つまり、米国の自動車産業、日本国内の自動車産業そしてタイに生産展開
した日本自動車産業においても関係特殊性が高い部品ほど、車両メーカーはフォーマルな
ガバナンス形態を選択する傾向がある。 
進出年代ダミーのコントロール変数は 90 年代を基準としている。2000 年代が車両メーカ
ーによる部品サプライヤーの株式所有比率の間に負の相関関係が確認された。90 年代に進
出する部品サプライヤーと比べて、2000 年代に進出する部品サプライヤーは車両メーカー
による株式所有比率が低い。2000 年代は 90 年代と比べるとタイに進出した車両メーカーの
数と生産台数の増加とともに、部品サプライヤーにとって部品の受注も確保しやすいと解
釈できる。 
まとめると、本論文の分析結果は以下の 3 点を明らかにしている。 
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(1)タイに生産展開した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引を維持するガバナ
ンス形態は取引特性によって違う。この結果は取引相手の搾取行動を防ぐ対策として取引
の特徴によって取引費用が最小限にするために、択一的アライメントのガバナンス形態か
ら合理的なガバナンスの選択が必要であるという TCE の为張と整合的である。  
(2)タイに生産展開した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引データで実証した
結果は Ahmadjian and Oxley (2006) と Jing (2009) の日本国内での車両メーカーと部品サプ
ライヤーの取引関係を実証多結果と整合的である。したがって、尐数間取引以外において
は、日本国内の取引環境と違ったタイにおいても日本の車両メーカーと部品サプライヤー
の取引を維持するためのガバナンス形態が日本国内と同様に再現しているといえる。 
さらに、(3)環境不確実性と行動的不確実性に関する仮説を実証した結果から、リピート
ゲームによる信頼と評判という日本的ガバナンス形態は不確実性が高い取引に対して有効
性が高い。このガバナンス形態はタイの取引環境において適用している。 
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第 7 章 
要約と結論 
 
 これまで、タイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引データを TCE
の分析フレームワークを用いて分析してきた。本章では、本論文のおける発見事実を要約
し、その理論的、実践的含意を示す。 
 
1. 発見事実の要約 
 TCEは機会为義 （opportunistic behavior）と限定合理性（bounded rationality）という人間
の基本的な特性と、環境不確実性・複雑性、取引の尐数性、情報の偏在性という環境の基
本的な特性の2つの特性を前提にしている。ある取引関係において自らの利益を守るために
取引相手の利己的な行動に搾取される可能性を低める方法として、関係特殊投資、不確実
性、取引頻度という3つの尺度で測る取引の特性によって取引費用が最小限になる合理的な
ガバナンス・メカニズムの選択が必要だと为張した。ガバナンス・メカニズムは取引を外
部化（市場）、内部化（垂直統合）、そして、その中間であるハイブリッドなど択一的アラ
イメントがある。 
TCE は欧米国を中心に自動車産業をはじめとする様々な産業で実証された。先行研究を
レビューした結果、関係特殊投資と不確実性の度合い、取引に参加するパーティ間の数に
よって垂直統合や長期契約や資本所有関係など適切なフォーマルのガバナンス形態を選択
されることが明らかになった。 
日本やアジアの国々において TCE を実証した研究の数は限られているが日本の自動車産
業についての研究は豊富である。日本の自動車産業の場合は日本の特殊の制度、取引環境
において、リピートゲームの観点によると長期継続的取引を前提に、計算上で成り立った
信頼と評判というインフォーマルなガバナンス形態の有効性が高い。このことは Ahmadjian 
and Oxley (2006) の日本の車両メーカーと部品サプライヤーのデータで回帰分析した研究
結果によって実証された。日本の特殊な取引環境において信頼と評判というインフォーマ
ルなガバナンス形態の役割が大きいので部品サプライヤーの関係特殊投資を促すために、
車両メーカーが部品サプライヤーの尐数の株式所有だけで強いガバナンスの役割が果すこ
とが明らかになった。 
 本研究の目的は 1985 年のプラザ合意による円高の影響を受け、一斉に海外生産展開した
日本の車両メーカーと部品サプライヤーは日本国内と違う海外の取引環境でも信頼と評判
というインフォーマルなガバナンス形態が再現できているのかを検証することである。こ
れを検証するために 1989 年以降にタイに進出した車両メーカーと部品サプライヤーの取引
のデータを用いて、トービット・モデルで検証した。 
 検証した結果に基づき、本論文の発見事実は以下の 3 点である。 
(1)タイに生産展開した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引を維持するガバナ
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ンス形態は取引特性によって違う。この結果は取引相手の搾取行動を防ぐ方策として取引
の特徴によって取引費用が最小限に択一的アライメントのガバナンス形態から合理的なガ
バナンスの選択が必要であるという TCE の为張と整合的である。  
(2)タイに生産展開した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引データで実証した
結果は Ahmadjian and Oxley (2006) と Jing (2009) の日本国内での車両メーカーと部品サプ
ライヤーの取引関係を実証した結果と整合的であるため、日本国内の取引環境と違ったタ
イにおいても日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引を維持するガバナンス形態が
日本国内と同様に再現している。 
(3)環境不確実性と行動的不確実性に関する仮説を実証した結果から、リピートゲームに
よる信頼と評判という日本的ガバナンス形態は不確実性が高い取引に対して有効性が高い
ことが明らかになった。このガバナンス形態はタイの取引環境において適用している。 
 
2. 含意 
 本論文は先行研究や経営の実践に対して、どのような含意を持つだろうか。本節では、
本論文の含意について検討する。 
 
2.1 理論的含意 
 本論文の第一の貢献は、タイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引
を維持するガバナンス形態は取引特性によって違うことを明らかにした。本研究が実証し
た結果は TCE が为張したことと整合的であることを証明したことである。 
また、本論文の第二の貢献は、タイに生産展開した日本の車両メーカーと部品サプライ
ヤーの取引データで実証した結果が Ahmadjian and Oxley (2006) と Jing (2009) の日本国内
での車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係を実証した結果と整合的であることを発
見した。つまり、日本国内の取引環境と違ったタイにおいても日本の車両メーカーと部品
サプライヤーの取引を維持するガバナンス形態が日本国内と同様に再現されていることで
ある。 
Kreps (1990) が繰り返しゲームによる信頼と評判は不確実性に対応する手段の一つだと
論じた。本論文は環境不確実性と行動的不確実性に関する仮説を実証した結果から Kreps
が提案したとおり、信頼と評判という日本的ガバナンス形態は不確実性が高い取引に対し
て有効性が高いことが明らかになった。これは本論文の第三の貢献である。 
本論文第四の貢献は先行研究をレビューした結果によると、TCE の源であるアングロサ
クソン系の国の様々な産業を実証した研究は数多くあるが、非アングロサクソン系の国の
産業を実証した研究はほとんど見られなかった。本論文は非アングロサクソン系の国の産
業を実証した数尐ない論文の一つである。 
本論文で使用した「相対進出タイミング」のデータは日経テレコン 21、有価証券報告書、
社史、会社のホームページを使って作成したものである。「距離」のデータは Google map
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を使って測定した。「資本所有比率」などの財務データは『Nikkei NEEDS-Finacial QUEST』
と日本経済新聞『会社年鑑・上場会社版』1988-2012 年版、日本経済新聞『会社総監・未上
場会社版』1989－2005 年版、東洋経済新報『会社四季報・未上場会社版』1988－2012 年版
にも続いて作成した。「供給部品ダミー」が東洋経済新報社『海外進出企業総覧』[国別編]1973
－2012 年版と会社のホームページに供給部品の種類に関する情報を収集、アイアールシー
『自動車部品産業の実態』2004 年版の部品分類仕方を参考に作成した。本論文で使用した
データは研究者自ら作成したデータである。これは本論文の 5 つ目の貢献である。 
 
2.2 実践的含意 
 次は本論文の経営の実践に対して持つ意義について検討する。 
先行研究をレビューした結果、取引相手の機会为義的行動を抑制する欧米のフォーマル
なガバナンス形態と違って日本の自動車産業では長期持続的取引を前提にして信頼と評判
というインフォーマルなガバナンス形態の有効性が高いことが明らかになった。さらに、
信頼と評判に基づくメカニズムは取引費用が発生しないという点でより合理的である。日
本自動車産業は、このような優れたガバナンス・メカニズムを基盤として、良好な業績を
実現できることと需要不確実性をも吸収してきた。その結果、日米の車両メーカーと部品
メーカーを比較すると、米国に比べて日本の自動車産業は非常に良い業績を残している。 
タイに進出した日本の車両メーカーと部品サプライヤーの取引関係を実証した本論文の
分析結果によると、信頼と評判という日本的ガバナンス形態は日本国内環境と違ったタイ
においても適用できることが明らかにした。またタイに進出した車両メーカーと部品サプ
ライヤーは成功していることから、実践の経営において、信頼と評判に基づいた取引環境
を作り上げることが、経営の良い業績につながると言える。海外進出と言う予測不可能な
環境において、柔軟性の高いインフォーマルなガバナンス形態は有効性を発揮できる。信
頼を構築することにより、契約に関するトラブルが減尐し、取引当事者がより協力的な環
境で取引をすることができることが、日本の車両メーカーと部品サプライヤーの強みであ
った。 
  
3. 限界と今後の課題 
 いくつか発見と貢献を得ることができたとはいえ、本論文にはいくつかの限界も存在す
る。最後に、本論文が抱える限界と、今後の研究に向けた展開を行う。 
 本論文の限界は現地法人が供給する部品の種類によって 9 つのダミー変数をコントロー
ル変数として実証したことである。実証した結果によって、部品の種類により車両メーカ
ーによる部品サプライヤーの株式所有比率が違うことが分かった。このように、部品ごと
の関係特殊性と車両メーカーによる部品サプライヤーの株式所有比率の相関関係を実証で
きると、さらに TCE を背景とした研究に貢献できたかもしれない。しかし、今回は時間の
関係で本論文では部品ごとの関係特殊性を測れなかったため今後の研究課題にする。 
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『日経産業新聞 』、2012/04/27  
「タイ工場増強、三菱自が 25 億円」、『日本経済新聞 朝刊 』、2012/11/16  
「トヨタタイ市場で攻勢、乗・商用車を 20％増産――トラック架装会社も新設」、『日経産
業新聞』、1988/08/19   
「タイ・トヨタ、年産 15 万台に拡大――3 倍、100 億円投資、93 年メド」、『日本経済新聞 
朝刊』、1990/01/24   
「タイ工場をトヨタが拡張」、『日本経済新聞 朝刊』、1992/03/12   
「トヨタ、タイに新工場」、『日経産業新聞』、1992/03/12   
「乗用車、タイで大幅増産――トヨタは 7 割増、日産は 1．5 倍、低関税を追い風に」、『日
本経済新聞 朝刊』、1992/09/28   
「トヨタ、タイの工場新増設――97 年に生産能力倍増」、『日本経済新聞 朝刊』、1993/02/18   
 「トヨタ、タイで生産倍増――97 年新工場フル稼働」、『日経産業新聞』、1993/02/18   
「トヨタ、タイ工場の定礎式」、『日経産業新聞 』、1993/11/16  
「トヨタのアジア専用車、タイで生産 3 万 6000 台――来年から、組み立て工場増強」、『日
本経済新聞 朝刊 』、1996/04/11  
「自動車各社、タイで稼働率急上昇――6 社で 70％、現地市場好調受け」、『日本経済新聞 
朝刊』、2002/09/26   
「トヨタ、タイでフル生産、通貨危機後初めて――乗用車工場も 2 交代」、『日経産業新聞 』、
2003/03/11  
「トヨタ、タイ生産倍増 40 万台――2006 年メド」、『日本経済新聞 朝刊』、2004/05/07   
「トヨタ、タイに新工場、500 億円投資――戦略車、年 20 万台量産へ」、『日本経済新聞 朝
刊 』、2005/01/31  
「トヨタ、タイ工場を増強、100 億円投資、年 60 万台、東单アで拡販」、『日本経済新聞 朝
刊』、2010/12/04   
「トヨタ、为力車種はフル生産――タイでは 23 日から、トヨタ、前倒しで正常化」、『日経
産業新聞 朝刊』、2011/05/13   
「トヨタ、タイに新工場、169 億円投資、生産能力 76 万台に」、『日本経済新聞 朝刊』、
2012/01/18   
「トヨタ、タイで新工場稼働」、『日本経済新聞 朝刊』、2013/08/27   
「日産、タイで乗用車拡販――月産 3000 台の新工場着工へ」、『日経産業新聞』、1990/02/06 
日 
「日産、タイ提携先 2 社に出資――92 年までに工場新設」、『日経産業新聞』、1990/07/27   
「日産、ＳＭＣ系 2 社に出資――タイ市場急拡大に対応」、『日経産業新聞』、1990/07/27   
「日産が資本参加のタイ 2 会社が発足」、『日経産業新聞』、1990/11/27   
「日産、タイに新工場、生産能力、年 15 万台に拡大」、『日本経済新聞 朝刊』、1993/04/28   
「日産、タイで 5割増産――商用車、98年に 10万台体制」、『日本経済新聞 朝刊』、1995/04/23   
「日産、東单アで大幅増産――2000年に 30万台体制に、部品調達も拡充」、『日経産業新聞』、
1996/03/26   
「タイの合弁会社、日産、経営権を取得――出資比率高め生産増強」、『日本経済新聞 朝
刊』、2004/04/03   
「タイ合弁経営権、日産が取得発表」、『日本経済新聞 朝刊 』、2004/04/06  
「日産、タイ生産 5 割増強」、『本経済新聞 朝刊］スズキ・日産、タイで低燃費車、新工
場建設、10 年から生産』、2004/07/03 日 
「日産、タイで小型車生産――1000cc 級、アジア市場開拓」、『日本経済新聞 朝刊』、
2008/03/26   
「日産、タイ生産を倍増、年 40 万台、300 億円で新工場」、『日本経済新聞 朝刊』、2012/10/24   
「日産、タイ新工場発表、新興国向け輸出拠点に――ピックアップなど年 15 万台」、『日本
 経済新聞 朝刊』、2012/11/03   
「マツダ・フォード、タイで合弁生産へ――企業化調査に着手」、『日本経済新聞 朝刊』、
1994/08/25   
「タイでの小型トラック生産、マツダとフォード合意」、『日経産業新聞』、1994/08/25 日経
産業新聞  
「タイでトラック生産、マツダ、フォード正式発表」、『日本経済新聞 朝刊』、1995/08/04   
「マツダと米フォード、小型トラックのタイ合弁起工式」、『日経産業新聞』、1996/02/07 日
経産業新聞 
「マツダ、タイ合弁会社で試験操業を開始」、『日経産業新聞』、1997/10/21 日経産業新聞 
「タイのフォード・マツダ合弁、小型トラック生産開始」、『日経産業新聞』、1998/07/03 日
経産業新聞 
「フォード、タイで増産、5 割増の年産 20 万台に――マツダと計 590 億円投資」、『日本経
済新聞 夕刊』、2003/10/14   
「三菱自、タイで新型ピックアップ発売――トヨタ・マツダ・いすゞ、タイ生産能力拡大」、
『日経産業新聞』、2005/08/26   
「マツダ、タイ・北米に新工場、小型車、フォードの戦略拠点に」、『日本経済新聞 朝刊』、
2006/11/24   
「マツダ中計発表、世界販売 2010 年度 160 万台、タイ工場を検討」、『日本経済新聞 朝刊』、
2007/03/23   
「フォードとのタイ合弁、累計生産 100 万台に」、『日本経済新聞 地方経済面 広島』、
2007/07/24   
「マツダ、タイ新工場、09 年稼働――フォードと合弁、両社で年 10 万台」、『日本経済新聞 
朝刊 』、2007/10/10  
「マツダ、タイの新工場完成、フォードと合弁」、『日本経済新聞 朝刊』、2009/07/14   
「本田、タイ生産、2．5 倍に、100 億円かけ新工場建設――アジアカー拠点に」、『日本経
済新聞 朝刊 』、1994/10/17  
「タイに新工場、本田が発表」、『日本経済新聞 朝刊』、1994/10/26   
「グループ収益アジアにかける（5）本田技研工業――タイに新工場建設」、『日経金融新聞』、
1995/01/12   
「本田技研、タイ四輪生産会社新工場で開所式」、『日経産業新聞』、1996/04/25   
「本田のタイ工場、今年度、四輪車生産 38％増へ――稼働率は 5 割近くに」、『日経産業新
聞』、1999/07/19   
「本田、タイで増産体制へ――新車販売計画を上方修正」、『日経産業新聞』、2000/06/14   
「ホンダ、タイ工場、初のフル稼働に――来月下旬、2 交代制導入」、『日本経済新聞 朝刊』、
2002/03/29   
「タイ拠点をアジアの核に――ホンダ、生産力増強、トヨタ、2 交代制へ」、『日経産業新聞』、
 2003/04/21  
「タイを「エコカー」拠点に、09 年秋から減税、優遇政策に対応――ホンダ、トヨタ」、『日
本経済新聞 夕刊』、2007/06/06   
「ホンダ、タイに第 2 工場、低燃費四輪車、アルゼンチンは新設」、『日本経済新聞 夕刊 』、
2007/07/18  
「タイ第 2 工場、ホンダが稼働」、『日本経済新聞 朝刊』、2008/10/21   
「ホンダ、タイ四輪車第 2 工場が稼働」、『日経産業新聞』、2008/10/22 
「ホンダ、タイ新工場、15 年にも、洪水リスク分散」、『日本経済新聞 朝刊』、2012/03/27   
「ホンダ、タイ工場増強、四輪車向け、既存設備を拡充」、『日本経済新聞 朝刊 』、2012/11/24  
「ホンダ新工場発表、タイの生産能力 5 割増、輸出拠点にも」、『日本経済新聞 朝刊』、
2013/02/07   
「ホンダ、タイの新工場着工、15 年稼働予定、現地生産能力 5 割増」、『日本経済新聞 朝
刊 』、2013/07/11  
「スズキ、タイに 2010 年夏稼動予定で四輪車新工場を建設」、『プレスリリース』、2007/12/07  
「スズキ、タイで工場用地取得――エコカー生産へ」、『日経速報ニュースアーカイブ』、
2008/01/28 22:39   
「スズキ、タイの四輪車工場の建設を開始」、『日経速報ニュースアーカイブ 』、2009/11/24 
15:10  
「型エコカー、三菱自、タイ新工場、450 億円投資、来年末に稼働」、『日経産業新聞 』、
2010/07/06  
「タイ、小型車の生産基地に――エコカー優遇措置誘因（ニュースの理由）」、『日本経済新
聞 夕刊』、2010/12/27   
「新「スイフト」タイ発売、スズキ、現地工場で生産」、『日経産業新聞』、2012/03/22 日経
産業新聞 
「スズキ、タイで新型「スイフト」の生産・販売を開始」、『プレスリリース』、2012/03/21  
「スズキ、タイ生産能力を倍増、アジア共通モデル安く、年 10 万台に」、『日本経済新聞 朝
刊』、2013/11/28  
  
 付録表 4.1 情報が収集できない会社 
 
部品サプライヤー 現地法人 設立
1 日本クラッチ（株） Thai NKK Metal Co.,Ltd. 1989年6月
2 東京ガスケット工業（株） Thai TGK Industry Corporetion Limited 1990年6月
3 五光発條（株） Goko Spring(Thailand)Co., Ltd. 1991年2月
4 菊和ダイカスト（株） Thai Kikuwa Industries Co., Ltd. 1991年4月
5 (株）日立オートモティブシステムズ Siam Hitachi Automotive Products Ltd. 1994年6月
6 エヌエスシイ（株） Shin-EI High Tech Co.,Ltd. 1994年6月
7 マルイ工業（株） Marui Sum （Thailand） Co., Ltd. 1994年6月
8 (株）アツミテック Atsumitec(Thailand)Co.,Ltd. 1994年7月
9 (株）山田製作所 Yamada Somboon Co., Ltd. 1994年11月
10 東洋濾器製造(株） Toyo Roki(Thailand) Co., Ltd. 1994年11月
11 ナンヨー（株） M.N.T. Co., Ltd. 1994年12月
12 ティ・エス　テック(株） TS Tech(Thailand)Co.,Ltd. 1995年3月
13 ROKI(株） Roki (Thailand) Co., Ltd. 1995年6月
14 美濃工業（株） Mino(Thailand)Co., Ltd. 1995年8月
15 (株）近藤製作所 Konsei(Thailand)Co.,Ltd. 1996年2月
16 （株）ファインシンター Thai Fine Sinter Co.,Ltd. 1996年5月
17
（株）ヴァレオジャパン
Valeo Thermal systems Japan corporation
Valeo Compressor (Thailand)Co., Ltd.旧
社名：Zexel Valeo Compressor(Thailand)
Co.,Ltd.
1996年6月
18 明和製作所 Meiwa　Mold (Thailand) Co., Ltd. 1997年1月
19 美幸工業（株） Miyuki Industries(Thailand)Co., Ltd. 1997年6月
20 （株）アンセイ Summit Ansei Auto Parts Co.,Ltd. 1997年7月
21 片山工業(株） Ingress Autoventures Co.,Ltd. 1997年8月
22 (株）カネミツ Kanemitsu Pulley Co.,Ltd. 1999年11月
23 エヌエスシイ Shin-EI Precision(Thailand)Co.,Ltd. 2001年10月
24 ゲイツ・ユニッタ・アジア（株） Gates Uniｔta (Thailand）Company Ltd. 2002年6月
25 コイワボンドマニュファクチャリング Koiwabond(Thailand)Co.,Ltd. 2004年2月
26 ジー・ピー・ダイキョー（株） DMS Tech Co.,Ltd. 2005年1月
27 (株）キリウ Kiriu Thailand Co., Ltd. 2006年2月
28 ミツワ化学 Mitsuwa Chemical (Thailand) Co., Ltd. 2007年4月
29 THKリズム THK Rhythm(Thailand) Co.,Ltd. 2007年7月
30 光生アルミニューム工業（株） Kosei Aluminum(Thailand)Co.,Ltd. 不明
31 メイジフローシステム Technomeiji Rubber(Thailand) Co., Ltd. 不明
出典：データソースにより筆者作成 
 
 付録表 4.2 現地法人を設立する前年に車両メーカーと取引関係がない部品サプライヤー 
 
部品サプライヤー　 現地法人 設立
1 日本製麻(株） Sahakit Wisarn Co.,Ltd. 1989年11月
2 サンデン（株）（機械） Sanden Intercool(Thailand)Public., Ltd. 1990年6月
3 日泉化学（株） Nissen Chemitec(Thailand)Ltd. 1994年11月
4 昭和アルミニウム（2001年3月昭和電工と合
併）
Showa Aluminum (ThaiLand)Co.,Ltd 1994年6月
5 セーレン（株） Saha Seiren Co., Ltd. 1994年12月
6 タカタ Takata－TOA　Co.,Ltd. 1994年7月
7 日発精密工業（株）ニッパツG NHK Precision Thailand Co., Ltd. 1994年10月
8 三井金属（株）登記社名：三井金属鉱業
（株）
Mitsui Grinding Techonology (Thailand)Co.,
Ltd.
1994年11月
9 三井金属（株）登記社名：三井金属鉱業
（株）
Mitsui Siam Components Co., Ltd. 1995年2月
10 三光合成（株）（化学・医薬） Sanko Gosei Technology (Thailand) Ltd. 1994年12月
11 知多鋼業（株） Siam Chita Co., Ltd. 1996年2月
12 (株）フコク Siam Fukoku Co.,Ltd. 1995年12月
13 ゴムノイナキ（株）（ゴム） Thainak Industries Co., Ltd. 1996年1月
14 三光合成（株）（化学・医薬） Sanko Gosei (Thailand) Ltd. 1996年2月
15 トライス（株） Tris(Thailand)Co., Ltd. 1996年6月
16 日清紡ホールディングス（株）
（日清紡績）
Nissinbo Somboon Automotive Co., Ltd. 1996年6月
17 松下電池工業（株） Panasonic Battery (Thailand)Co., Ltd. 1996年12月
18 (株）ソミック石川 Somboon Somic Manufacturing Co., Ltd. 1997年4月
19 エッチ・ケー・エス HKS(Thailand)Co.,Ltd. 2001年6月
20 日東電工マテックス（株）（2000年に日東電
工により設立された）
Nitto Matex (Thailand)Co., Ltd. 2001年8月
21 GMB Thai GMB Industry Co.,Ltd. 2001年9月
22 ダイセル（株） Daicel Safety Systems(Thailand) Co., Ltd. 2002年9月
23 日立電線（株） Ayutthaya HCL Co., Ltd. 2003年12月
24 サンデン（株）（機械） Sanden(Thailand)Co.,Ltd. 2005年4月
25 マルイ工業（株） Marui Industry(Thailand) Co.,Ltd. 2007年1月
26 GMB Thai Kyowa GMB Co.,Ltd. 2009年6月  
出典：データソースにより筆者作成
 付録表 4.3 サンプル 
 
  部品サプライヤー 車両メーカー 現地法人 設立 車両メーカー現地進出状況 
1 (株）ケーヒン 本田技研工業 Keihin (Thailand)Co., Ltd. 1989 年 5 月 1989 年 
いすゞ      ：商用車生産ラインの増設 
三菱自動車 ：トラック工場増設 
トヨタ       ：2 直生産導入 
2 プレス工業(株） いすゞ自動車 Thai Summit PKK Bangna Co.,Ltd.  1989 年 6 月 
3 プレス工業(株） 日産自動車 Thai Summit PKK Bangna Co.,Ltd.  1989 年 6 月 
4 プレス工業(株） 三菱自動車工業 Thai Summit PKK Bangna Co.,Ltd.  1989 年 6 月 
5 プレス工業(株） マツダ Thai Summit PKK Bangna Co.,Ltd.  1989 年 6 月 
6 光洋精工（株） トヨタ自動車 Koyo Manufacturing (Thailand) Co., Ltd. 1989 年 6 月 
7 光洋精工（株） 三菱自動車工業 Koyo Manufacturing (Thailand) Co., Ltd. 1989 年 6 月 
8 光洋精工（株） スズキ Koyo Manufacturing (Thailand) Co., Ltd. 1989 年 6 月 
9 
柳河精機 本田技研工業 
Yanagawa Tehcno Forge (Thailand) Co., 
Ltd. 
1989 年 7 月 
10 
柳河精機 日産自動車 
Yanagawa Tehcno Forge (Thailand) Co., 
Ltd. 
1989 年 7 月 
11 日信工業(株） 本田技研工業 Keihin Metal (Thailand) Co., Ltd. 1989 年 9 月 
12 日信工業(株） トヨタ自動車 Keihin Metal (Thailand) Co., Ltd. 1989 年 9 月 
13 
日信工業(株） 本田技研工業 
Nissin Brake System Co., Ltd(Nissin 
Brake (Thailand) Co., Ltd.に合併） 
1990 年 2 月 
 
 
1990 年 
いすゞ：フル生産能力 20 万台第 2 工場 
14 
日信工業(株） トヨタ自動車 
Nissin Brake System Co., Ltd(Nissin 
Brake (Thailand) Co., Ltd.に合併） 
1990 年 2 月 
  
 
 
15 東陽工業（株） マツダ Able Progress Industries Co., Ltd. 1990 年 2 月 （サムロン工場）建設 
日産自動車 ：乗用車専門工場棟建設 16 東陽工業（株） スズキ Able Progress Industries Co., Ltd. 1990 年 2 月 
17 
(株）TBK  三菱自動車工業 
TBKK (Thailand) Co.,Ltd.（TBK 
Krungthep Co., Ltd.） 
1990 年 3 月 
18 
(株）TBK  いすゞ自動車 
TBKK (Thailand) Co.,Ltd.（TBK 
Krungthep Co., Ltd.） 
1990 年 3 月 
19 ティラド 三菱自動車工業 TORC Co.,Ltd. 1990 年 4 月 
20 ティラド トヨタ自動車 TORC Co.,Ltd. 1990 年 4 月 
21 ティラド 本田技研工業 TORC Co.,Ltd. 1990 年 4 月 
22 自動車部品工業(株） いすゞ自動車 Jibuhin （Thailand） Co., Ltd. 1990 年 5 月 
23 アイシン高丘 トヨタ自動車 The Nawaloha Industry Co.,Ltd. 1990 年 6 月 
24 三桜工業（株） 日産自動車 Able Sanoh Industries(1996) Co.,Ltd 1990 年 6 月 
25 三桜工業（株） トヨタ自動車 Able Sanoh Industries(1996) Co.,Ltd 1990 年 6 月 
26 三桜工業（株） 本田技研工業 Able Sanoh Industries(1996) Co.,Ltd 1990 年 6 月 
27 三和パッキング工業
（株） 
三菱自動車工業 Siam Sanwa Industry Co., Ltd. 1990 年 11 月 
28 (株）荒井製作所 本田技研工業 Thai Arai Co.,Ltd. 1991 年 4 月 1991 年 
三菱自動車：フル生産能力 20 万台の第 2           
工場(ラムチャバン工場）建設        
1 部の生産ラインに 2 直生産
導入 
マツダ    ：2 直生産導入 
29 （株）ミクニ スズキ Mikuni (Thailand)Co., Ltd. 1991 年 5 月 
30 （株）ミクニ 三菱自動車工業 Mikuni (Thailand)Co., Ltd. 1991 年 5 月 
31 
（株）ミクニ マツダ Mikuni (Thailand)Co., Ltd. 1991 年 5 月 
  
 
 
32 柳河精機 本田技研工業 Thai Yanagawa Co., Ltd. 1992 年 2 月 1992 年 
トヨタ     ：塗装ライン増強 33 柳河精機 日産自動車 Thai Yanagawa Co., Ltd. 1992 年 2 月 
34 昭和航空精機株式会社 本田技研工業 Summit Showa Manufacturing Co.,Ltd. 1993 年 4 月 1993 年 
トヨタ：フル生産能力 22 万台第 2 工場                      
（ゲートウェーエ工場）建設             
既存工場拡張 
日産自動車：生産能力 6 万台新工場建設 
本田技研工業：2 直生産導入 
35 昭和航空精機株式会社 スズキ Summit Showa Manufacturing Co.,Ltd. 1993 年 4 月 
36 
旭テック（株） 三菱自動車工業 
Asahi Tec Metals(Thailand)Co., Ltd. 
Asahi Somboon Metals Co.,Ltd. 
1993 年 5 月 
37 
旭テック（株） 本田技研工業 
Asahi Tec Metals(Thailand)Co., Ltd. 
Asahi Somboon Metals Co.,Ltd. 
1993 年 5 月 
38 
旭テック（株） スズキ 
Asahi Tec Metals(Thailand)Co., Ltd. 
Asahi Somboon Metals Co.,Ltd. 
1993 年 5 月 
39 
(株）ミツバ 本田技研工業 
Thai Sumiit Mitsuba Electric 
Manufacturing Co., Ltd. 
1993 年 7 月 
40 
(株）ミツバ 三菱自動車工業 
Thai Sumiit Mitsuba Electric 
Manufacturing Co., Ltd. 
1993 年 7 月 
41 旭テック（株） 三菱自動車工業 Shippo Asahi Moulds(Thailand)Co., Ltd. 1993 年 8 月 
42 旭テック（株） 本田技研工業 Shippo Asahi Moulds(Thailand)Co., Ltd. 1993 年 8 月 
43 旭テック（株） スズキ Shippo Asahi Moulds(Thailand)Co., Ltd. 1993 年 8 月 
44 合志技研工業（株） 本田技研工業 Siam Goshi Manufacturing Co., Ltd. 1993 年 11 月 
45 豊田合成 トヨタ自動車 Toyoda Gosei (Thailand) Co.,Ltd. 1994 年 2 月 1994 年 
三菱自動車：1 部の生産ラインに 3 直生産 
導入 
46 豊田合成 三菱自動車工業 Toyoda Gosei (Thailand) Co.,Ltd. 1994 年 2 月 
47 豊田合成 いすゞ自動車 Toyoda Gosei (Thailand) Co.,Ltd. 1994 年 2 月 
  
 
 
48 豊田合成 マツダ Toyoda Gosei (Thailand) Co.,Ltd. 1994 年 2 月 本田技研工業：フル生産能力 12 万台第 1
工場（アユタヤ工業）建設 49 豊田合成 本田技研工業 Toyoda Gosei (Thailand) Co.,Ltd. 1994 年 2 月 
50 アイシン高丘 トヨタ自動車 The Siam Nawaloha Foundry Co.,Ltd.  1994 年 3 月 
51 豊田紡織(株） トヨタ自動車 Thai Seat Belt  Co.,Ltd. 1994 年 5 月 
52 （株）ニチリン 日産自動車 Nichirin(Thailand)Co., Ltd. 1994 年 6 月 
53 
住友電気工業（株） トヨタ自動車 
Sumitomo Electric Wiring 
Systems(Thailand)Ltd. 
1994 年 6 月 
54 大同特殊鋼（株) 本田技研工業 Daido Electronics(Thailand) Co., Ltd.  1994 年 6 月 
55 大同特殊鋼（株) 日産自動車 Daido Electronics(Thailand) Co., Ltd.  1994 年 6 月 
56 日本特殊塗料（株） トヨタ自動車 SNC Sound Proof Co., Ltd. 1994 年 6 月 
57 日本特殊塗料（株） 日産自動車 SNC Sound Proof Co., Ltd. 1994 年 6 月 
58 林テレンプ(株） トヨタ自動車 Hayashi Telempu(Thailand)Co., Ltd. 1994 年 6 月 
59 林テレンプ(株） 本田技研工業 Hayashi Telempu(Thailand)Co., Ltd. 1994 年 6 月 
60 林テレンプ(株） 三菱自動車工業 Hayashi Telempu(Thailand)Co., Ltd. 1994 年 6 月 
61 林テレンプ(株） スズキ Hayashi Telempu(Thailand)Co., Ltd. 1994 年 6 月 
62 林テレンプ(株） いすゞ自動車 Hayashi Telempu(Thailand)Co., Ltd. 1994 年 6 月 
63 林テレンプ(株） マツダ Hayashi Telempu(Thailand)Co., Ltd. 1994 年 6 月 
64 プレス工業(株） いすゞ自動車 Thai Summit PKK Co. Ltd. 1994 年 6 月 
65 プレス工業(株） 三菱自動車工業 Thai Summit PKK Co. Ltd. 1994 年 6 月 
66 プレス工業(株） 日産自動車 Thai Summit PKK Co. Ltd. 1994 年 6 月 
  
 
 
67 プレス工業(株） マツダ Thai Summit PKK Co. Ltd. 1994 年 6 月 
68 （株）丸順 本田技研工業 Thai Marujun Co., Ltd. 1994 年 7 月 
69 （株）丸順 三菱自動車工業 Thai Marujun Co., Ltd. 1994 年 7 月 
70 （株）モルテン マツダ Molten Asia Pokymer Products Co., Ltd. 1994 年 8 月 
71 東海興業 本田技研工業 TOACS(Thailand)  Co.,Ltd. 1994 年 9 月 
72 
(株）エイチワン 本田技研工業 
H-One Parts(Thailand) Co., Ltd. 旧社
名：Hirata parts (Thailand) Co., Ltd. 
1994 年 9 月 
73 
高尾金属工業（株） 本田技研工業 
Takao(Thailand)Co., Ltd.（現在
G-Tekt(Thailand) Co., Ltd.) 
1994 年 10 月 
74 (株）ケーヒン 本田技研工業 Keihin Auto Parts(Thailand)Co.,Ltd. 1994 年 11 月 
75 
NOK(株） トヨタ自動車 
MEKTEC Manufacturing 
Corp.(Thailand)Ltd. 
1994 年 11 月 
76 
NOK(株） 日産自動車 
MEKTEC Manufacturing 
Corp.(Thailand)Ltd. 
1994 年 11 月 
77 
NOK(株） 三菱自動車工業 
MEKTEC Manufacturing 
Corp.(Thailand)Ltd. 
1994 年 11 月 
78 
NOK(株） マツダ 
MEKTEC Manufacturing 
Corp.(Thailand)Ltd. 
1994 年 11 月 
79 
NOK(株） 本田技研工業 
MEKTEC Manufacturing 
Corp.(Thailand)Ltd. 
1994 年 11 月 
80 
NOK(株） スズキ 
MEKTEC Manufacturing 
Corp.(Thailand)Ltd. 
1994 年 11 月 
  
 
 
81 トピー工業(株） トヨタ自動車 Toppy Fasteners (Thailand) Ltd. 1994 年 11 月 
82 トピー工業(株） 日産自動車 Toppy Fasteners (Thailand) Ltd. 1994 年 11 月 
83 トピー工業(株） 三菱自動車 Toppy Fasteners (Thailand) Ltd. 1994 年 11 月 
84 （株）エクセディ 日産自動車 Exedy （Thailand)Co.,Ltd. 1994 年 12 月 
85 （株）エクセディ いすゞ自動車 Exedy （Thailand)Co.,Ltd. 1994 年 12 月 
86 （株）エクセディ マツダ Exedy （Thailand)Co.,Ltd. 1994 年 12 月 
87 （株）エクセディ 三菱自動車工業 Exedy （Thailand)Co.,Ltd. 1994 年 12 月 
88 アラコ トヨタ自動車 S.K. Auto Interior Co,, Ltd. 1995 年 1 月   
89 大同特殊鋼（株) 日産自動車 Daido PDM (Thailand) Co., Ltd. 1995 年 2 月 
90 大同特殊鋼（株) 本田技研工業 Daido PDM (Thailand) Co., Ltd. 1995 年 2 月 
91 タカニチ トヨタ自動車 STB Textiles Industry Co., Ltd. 1995 年 3 月 
92 トキコ（株） 日産自動車 Tokico (Thailand) Ltd. 1995 年 3 月 
93 トキコ（株） トヨタ自動車 Tokico (Thailand) Ltd. 1995 年 3 月 
94 ユニシアジェクス 日産自動車 Unisia Jecs(Thailand)Co.,Ltd. 1995 年 6 月 
95 ユニシアジェクス マツダ Unisia Jecs(Thailand)Co.,Ltd. 1995 年 6 月 
96 ユニシアジェクス 三菱自動車工業 Unisia Jecs(Thailand)Co.,Ltd. 1995 年 6 月 
97 ユニシアジェクス いすゞ自動車 Unisia Jecs(Thailand)Co.,Ltd. 1995 年 6 月 
98 ユニシアジェクス スズキ Unisia Jecs(Thailand)Co.,Ltd. 1995 年 6 月 
99 光洋精工（株） トヨタ自動車 Koyo Steering(Thailand) Co., Ltd. 1995 年 6 月 
100 光洋精工（株） いすゞ自動車 Koyo Steering(Thailand) Co., Ltd. 1995 年 6 月 
  
 
 
101 光洋精工（株） スズキ Koyo Steering(Thailand) Co., Ltd. 1995 年 6 月 
102 光洋精工（株） 三菱自動車工業 Koyo Steering(Thailand) Co., Ltd. 1995 年 6 月 
103 東海ゴム工業（株) 三菱自動車工業 Tokai Eastern Rubber(Thailand)Ltd. 1995 年 7 月 
104 東海ゴム工業（株) マツダ Tokai Eastern Rubber(Thailand)Ltd. 1995 年 7 月 
105 西川ゴム工業（株） 本田技研工業 Nishikawa Tachaplalert Rubber Co., Ltd. 1995 年 8 月 
106 西川ゴム工業（株） マツダ Nishikawa Tachaplalert Rubber Co., Ltd. 1995 年 8 月 
107 西川ゴム工業（株） トヨタ自動車 Nishikawa Tachaplalert Rubber Co., Ltd. 1995 年 8 月 
108 西川ゴム工業（株） スズキ Nishikawa Tachaplalert Rubber Co., Ltd. 1995 年 8 月 
109 西川ゴム工業（株） 日産自動車 Nishikawa Tachaplalert Rubber Co., Ltd. 1995 年 8 月 
110 エンケイ(株） 本田技研工業 Enkei Thai Moldings Ltd. 1995 年 10 月 
111 日本精機(株) 本田技研工業 Thai Nippon Seiki Co., Ltd. 1995 年 11 月 
112 日本精機(株) スズキ Thai Nippon Seiki Co., Ltd. 1995 年 11 月 
113 
日立化成工業（株） 日産自動車 
Hitachi Chemical Automotive Products 
(Thailand) Co., Ltd. 
1995 年 12 月 
114 KYB(株）(カヤバ工業） トヨタ自動車 KYB(Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 1 月 1996 年 
マツダ：フル生産能力 13 万 5 千台工場 
（ラヨーン工場）建設 
115 KYB(株）(カヤバ工業） 日産自動車 KYB(Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 1 月 
116 KYB(株）(カヤバ工業） スズキ KYB(Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 1 月 
117 KYB(株）(カヤバ工業） 三菱自動車工業 KYB(Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 1 月 
118 カルソニック（株） 日産自動車 Siam Calsonic Co., Ltd. 1996 年 1 月 
119 カルソニック（株） マツダ Siam Calsonic Co., Ltd. 1996 年 1 月 
  
 
 
120 （株）ブリヂストン トヨタ自動車 Brigestone NCR Co., Ltd. 1996 年 2 月 
121 （株）ブリヂストン 日産自動車 Brigestone NCR Co., Ltd. 1996 年 2 月 
122 （株）ブリヂストン マツダ Brigestone NCR Co., Ltd. 1996 年 2 月 
123 
高尾金属工業（株） 本田技研工業 
Takao Eastern Co., Ltd.（現在 G-Tekt 
Eastern Co., Ltd.) 
1996 年 5 月 
124 
高尾金属工業（株） 三菱自動車工業 
Takao Eastern Co., Ltd.（現在 G-Tekt 
Eastern Co., Ltd.) 
1996 年 5 月 
125 （株）ブリヂストン トヨタ自動車 Bridgestone Metalpha(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 6 月 
126 （株）ブリヂストン 日産自動車 Bridgestone Metalpha(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 6 月 
127 （株）ブリヂストン マツダ Bridgestone Metalpha(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 6 月 
128 (株）ヨロズ 日産自動車 Yorozu(Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 6 月 
129 (株）ヨロズ いすゞ自動車 Yorozu(Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 6 月 
130 セントラル自動車（株） トヨタ自動車 Auto CS Engineering Co., Ltd. 1996 年 6 月 
131 中央発條（株） トヨタ自動車 Chuo Thai Cable Company Limited 1996 年 6 月 
132 中央発條（株） マツダ Chuo Thai Cable Company Limited 1996 年 6 月 
133 中央発條（株） 本田技研工業 Chuo Thai Cable Company Limited 1996 年 6 月 
134 
豊田工機（株） トヨタ自動車 
Toyoda Machine Works (Thailand)Co., Ltd.
（現 Jtekt Automotive (Thailand) Co., Ltd.） 
1996 年 6 月 
135 ボッシュ(株） いすゞ自動車 Bosch Automotive Thailand Co., Ltd. 1996 年 6 月 
136 ボッシュ(株） 三菱自動車工業 Bosch Automotive Thailand Co., Ltd. 1996 年 6 月 
137 ボッシュ(株） トヨタ自動車 Bosch Automotive Thailand Co., Ltd. 1996 年 6 月 
  
 
 
138 
松下電器産業（株） トヨタ自動車 
Panasonic Automotive 
Systems(Thailand）Co., Ltd. 
1996 年 6 月 
139 堀江金属工業（株） トヨタ自動車 Asno Horie (Thailand) Co., Ltd. 1996 年 6 月 
140 
エンケイ(株） 本田技研工業 
NIKKEI MC Aluminum (Thailand) 
Co.,Ltd. 
1996 年 7 月 
141 (株）三五 トヨタ自動車 YS Pund Co.,Ltd. 1996 年 7 月 
142 倉敷化工（株）（ ゴム） マツダ Kurashiki Siam Rubber Co., Ltd. 1996 年 7 月 
143 
MC アルミ 三菱自動車工業 
NIKKEI MC Aluminum (Thailand) 
Co.,Ltd. 
1996 年 7 月 
144 横浜ゴム（株） スズキ Yokohama Rubber(Thailand) Co., Ltd. 1996 年 7 月 
145 横浜ゴム（株） トヨタ自動車 Yokohama Rubber(Thailand) Co., Ltd. 1996 年 7 月 
146 横浜ゴム（株） 日産自動車 Yokohama Rubber(Thailand) Co., Ltd. 1996 年 7 月 
147 横浜ゴム（株） 三菱自動車工業 Yokohama Rubber(Thailand) Co., Ltd. 1996 年 7 月 
148 横浜ゴム（株） マツダ Yokohama Rubber(Thailand) Co., Ltd. 1996 年 7 月 
149 横浜ゴム（株） いすゞ自動車 Yokohama Rubber(Thailand) Co., Ltd. 1996 年 7 月 
150 横浜ゴム（株） 本田技研工業 Yokohama Rubber(Thailand) Co., Ltd. 1996 年 7 月 
151 クラタ産業（株） マツダ Summit Kurata Manufacturing Co., Ltd. 1996 年 8 月 
152 （株）キャタラー トヨタ自動車 Cataler (Thailand) Co., Ltd. 1996 年 8 月 
153 豊田工機株式会社 トヨタ自動車 Yamasei Thai Co., Ltd. 1996 年 8 月 
154 田中精密工業(株） 本田技研工業 Tanaka Precision(Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 9 月 
155 KYB(株） トヨタ自動車 KYB Steering (Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 10 月 
  
 
 
156 KYB(株） 日産自動車 KYB Steering (Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 10 月 
157 KYB(株） スズキ KYB Steering (Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 10 月 
158 KYB(株） 三菱自動車工業 KYB Steering (Thailand)Co.,Ltd. 1996 年 10 月 
159 ニッパツ（株） 日産自動車 General Seating(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 10 月 
160 ニッパツ（株） トヨタ自動車 General Seating(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 10 月 
161 ニッパツ（株） いすゞ自動車 General Seating(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 10 月 
162 ニッパツ（株） マツダ General Seating(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 10 月 
163 ニッパツ（株） 本田技研工業 General Seating(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 10 月 
164 ニッパツ（株） スズキ General Seating(Thailand)Co., Ltd. 1996 年 10 月 
165 アイシン精機（株） トヨタ自動車 Siam Aisin Co.,Ltd.                                     1996 年 10 月 
166 アイシン精機（株） スズキ Siam Aisin Co.,Ltd.                                     1996 年 10 月 
167 アイシン精機（株） 三菱自動車工業 Siam Aisin Co.,Ltd.                                     1996 年 10 月 
168 鬼怒川ゴム工業(株） 日産自動車 CPR Gomu Industrial Public Co., Ltd. 1996 年 12 月 
169 八千代工業(株） 本田技研工業 Siam Yachiyo Co., Ltd. 1997 年 1 月   
170 マルヤス工業 トヨタ自動車 Maruyasu Industries(Thailand) Co., Ltd. 1997 年 1 月 
171 マルヤス工業 マツダ Maruyasu Industries(Thailand) Co., Ltd. 1997 年 1 月 
172 マルヤス工業 三菱自動車工業 Maruyasu Industries(Thailand) Co., Ltd. 1997 年 1 月 
173 日鍛バルブ（株） 本田技研工業 Nittan (Thailand)Co., Ltd. 1997 年 1 月 
174 日鍛バルブ（株） マツダ Nittan (Thailand)Co., Ltd. 1997 年 1 月 
175 日鍛バルブ（株） トヨタ自動車 Nittan (Thailand)Co., Ltd. 1997 年 1 月 
  
 
 
176 日鍛バルブ（株） いすゞ自動車 Nittan (Thailand)Co., Ltd. 1997 年 1 月 
177 アイシン高丘 トヨタ自動車 Siam AT Industry Co.,Ltd. 1997 年 3 月 
178 ヒロテック マツダ Thai Summit Hirotec Co., Ltd. 1997 年 3 月 
179 ヒロテック 三菱自動車工業 Thai Summit Hirotec Co., Ltd. 1997 年 3 月 
180 ヒロテック 本田技研工業 Thai Summit Hirotec Co., Ltd. 1997 年 3 月 
181 ヒロテック いすゞ自動車 Thai Summit Hirotec Co., Ltd. 1997 年 3 月 
182 日立粉末冶金（株） 日産自動車 Thai Sintered Products Co., Ltd. 1997 年 4 月 
183 日立粉末冶金（株） 本田技研工業 Thai Sintered Products Co., Ltd. 1997 年 4 月 
184 デルタ工業(株） マツダ Delta-Tr Co., Ltd. 1997 年 6 月 
185 日本ピストンリング トヨタ自動車 Siam NPR Co., Ltd. 1997 年 7 月 
186 日本ピストンリング 日産自動車 Siam NPR Co., Ltd. 1997 年 7 月 
187 日本ピストンリング いすゞ自動車 Siam NPR Co., Ltd. 1997 年 7 月 
188 
豊田紡織 トヨタ自動車 
Toyota Boshoku Gateway (Thailand) 
Co.,Ltd. 
1997 年 8 月 
189 東海理化 トヨタ自動車 Tokai Rika (Thailand) Co.,Ltd. 1997 年 9 月 
190 東海理化 三菱自動車工業 Tokai Rika (Thailand) Co.,Ltd. 1997 年 9 月 
191 東海理化 スズキ Tokai Rika (Thailand) Co.,Ltd. 1997 年 9 月 
192 東海理化 マツダ Tokai Rika (Thailand) Co.,Ltd. 1997 年 9 月 
193 日本精機(株) 本田技研工業 Thai Matto NS Co., Ltd.  1997 年 9 月 
194 日本精機(株) スズキ Thai Matto NS Co., Ltd.  1997 年 9 月 
  
 
 
195 （株）エクセディ いすゞ自動車 Exedy Friction Material Co.,Ltd. 1997 年 10 月 
196 （株）エクセディ 三菱自動車（株） Exedy Friction Material Co.,Ltd. 1997 年 10 月 
197 （株）エクセディ マツダ Exedy Friction Material Co.,Ltd. 1997 年 10 月 
198 （株）エクセディ 日産自動車 Exedy Friction Material Co.,Ltd. 1997 年 10 月 
199 (株）村上開明堂 トヨタ自動車 Murakami Ampas(Thailand) Co., Ltd. 1997 年 11 月 
200 (株）村上開明堂 三菱自動車工業 Murakami Ampas(Thailand) Co., Ltd. 1997 年 11 月 
201 (株）村上開明堂 本田技研工業 Murakami Ampas(Thailand) Co., Ltd. 1997 年 11 月 
202 (株）村上開明堂 日産車自動車 Murakami Ampas(Thailand) Co., Ltd. 1997 年 11 月 
203 (株）村上開明堂 スズキ Murakami Ampas(Thailand) Co., Ltd. 1997 年 11 月 
204 ＮＴＮ（株） トヨタ自動車 NTN Manufacturing(Thailand)Co., Ltd. 1998 年 5 月   
205 ＮＴＮ（株） 日産自動車 NTN Manufacturing(Thailand)Co., Ltd. 1998 年 5 月 
206 ＮＴＮ（株） 本田技研工業 NTN Manufacturing(Thailand)Co., Ltd. 1998 年 5 月 
207 ＮＴＮ（株） 三菱自動車工業 NTN Manufacturing(Thailand)Co., Ltd. 1998 年 5 月 
208 ＮＴＮ（株） マツダ NTN Manufacturing(Thailand)Co., Ltd. 1998 年 5 月 
209 富士通テン（株） トヨタ自動車 Fujitsu Ten (Thailand) Co., Ltd. 1998 年 8 月 
210 
（株）ニチリン 本田技研工業 
Sunchirin Industry(Thailand)Ltd. 
（Sunchirin Industry Malaysia の子会社） 
1999 年 9 月 
1999 年 
三菱自動車：組立ライン増設 
日産自動車：2 直生産導入 211 
（株）ニチリン 日産自動車 
Sunchirin Industry(Thailand)Ltd. 
（Sunchirin Industry Malaysia の子会社） 
1999 年 9 月 
212 
（株）ニチリン スズキ 
Sunchirin Industry(Thailand)Ltd. 
（Sunchirin Industry Malaysia の子会社） 
1999 年 9 月 
  
 
 
213 
（株）ブリヂストン トヨタ自動車 
Bridgestone Tire Manufacturing 
(Thailand) Co., Ltd. 
2000 年 3 月 
  
214 （株）ブリヂストン 日産自動車 Bridgestone Tire Manufacturing (Thailand) Co., Ltd 2000 年 3 月 
215 
（株）ブリヂストン マツダ 
Bridgestone Tire Manufacturing 
(Thailand) Co., Ltd. 
2000 年 3 月 
216 豊田合成 トヨタ自動車 Toyoda Gosei Rubber (Thailand) Co.,Ltd. 2000 年 4 月 
217 豊田合成 いすゞ自動車 Toyoda Gosei Rubber (Thailand) Co.,Ltd. 2000 年 4 月 
218 豊田合成 トヨタ自動車 Pongpara Codan rubber Co., Ltd. 2000 年 4 月 
219 豊田合成 いすゞ自動車 Pongpara Codan rubber Co., Ltd. 2000 年 4 月 
220 （株）パイオラックス 日産自動車 Piolax(Thailand)Ltd. 2000 年 8 月 
221 三桜工業（株） トヨタ自動車 Sanoh Industries(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 8 月 
222 三桜工業（株） 日産自動車 Sanoh Industries(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 8 月 
223 三桜工業（株） 本田技研工業 Sanoh Industries(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 8 月 
224 三桜工業（株） マツダ Sanoh Industries(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 8 月 
225 サトーラシ 本田技研工業 Ohashi Sato(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 10 月 
226 サトーラシ スズキ Ohashi Sato(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 10 月 
227 アイシン精機（株） トヨタ自動車 Aisin Chemical(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 11 月 
228 アイシン精機（株） スズキ Aisin Chemical(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 11 月 
229 アイシン精機（株） 三菱自動車工業 Aisin Chemical(Thailand)Co.,Ltd. 2000 年 11 月 
230 サンコール（株） トヨタ自動車 Suncall High Precision(Thailand) Ltd. 2000 年 11 月 
231 サンコール（株） 本田技研工業 Suncall High Precision(Thailand) Ltd. 2000 年 11 月 
  
 
 
232 太平洋精工（株） 日産自動車 Pec Manufacturing(Thailand)Ltd. 2000 年 12 月 
233 太平洋精工（株） マツダ Pec Manufacturing(Thailand)Ltd. 2000 年 12 月 
234 
臼井国際産業（株） 日産自動車 
Usui International Corporation (Thailand) 
Ltd. 
2000 年 12 月 
235 
臼井国際産業（株） 三菱自動車工業 
Usui International Corporation (Thailand) 
Ltd. 
2000 年 12 月 
236 
臼井国際産業（株） トヨタ自動車 
Usui International Corporation (Thailand) 
Ltd. 
2000 年 12 月 
237 
臼井国際産業（株） マツダ 
Usui International Corporation (Thailand) 
Ltd. 
2000 年 12 月 
238 
臼井国際産業（株） 本田技研工業 
Usui International Corporation (Thailand) 
Ltd. 
2000 年 12 月 
239 
臼井国際産業（株） いすゞ自動車 
Usui International Corporation (Thailand) 
Ltd. 
2000 年 12 月 
240 
臼井国際産業（株） スズキ 
Usui International Corporation (Thailand) 
Ltd. 
2000 年 12 月 
241 自動車電機工業(株） 日産自動車 Jideco(Thailand)Co., Ltd. 2001 年 1 月   
242 自動車電機工業(株） いすゞ自動車 Jideco(Thailand)Co., Ltd. 2001 年 1 月 
243 自動車電機工業(株） 本田技研工業 Jideco(Thailand)Co., Ltd. 2001 年 1 月 
244 
カルソニックカンセイ
(株） 
日産自動車 Calsonic Kansei (Thailand)Co.,Ltd. 2001 年 4 月 
  
 
 
245 (株）イノアックコーポレ
ーション 
トヨタ自動車 Inoac Tokai(Thailand)Co., Ltd. 2001 年 6 月 
246 (株）イノアックコーポレ
ーション 
三菱自動車工業 Inoac Tokai(Thailand)Co., Ltd. 2001 年 6 月 
247 
アイシン高丘 トヨタ自動車 
Aisin Takaoka Foundry Bangpakong 
Co.,Ltd. 
2001 年 6 月 
248 鬼怒川ゴム工業(株） 日産自動車 Kinugawa（Thailand)Co.,Ltd. 2001 年 6 月 
249 豊田紡織 トヨタ自動車 Toyota Bushoku Asia Co., Ltd. 2001 年 6 月 
250 光洋精工（株） トヨタ自動車 Koyo Joint (Thailand) Co., Ltd. 2001 年 7 月 
251 光洋精工（株） 三菱自動車工業 Koyo Joint (Thailand) Co., Ltd. 2001 年 7 月 
252 光洋精工（株） スズキ Koyo Joint (Thailand) Co., Ltd. 2001 年 7 月 
253 
(株）村上開明堂 トヨタ自動車 
Murakami Manufacturing (Thailand) Co., 
Ltd. 
2001 年 7 月 
254 
(株）村上開明堂 三菱自動車工業 
Murakami Manufacturing (Thailand) Co., 
Ltd. 
2001 年 7 月 
255 
(株）村上開明堂 本田技研工業 
Murakami Manufacturing (Thailand) Co., 
Ltd. 
2001 年 7 月 
256 
(株）村上開明堂 日産自動車 
Murakami Manufacturing (Thailand) Co., 
Ltd. 
2001 年 7 月 
257 
(株）村上開明堂 スズキ 
Murakami Manufacturing (Thailand) Co., 
Ltd. 
2001 年 7 月 
258 三ツ星ベルト（株） トヨタ自動車 Stars Technologies Industrial Ltd. 2001 年 11 月 
  
 
 
259 三ツ星ベルト（株） 日産自動車 Stars Technologies Industrial Ltd. 2001 年 11 月 
260 三ツ星ベルト（株） 三菱自動車 Stars Technologies Industrial Ltd. 2001 年 11 月 
261 三ツ星ベルト（株） 本田技研工業 Stars Technologies Industrial Ltd. 2001 年 11 月 
262 プレス工業(株） いすゞ自動車 Thai Summit PKK Engineering Co., Ltd. 2001 年 12 月 
263 プレス工業(株） 三菱自動車工業 Thai Summit PKK Engineering Co., Ltd. 2001 年 12 月 
264 プレス工業(株） マツダ Thai Summit PKK Engineering Co., Ltd. 2001 年 12 月 
265 プレス工業(株） 日産自動車 Thai Summit PKK Engineering Co., Ltd. 2001 年 12 月 
266 古河電池（株） トヨタ自動車 Siam Furukawa Co., Ltd. 2002 年 1 月 2002 年 
いすゞ：2 直生産導入 
三菱自動車：全面 2 直生産導入 
トヨタ：サムロン工場 2 直生産導入 
本田技研工業：2 直生産導入 
267 古河電池（株） スズキ Siam Furukawa Co., Ltd. 2002 年 1 月 
268 古河電池（株） 本田技研工業 Siam Furukawa Co., Ltd. 2002 年 1 月 
269 デンソー トヨタ自動車 Siam DENSO Manufacturing  Co.,Ltd. 2002 年 2 月 
270 デンソー スズキ Siam DENSO Manufacturing  Co.,Ltd. 2002 年 2 月 
271 デンソー 本田技研工業 Siam DENSO Manufacturing  Co.,Ltd. 2002 年 2 月 
272 デンソー 三菱自動車工業 Siam DENSO Manufacturing  Co.,Ltd. 2002 年 2 月 
273 
(株）椿本チェイン トヨタ自動車 
Tsubakimoto Automotive(Thailand) Co., 
Ltd. 
2002 年 3 月 
274 
日本精工（株） トヨタ自動車 
NSK Bearings 
Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd. 
2002 年 3 月 
275 
日本精工（株） 日産自動車 
NSK Bearings 
Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd. 
2002 年 3 月 
  
 
 
276 
日本精工（株） マツダ 
NSK Bearings 
Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd. 
2002 年 3 月 
277 
日本精工（株） いすゞ自動車 
NSK Bearings 
Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd. 
2002 年 3 月 
278 
日本精工（株） 三菱自動車工業 
NSK Bearings 
Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd. 
2002 年 3 月 
279 
豊田紡織 トヨタ自動車 
Toyota Boshoku Filtration 
System(Thailand)  Co.,Ltd. 
2002 年 3 月 
280 日信工業(株） 本田技研工業 Japan Brake (Thailand) Co., Ltd. 2002 年 5 月 
281 日信工業(株） スズキ Japan Brake (Thailand) Co., Ltd. 2002 年 5 月 
282 東郷製作所 トヨタ自動車 Togo Seisakusyo(Thailand) Co.,Ltd. 2002 年 6 月 
283 東郷製作所 三菱自動車工業 Togo Seisakusyo(Thailand) Co.,Ltd. 2002 年 6 月 
284 シロキ工業(株） トヨタ自動車 Shiroki Corp.(Thailand)Ltd. 2002 年 6 月 
285 シロキ工業(株） 三菱自動車 Shiroki Corp.(Thailand)Ltd. 2002 年 6 月 
286 シロキ工業(株） スズキ Shiroki Corp.(Thailand)Ltd. 2002 年 6 月 
287 シロキ工業(株） 日産自動車 Shiroki Corp.(Thailand)Ltd. 2002 年 6 月 
288 シロキ工業(株） いすゞ自動車 Shiroki Corp.(Thailand)Ltd. 2002 年 6 月 
289 シロキ工業(株） 本田技研工業 Shiroki Corp.(Thailand)Ltd. 2002 年 6 月 
290 （株）ニフコ トヨタ自動車 Nifco Thailand Co., Ltd. 2002 年 7 月 
291 （株）ニフコ 日産自動車 Nifco Thailand Co., Ltd. 2002 年 7 月 
292 （株）ニフコ 本田技研工業 Nifco Thailand Co., Ltd. 2002 年 7 月 
  
 
 
293 (株）ユタカ技研 本田技研工業 YS Tech (Thailand) Co., Ltd. 2002 年 8 月 
294 光生アルミニューム工
業（株） 
本田技研工業 Kosei Tooling Service Co.,Ltd. 2002 年 8 月 
295 光生アルミニューム工業（株） トヨタ自動車 Kosei Tooling Service Co.,Ltd. 2002 年 8 月 
296 
デンソー トヨタ自動車 
Anden(Thailand)Co., Ltd.(Thai Denso 
Group) 
2002 年 8 月 
297 
デンソー 本田技研工業 
Anden(Thailand)Co., Ltd.（Ｔｈａｉ Ｄｅｎｓｏ 
Ｇｒｏｕｐ） 
2002 年 8 月 
298 
デンソー 三菱自動車工業 
Anden(Thailand)Co., Ltd.（Ｔｈａｉ Ｄｅｎｓｏ 
Ｇｒｏｕｐ） 
2002 年 8 月 
299 アイシン・エー・アイ（株） トヨタ自動車 Aisin AI(Thailand）Co.,Ltd. 2002 年 9 月 
300 アイシン・エー・アイ（株） いすゞ自動車 Aisin AI(Thailand）Co.,Ltd. 2002 年 9 月 
301 アイシン・エー・アイ（株） マツダ Aisin AI(Thailand）Co.,Ltd. 2002 年 9 月 
302 アイシン・エー・アイ（株） 日産自動車 Aisin AI(Thailand）Co.,Ltd. 2002 年 9 月 
303 アイシン・エー・アイ（株） 三菱自動車工業 Aisin AI(Thailand）Co.,Ltd. 2002 年 9 月 
304 キーパー(株） 日産自動車 Siam Keeper Manufacturing Co.,Ltd. 2002 年 9 月 
305 豊田紡織(株） トヨタ自動車 Toyota Boshoku Siam Metal Co., Ltd. 2002 年 9 月 
306 アラコ（荒川鈑金工業株
式会社） 
トヨタ自動車 Arst(Thailand)Co., Ltd.  2002 年 9 月 
307 川島織物セルコン（株） トヨタ自動車 Kawashima-Fuchi(Thailand)Co., Ltd. 2002 年 10 月 
308 川島織物セルコン（株） 本田技研工業 Kawashima-Fuchi(Thailand)Co., Ltd. 2002 年 10 月 
  
 
 
309 今仙電機製作所  三菱自動車工業 Imasen Manufacturing (Thailand)Co.,Ltd. 2003 年 1 月 2003 年 
トヨタ ：ゲートウェー工場 2 直生産導入 
マツダ：工場生産能力 20 万台に増強 
本田技研工業：生産ライン拡張 
310 今仙電機製作所  本田技研工業 Imasen Manufacturing (Thailand)Co.,Ltd. 2003 年 1 月 
311 今仙電機製作所  マツダ Imasen Manufacturing (Thailand)Co.,Ltd. 2003 年 1 月 
312 本田金属技術（株） 本田技研工業 Honda Foundry(Asian)Co., Ltd. 2003 年 3 月 
313 京三電機（株） トヨタ自動車 Siam Kyosan Denso Co., Ltd. 2003 年 4 月 
314 京三電機（株） 日産自動車 Siam Kyosan Denso Co., Ltd. 2003 年 4 月 
315 (株）イノアックコーポレ
ーション 
トヨタ自動車 Inoac Automotive(Thailand)Co.,Ltd. 2003 年 6 月 
316 (株）イノアックコーポレ
ーション 
三菱自動車工業 Inoac Automotive(Thailand)Co.,Ltd. 2003 年 6 月 
317 (株）村上開明堂 トヨタ自動車 Murakami Saikyu (Thailand) Co., Ltd. 2004 年 3 月 2004 年 
三菱自動車：第 2 工場に塗装ライン増設 
日産自動車：能力増強に伴い、プレス、塗
装、トリム、シャシーなど各工場の生産設
備はすべて更新 
318 (株）村上開明堂 三菱自動車工業 Murakami Saikyu (Thailand) Co., Ltd. 2004 年 3 月 
319 (株）村上開明堂 本田技研工業 Murakami Saikyu (Thailand) Co., Ltd. 2004 年 3 月 
320 (株）村上開明堂 日産自動車 Murakami Saikyu (Thailand) Co., Ltd. 2004 年 3 月 
321 (株）村上開明堂 スズキ Murakami Saikyu (Thailand) Co., Ltd. 2004 年 3 月 
322 エフテック 本田技研工業 Johnan F.Tech(Thailand)Ltd. 2004 年 5 月 
323 エフテック 日産自動車 Johnan F.Tech(Thailand)Ltd. 2004 年 5 月 
324 エフテック スズキ Johnan F.Tech(Thailand)Ltd. 2004 年 5 月 
325 城南製作所 日産自動車 Johnan F.Tech(Thailand)Ltd. 2004 年 5 月 
326 日本プラスト(株） 日産自動車 Nihon Plast (Thailand) Co., Ltd. 2004 年 11 月 
327 日本プラスト(株） 本田技研工業 Nihon Plast (Thailand) Co., Ltd. 2004 年 11 月 
  
 
 
328 (株）エフテック 本田技研工業 F-Tech Mfg.(Thailand)Ltd. 2006 年 3 月 2005 年 
いすゞ：フル生産能力 20 万台第 3 工場 
      （ゲートウェー工場）建設 
三菱自動車：生産設備増強 
トヨタ：フル生産能力 22 万台第 3 工場  
     （バンボー工場）建設 
      既存工場の生産能力増強 
マツダ：ピックアップトラックを中心に 
                  生産能力増強 
329 (株）エフテック 日産自動車 F-Tech Mfg.(Thailand)Ltd. 2006 年 3 月 
330 (株）エフテック スズキ F-Tech Mfg.(Thailand)Ltd. 2006 年 3 月 
331 (株）ショーワ 本田技研工業 Showa Autoparts(Thailand)Co.,Ltd. 2006 年 6 月 
332 (株）ショーワ スズキ Showa Autoparts(Thailand)Co.,Ltd. 2006 年 6 月 
333 富士機工 日産自動車 Summit Fujikiko Kurata Manufacturing Co., Ltd. 2006 年 6 月 
334 ゴムノイナキ（株） トヨタ自動車 Siamnak Trading Co., Ltd.  2006 年 6 月 
335 曙ブレーキ工業(株） トヨタ自動車 Akebono Brake(Thailand)Co.,Ltd. 2006 年 8 月 
336 曙ブレーキ工業(株） いすゞ自動車 Akebono Brake(Thailand)Co.,Ltd. 2006 年 8 月 
337 曙ブレーキ工業(株） 日産自動車 Akebono Brake(Thailand)Co.,Ltd. 2006 年 8 月 
338 曙ブレーキ工業(株） 三菱自動車工業 Akebono Brake(Thailand)Co.,Ltd. 2006 年 8 月 
339 曙ブレーキ工業(株） 本田技研工業 Akebono Brake(Thailand)Co.,Ltd. 2006 年 8 月 
340 尾張精機(株） トヨタ自動車 OYT Co., Ltd. 2007 年 3 月 2007 年 
日産自動車：小型車工場を新設 
マツダ：生産能力 20 万台第 2 工場建設 
本田技研工業：フル生産能力 12 万台の 
          第 2 工場建設 
341 尾張精機(株） マツダ OYT Co., Ltd. 2007 年 3 月 
342 尾張精機(株） スズキ OYT Co., Ltd. 2007 年 3 月 
343 河西工業(株） 日産自動車 Kasai Teck See Co., Ltd. 2007 年 3 月 
344 河西工業(株） 本田技研工業 Kasai Teck See Co., Ltd. 2007 年 3 月 
345 
アイシン精機（株） トヨタ自動車 Aisin Thai Automotive Casting Co.,Ltd. 2008 年 9 月 
2009 年 
いすゞ：2 直生産導入 
スズキ：生産能力 20 万台 
      イースタン・シーボード工場を建設 
  
 
 
346 タチエス 日産自動車 Tacle Seating Thailand Co.,Ltd. 2010 年 3 月 2010 年 
三菱自動車：フル生産能力 20 万台の 
        第 3 工場を建設 
トヨタ：バンポー工場生産能力工場 
    塗装やプレスの設備を導入 
347 タチエス 本田技研工業 Tacle Seating Thailand Co.,Ltd. 2010 年 3 月 
348 
タチエス 三菱自動車工業 Tacle Seating Thailand Co.,Ltd. 2010 年 3 月 
349 ユニバンス スズキ Univance (Thailand) Co., Ltd. 2011 年 4 月 2011 年 
いすゞ ：ゲートウィー工場に生産能力 10 
      万台の新ラインを建設 
三菱自動車：第 2 工場に塗装などの設備
増強 
350 ユニバンス 日産自動車 Univance (Thailand) Co., Ltd. 2011 年 4 月 
351 
ユニバンス いすゞ自動車 Univance (Thailand) Co., Ltd. 2011 年 4 月 
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